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は　し　が　き

　この環境白書は、福井県環境基本条例第12条の規定に基づき、

県民に環境の状況、環境の保全に関する施策の実施状況等を明

らかにするものです。

（参考）　福井県環境基本条例

　　　　　　　（環境白書）

　　　　　第�12条　知事は、県民に環境の状況、環境の保全に関する

施策の実施状況等を明らかにするため、福井県環境白書

を毎年作成し、公表しなければならない。

大学生のエコラーニング事業　第１回エコラーニングツアー（若狭湾）

【表紙の写真】





特

集

環
境
基
本
計
画
の

進
捗
状
況

分
野
別
施
策
の

実
施
状
況

循
環
型
社
会
の
推
進

生
活
環
境
の
保
全

自
然
と
共
生
す
る

社
会
づ
く
り
の
推
進

地
球
温
暖
化
対
策
の
推
進

各
分
野
に
共
通
す
る

施
策
の
推
進

目 次
Ｉ Ｎ Ｄ Ｅ Ｘ

特　集
　　　１　福井県のカーボンニュートラル実現に向けて……………………2
　　　　　（１）オール福井で取り組むカーボンニュートラル……………2
　　　　　（２）カーボンニュートラルにつながる循環社会の構築………4
　　　　　（３）ふるさと環境フェア２０２３………………………………5
　　　２　野生生物による生態系・生活への影響とその対策………………7
　　　　　（１）特定外来生物について………………………………………7
　　　　　（２）ツキノワグマ出没対応訓練…………………………………8

第１部　環境基本計画の進捗状況
　　　１　環境基本計画の概要……………………………………………… 10
　　　２　重点施策の進捗状況……………………………………………… 11
　　　３　環境指標…………………………………………………………… 12
　　　４　前計画の総括……………………………………………………… 16

第２部　第２部　分野別施策の実施状況
第1章　地球温暖化対策の推進
第１節　温室効果ガス排出量の現状と削減目標
　　　１　県内の温室効果ガスの現状……………………………………… 20
第２節　エネルギー源の転換、省エネの推進等
　　　１　エネルギー源の転換……………………………………………… 23
　　　２　省エネの推進……………………………………………………… 27
　　　３　その他の温室効果ガス排出抑制対策…………………………… 33
第３節　再生可能エネルギーの導入拡大
　　　１　地域資源を活用した再生可能エネルギーの導入拡大………… 34
　　　２　再生可能エネルギーの技術開発促進…………………………… 37
第４節　森林等の吸収源対策
　　　１　森林資源の保全と利用…………………………………………… 38
　　　２　県産材の活用……………………………………………………… 40
第５節　適応策の推進
　　　１　地球温暖化の影響と適応策……………………………………… 41
第６節　県の事務・事業における温室効果ガス排出削減
　　　１　福井県庁地球温暖化防止実行計画……………………………… 43
　　　２　施設の建築、管理などに関する取組み………………………… 44
　　　３　省エネ・省資源化・物品等の調達に関する取組み…………… 44

第２章　自然と共生する社会づくりの推進
第１節　自然とふれあう活動の推進
　　　１　自然とふれあう機会の充実……………………………………… 45
　　　２　自然公園などの適切な保全と活用……………………………… 48
第２節　里山里海湖の自然再生と活用
　　　１　里山里海湖の自然再生の推進…………………………………… 51
　　　２　水月湖の活用……………………………………………………… 58
　　　３　環境と調和した景観づくりの推進……………………………… 59
第３節　生物多様性の保全
　　　１　自然公園の開発規制などを通じた生態系保全………………… 63
　　　２　希少野生生物の保全……………………………………………… 64
　　　３　地域が主体となった外来生物の防除…………………………… 67
　　　４　鳥獣の保護と管理………………………………………………… 71
　　　５　生物多様性を育む農林水産業等の推進………………………… 76



第３章　循環型社会の推進
第１節　一般廃棄物の減量化とリサイクル推進
　　　１　プラスチックごみ対策の強化…………………………………… 82
　　　２　食品ロス削減の推進……………………………………………… 82
　　　３　一般廃棄物の削減とリサイクル推進…………………………… 83
第２節　産業廃棄物の減量化とリサイクル推進
　　　１　産業廃棄物の３Ｒ促進…………………………………………… 90
　　　２　使用済み資源の有効利用の推進………………………………… 93
第３節　廃棄物の適正な処理の推進
　　　１　不法投棄防止に向けたパトロール・監視強化………………… 95
　　　２　優良産業廃棄物処理業者認定制度の普及と啓発……………… 96
　　　３　海岸漂着物の円滑な回収・処理や発生抑制の推進…………… 97
　　　４　災害廃棄物の処理体制の整備…………………………………… 97

第４章　生活環境の保全
第１節　水・大気環境の保全
　　　１　河川・湖沼・海域の水質保全…………………………………… 98
　　　２　地下水・土壌の汚染対策…………………………………………107
　　　３　地盤沈下の防止……………………………………………………110
　　　４　大気環境の保全……………………………………………………113
　　　５　騒音・振動・悪臭防止対策………………………………………121
　　　６　環境汚染事故時・災害時における環境保全対策………………124
第２節　化学物質対策の推進
　　　１　化学物質の管理の促進……………………………………………126
　　　２　PCBの適正保管・処理の推進�……………………………………130
　　　３　農薬の安全使用と低減化の推進…………………………………131
第３節　放射性物質の監視
　　　１　福井県の環境放射線モニタリング………………………………132

第５章　各分野に共通する施策の推進
第１節　環境を支える人づくり・地域づくり
　　　１　誰もが学べる環境教育の推進……………………………………133
　　　２　活力と資源が最大限に活かされる地域づくりの促進…………138
　　　３　環境に配慮した活動の促進………………………………………138
第２節　環境を意識した事業活動の推進
　　　１　企業等における環境活動の促進…………………………………139
　　　２　環境影響評価制度の推進…………………………………………143
　　　３　適正な土地利用の推進……………………………………………144
第３節　環境情報の収集・提供
　　　１　科学的調査研究と技術開発の推進………………………………147
　　　２　環境情報の収集と提供……………………………………………150

資料編目次………………………………………………………………………155



特集



2

特

集

◆特　集

１　福井県のカーボンニュートラル実現に向けて� 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）オール福井で取り組むカーボンニュートラル�　　　　　　　　　　　　　　　　　　 【エネルギー課】
◆地球温暖化による影響
　近年、記録的な猛暑や集中豪雨などの気象災害が全国各地で発生しています。県内でも、昨年の夏は猛暑日
数が最多を記録したほか、７月には嶺北を中心に大雨が降り、家屋の浸水被害や土砂流出による道路の通行止
めなど、県民生活に影響を及ぼしました。
　こうした気象災害は、地球温暖化がその一因といわれています。このまま地球温暖化が進むと、今世紀末に
は年平均気温が4.4度上昇すると予想されており（出典：気象庁）、災害発生のリスクが高まるだけでなく、自
然生態系や産業・経済活動へのさらなる影響が懸念さ
れます。
　地球温暖化を抑制するためには、温室効果ガスの排
出量と森林などによる吸収量を同じにして、温室効果
ガスの排出を全体としてゼロにする「カーボンニュー
トラル」の取り組みが必要です。

◆「エネルギー源の転換」と「省エネの推進」
　県では、令和２年７月に策定した「福井県長期ビジョン」において、国に先駆けて2050年の温室効果ガス
排出実質ゼロ（カーボンニュートラル）を目指すことを宣言しました。また、令和５年３月に改訂した「福井
県環境基本計画」では、2030年度の温室効果ガス排出量を、2013年度から49%削減することを目標に設定し
ました。
　この目標を達成するためには、あらゆる主体が自分事として脱炭素社会を実現することの必要性を認識し、
県民や事業者、行政が一体となった取り組みを着実に実施していく必要があります。このため、家庭・運輸・
産業・業務など、それぞれの部門で削減目標を定め、「エネルギー源の転換（化石燃料から非化石燃料への切
り替え）」と「省エネの推進」の２本柱で対策を進めています。
　例えば、県では、「エネルギー源の転換」として、ガソリン車
から次世代自動車（EV・PHV・FCV）への転換支援や工場や業
務ビルにおける太陽光発電および蓄電池の導入支援を行っていま
す。また、「省エネ」の推進として、省エネ家電への買替促進や
「うちエコ診断」によるCO2排出量の見える化など「省エネ県民
運動の展開」、企業の省エネ設備の導入支援を行っています。

◆ カーボンニュートラル福井コンソーシアム
　カーボンニュートラルの実現に向けては、行政だけでなく、様々な主体が連携して取り組んでいく必要があ
ります。県では、令和５年11月、行政と産業界、学術機関、金融機関などで構成する「カーボンニュートラ
ル福井コンソーシアム」を立ち上げました。設立会議では、参画した22団体の取組事項や課題が共有される
とともに、県より2030年度の目標に向けたロードマップを示し、脱炭素に向けた取組を関係者一体となって
進めていく方針を確認しました。また、県と市町の連携をさらに深めるための「カーボンニュートラル県・市
町連携会議」や県庁内の取組みを推進するための「カーボンニュートラル推進本部」を10月に立ち上げまし
た。県・市町連携会議では、今年度２回開催し、県と市町での情報共有や県・市町が連携してカーボンニュー
トラルに向けた具体的な取組みを進めてまいります。また、庁内推進本部では、次年度の予算に新たに「脱炭

特 集

カーボンニュートラルとは（出典）環境省「脱炭素ポータル」

　福井県長期ビジョン／福井県環境基本計画
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素化推進事業枠」を設け、全庁を挙げて強力に脱炭素化を
進めていくことを表明いたしました。これらの３つの組織
を相互に連携させることにより、「オール福井」でカーボ
ンニュートラルの実現に取組んで行きます。

◆ 福井県気候変動適応センター
　地球温暖化による悪影響を防止するためには、温室効果ガスの排出抑制を行う「緩和策」だけではなく、既
に現れている気候変動の影響や中長期的に避けられない影響に対して、その被害の回避・軽減に取り組む「適
応策」も重要であり、これら２つの対策を両輪で進めることが必要です。
　県では、令和５年11月に、気候変動の影響や適応に関する情報の収集、整理、情報提供の拠点となる「福
井県気候変動適応センター」を設置しました。
　福井県気候変動適応センターでは、国や県内研究機関・
大学と連携し、気候変動の影響や適応に関する情報を定期
的に発信するほか、令和５年12月には、国立環境研究所
気候変動適応センターの協力のもと各市町を対象とした気
候変動適応計画の策定に関する実践研修を行いました。今
後さらに適応に関する県民の理解が高まるよう、国や市
町、関係機関等の連携を図りながら、気候変動適応の推進
に必要な情報の基盤となるよう努めてまいります。

「カーボンニュートラル福井コンソーシアム」設立会議

実践研修の様子

コラム 先進的にカーボンニュートラルに取組む企業・団体の応援
　県では、カーボンニュートラルに向けて先進的な取り組みを行う企業や団体を応援するため、令和５
年度より、新たな登録制度と表彰制度を開始しました。
　このうち、カーボンニュートラルに向けて取り組む企業・団体の登録制度は令和５年７月から募集を
開始し、現在35社（令和６年２月１日現在）に登録しています。この制度は、「ふくいSDGsパートナー
登録制度」と連携したものであり、SDGs宣言に合わせてカーボンニュートラルに向けた取り組みも宣
言していただくことにしています。登録した企業・団体については、県のホームページに名称を掲載し、
メーリングリストでの情報提供を行うほか、「カーボンニュートラル推進企業表彰」への応募が可能と
なります。
　カーボンニュートラル推進企業の表彰制度は、先進的に取組む企業・団体を応援するとともに県内各
地への横展開を目的として創設しました。令和５年11 ～ 12月にかけて「ビジョン部門」「省エネ・再エ
ネ部門」「人づくり部門」「価値づくり部門」の４部門で募集を行い、多数の応募をいただきました。年
度末には受賞企業の表彰式も行われます。
　このような先進事例の「見える化」によって、県全体でカーボンニュートラルに向けて取り組む機運
をさらに醸成してまいります。
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（２）カーボンニュートラルにつながる循環社会の構築� 　 　　　　　　　　　　　　　 【循環社会推進課】
◆ 食品ロス削減に向けた「てまえどり」の推進について
　日本では、まだ食べられるのに廃棄される食品、いわゆる食品ロスが2021年度推計値で523万トンとなって
おり、国民１人当たりでは茶わん約１杯の食べ物が毎日捨てられていることになります。これは、世界中で飢
餓に苦しむ人々に向けた、WFP国連世界食糧計画による食料支援量（2021年で年間約440万トン）の約1.2倍
もの量に当たり、先進国の中でも食料自給率が低く、多くの食べ物を海外からの輸入に頼っている私たちに
とって、食品ロス削減は社会全体で取り組んでいくべき課題です。福井県では、可燃ごみの１割強を食品ロス
が占めています。食品は水分を多く含み、運搬や焼却の際に二酸化炭素（CO2）を排出するため、食品ロス削
減はカーボンニュートラルの実現に向けても効果があります。

　こうした中で、近年、食品ロス削減に向けた取組みの一つと
して、「てまえどり」が全国的に広まっています。「てまえどり」
とは、食品を購入してすぐに食べる場合に、商品棚の手前にあ
る消費期限の迫った商品を積極的に選ぶ購買行動です。「てま
えどり」により、販売期限が過ぎて廃棄されることによる食品
ロスを削減する効果が期待されています。
　本県では、県民に広く「てまえどり」を普及させるため、県
内スーパー等に県独自のポップやポスターを配布し、啓発して
います。食品ロス削減のためには、一人ひとりの日々の心がけ
が大切です。

◆ 太陽光パネルのリサイクルについて（産業廃棄物処理業者の見学会実施）
　脱炭素社会の実現に向け、太陽光発電を始めとした再生可能エネルギーの活用による二酸化炭素削減の加速
化・最大化が必要となっており、太陽光発電の導入が進んでいます。しかし、太陽光パネルについては、2030
年代後半に寿命を迎えて大量に廃棄されることが予想され、適切に処理されなければ最終処分場のひっ迫につ
ながることが懸念され、脱炭素社会と循環型社会を同時に実現するための対応が求められます。環境省等にお
いては、一定規模以上の建設工事について建設資材の再資源化を義務付けている建設リサイクル法を改正して
太陽光パネルを対象品目に追加することや廃棄・リサイクルのあり方についての検討を行っています。
　本県では、令和４年11月に太陽光パネルの処理を専門に行
う産業廃棄物処理施設が稼働しました。同施設では太陽光パネ
ルを人の手や機械を用いて配線、アルミ枠、ガラス、セルシー
トなどに分別・破砕しており、それらは精錬会社などにおいて
再生資源として利用されます。
　令和５年10月に「太陽光パネルのリサイクル」をテーマに
産業廃棄物処理施設の見学会を開催し、県内から26名が参加
しました。見学会では、リサイクル出来るパネルの種類やパネ
ル表面にあるガラスのリサイクルなどについて活発な質疑応答
が交わされました。

「てまえどり」ポップ

産業廃棄物処理施設の見学会
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（３）ふるさと環境フェア２０２３�　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 【環境政策課】
◆「ふるさと環境フェア」について
　県では、展示や体験を通して、県民に福井の環境を守り育てることの大切さを考えてもらう機会を提供する
ため、企業・団体の皆様の協力を得て、ふるさと環境フェア（以下「環境フェア」という）を、平成21年度
から開催しています。10回目となる今回は、令和５年11月23日（木・祝）に福井県産業会館において、「未
来につなげるふくいの環（わ）～取り組もうSDGs !目指そうカーボンニュートラル！～」をテーマに開催し、
当日は約４千人の方に来場いただきました。

◆ 令和５年度のテーマに込めた思い
　地球温暖化に対する関心が世界中で高まる中、県でも2050年のカーボンニュートラルの実現を目指し、様々
な政策に取り組んでいます。地球温暖化に起因する気候変動は、豪雨や熱中症の増加など、様々な影響を引き
起こしており、今後さらに増大することが予測されます。
しかしながら、これらの問題は、社会経済システムや人々
の生活様式に密接に関わり、複雑化しているため、解決に
は私たち一人ひとりの行動を変えていく必要があります。
　そこで、今回の環境フェアでは、SDGsを糸口に、環境
への負荷が少ない「持続可能な社会の構築」という視点か
ら「環境」を捉え直し、県民自らの自主的な行動を促すこ
とをテーマにし、様々な企画を実施しました。

◆ 実施内容
① 出展ブース
　SDGsやカーボンニュートラル、循環社会などをテーマに、合計33の体験・展示ブースを設けました。FCV
（燃料電池自動車）やEV（電気自動車）の展示コーナーでは、新型車両や電動バギーの体験を実施したほか、
EVからの充電システムを活用して子ども向け電動バギーに給電するなどEVの活用方法もPRしました。また、
カーボンニュートラル縁日コーナーや木望のゆうえんちコーナーでは、子どもたちが楽しみながら環境保全に
ついて学習しました。

② ステージイベント
　会場のメインステージでは、観客参加型のクイズや県の省エネ推進事業の紹介、ゲストによる講演など、多
くのイベントを行いました。ここでは、そのいくつかについて紹介します。

環境フェアテーマ（高志高校書道部揮毫）

子ども向け電動バギー カーボンニュートラル縁日 木望のゆうえんち
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ア オープニングイベント
　オープニングでは、鷲頭副知事、林環境ふくい推進協議会長のあいさつの後、
令和６年３月16日の北陸新幹線福井・敦賀開業を前に、キッズダンサーと県
のマスコットキャラクターはぴりゅうが新幹線ウェルカムダンスを披露してく
れました。可愛らしくもキレのあるダンスは、新幹線開業に伴う未来への期待
感や若い世代の躍動感が感じられました。

イ デコ活ふくいの紹介
　県内の省エネ活動を推進するため、福井テレビ桑原達秋氏の進行で、身近な
省エネ行動を呼びかける、「デコ活ふくい」の紹介を行いました。来場者に、
地球温暖化の現状や課題・対応方法などをクイズ方式で問いかけたほか、省エ
ネ家電購入促進事業などの家庭で活用できる県の施策を紹介しました。

ウ 株式会社増田喜によるエコ紙マンと紙リサイクル教室
　エコ紙マンと博士がステージに登場し、観客席の子ども達がクイズに参加し
ながら楽しくリサイクルについて学びました。
　また、株式会社増田喜の御協力により、今回のフェアで排出された紙ごみは
全て回収し、トイレットペーパーや再生紙にリサイクルされました。

エ ＳＤＧｓシンガーソングライター 野吾奈穂子氏 講演
　開発途上国の環境問題に取り組んでいる野吾奈穂子氏にSDGsの17の目標を
歌詞に織り交ぜたオリジナル応援ソングを披露していただきました。また、電
力消費やごみの排出と地球温暖化の関係、開発途上国での労働状況と消費選択
について、観客席を交えて分かりやすく講演していただきました。SDGsの目
標達成には、日常の意識的な行動が必要であると再認識する内容となりまし
た。

オ 海洋環境専門家 木村尚氏 講演
　NPO法人海辺づくり研究会理事の木村尚氏をお招きし、海のCO2吸収源で
あるブルーカーボンについてご講演いただきました。講演では、アマモ場の再
生と子どもから大人まで巻き込んだ環境教育など具体的な事例を交え、海に親
しむことが全ての自然の豊かさに繋がることをご説明いただきました。海との
結びつきが強い本県においても非常に共感できる内容でした。

新幹線ウェルカムダンス

デコ活ふくいの紹介

エコ紙マンと紙リサイクル教室

野吾奈穂子氏 講演

木村尚氏 講演
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２　野生生物による生態系・生活への影響とその対策�　　　　　　　　　　　　　　　【自然環境課】
（１）特定外来生物について
　特定外来生物とは、「特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律（外来生物法）」によって
国が指定している、生態系、人の生命・身体、農林水産業へ被害をおよぼす、またはそのおそれがある海外起
源の外来生物です。令和５年９月１日時点で159種類が指定されており、ヒアリ類、オオクチバス、ウシガエル、
カミツキガメ、アライグマなどが挙げられます。特定外来生物は、飼育・栽培、放出、生きた個体の運搬、販
売等が規制され、違反した場合の罰則が設けられています。令和５年度には、アカミミガメとアメリカザリガ
ニが、規制の一部を適用除外（飼育等については許可や届出等は不要）とする条件で新規指定されました（条
件付特定外来生物）。

◆ 県内の特定外来生物の状況
　県内では、野外で未定着のものも含め、23種（動物14種、植物９種）の特定外来生物が確認されています。
オオクチバスやオオキンケイギク、今回新規指定されたアカミミガメやアメリカザリガニなど、県内広域に分
布拡大してしまっている特定外来生物もいます。

◆ 特定外来生物への対応
　県では、希少な動植物が生息・生育している地域において、土地の管理者や自然再生団体等と連携・協力し
て外来生物の防除に取り組んでいます。また、市町でも、河川敷・道路敷・ため池など身近な場所で、地域住
民や関係団体などとともに防除等の取組みを行っています。三方五湖では、市民参加型でアカミミガメの継続
的な駆除活動、北潟湖では、行政や関係団体による、アメリカザリガニ・ウシガエル・オオフサモなどの駆除
や、市民参加型での湖畔のオオキンケイギクの駆除が行われています。
　これ以外にも、県内各地で学校での環境学習や地域の清掃活動の中で、特定外来生物の駆除活動が行われて
います。特定外来生物対策には、こうしたボランティア等での地道な取組みが欠かせません。県では特定外来
生物による生態系等への影響や、特定外来生物を見かけたときの対応などについて、県のホームページ等で普
及啓発を進めていきます。

アカミミガメ アメリカザリガニ

三方五湖でのアカミミガメ捕獲・駆除 北潟湖での
オオキンケイギク駆除
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（２）ツキノワグマ出没対応訓練
◆ 福井県のクマの出没状況
　クマは、冬眠前の秋に、食糧を求めて動きが活発化しますが、クマの食糧となるドングリ類（ブナ、ミズナ
ラ）の実りが不良の年には山際の集落だけではなく、平野部の市街地など、クマが通常生息しない場所にも現
れるケースが認められます。
　令和５年の秋は、全国的にクマの人里への出没が増加し、令和５年11月末時点でクマによる人身被害の発
生件数は193件（212人うち死亡6人）で、統計のある平成18年以降最多ペースとなっています。福井県でも
ブナやミズナラの作柄不良により、大量出没が発生し、11月末までの出没件数※は、令和４年度の約２．２倍
となる702件で、２件２名の人身被害が発生しました。
� （※市町や警察に通報のあった目撃、痕跡、捕獲、人身被害の合計）

◆ クマ市街地出没時の行政の対応と課題
　市街地にクマが出没した際、自治体や警察には、住民の安全を守り、速やかに事態を収束させる対応が求め
られます。その選択肢としては、クマが山に帰るまで地域住民が自宅に退避することや追い払い、わなを使っ
た捕獲などが挙げられますが、クマの動きを制御することは極めて難しく、時間もかかります。一方、市街地
での猟銃の使用は安全面からクマに襲われる危険が生じた場合に、警察官の命令や従事者自身の緊急避難を除
き、法律で禁止されています。
　実際の市街地出没対応では、クマや現場の状況に応じて迅速で安全な方法を検討しながら対応する必要があ
るため、出没対応にあたる市町の担当者、警察官、市町の有害鳥獣捕獲隊員（市町が猟友会から選抜）が法令
や役割分担を理解し、連携する体制を構築しておくことが重要となっています。

◆ 訓練
　そこで、県では令和４年度から、住民の安全を確保しつつ、法令遵守のもと安全にスムーズな対応ができる
よう、関係者の役割や連携体制、現場での動きを確認する出没対応訓練を開始しました。
　訓練は、市町単位で開催することとしており、令和５年度までに６市町で訓練を実施してきました。訓練の
内容は、①座学での関係法令や過去の対応の研修、②机上での対応方針のシミュレーションと③実地でのクマ
の捜索と対峙（包囲、追い出し、追い払いの方法等）、捕獲演習を行うことで、市町、警察、有害鳥獣捕獲隊
の動きや連携体制を確認しています。
　訓練でのクマ出没のシチュエーションは事前に関係者と打ち合わせを行い、市町ごとの課題を反映した訓練
となるように調整します。例えば、坂井市とあわら市の合同訓練では、市境でのクマの出没を想定し、行政界
を超えて役場や警察署がどのように捕獲隊に捕獲の許可や命令を出すのかを確認することとしました。また、
鯖江市での訓練では、役所内の対策本部と現地本部、捜索班の離れた３か所での情報伝達や指揮系統の確認を
盛り込みました。
　今後も、市町の要望に応じて順次訓練を実施し、クマの市街地出没に対し迅速な事故防止対策を図っていき
ます。

実地訓練の様子
（捜索班がクマ役を発見し捕獲）

�机上訓練の様子 実地訓練の様子
（現地本部で対応方針協議）
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第１部　環境基本計画の進捗状況
１　環境基本計画の概要� 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　「福井県環境基本計画」は、平成７年３月に制定した「福井県環境基本条例」における「豊かで美しい
環境の恵沢の享受と継承」、「環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会の構築」、「地球環境保全の推
進」の３つの基本理念の実現を目指すため、同条例に基づき、策定するものです。
　本県では、平成９年３月に最初の環境基本計画を策定し、その後の社会や経済等の情勢の変化を受け、
平成14年度、平成20年度、平成25年度、平成30年度に見直しを行いました。
　本県をとりまく社会・経済情勢の変化に対応した新たな環境施策が必要となったため、令和５年３月、
これまでの施策の成果や県民意識も踏まえた新たな計画を策定しました。

（１）計画の基本目標

（２）施策の展開

　環境基本計画では、「計画の基本的事項」をはじめ、地球温暖化、自然環境、循環型社会、生活環境、各分
野に共通する事項の各分野において、計画期間中に実施すべき施策を分野ごとに示す「分野別施策の展開」、
巻末には、これら施策を着実に実施するための計画の推進体制等について表記しています。

（３）計画期間

　令和５年度（2023年度）～令和９年度（2027年度）　５年間

　前計画では、県民一人ひとりが福井の美しい環境を守りながら活力あるふるさとを未来に繋いでいくことを目指
し、様々な環境施策が総合的に展開されました。
　2020年７月には「福井県長期ビジョン」を策定し、2050年の二酸化炭素排出実質ゼロを宣言して、再生可能
エネルギーの導入などを進めるとともに、食品廃棄物やプラスチックごみ削減などの環境対策や、豊かな自然環境の
保全などを進めています。
　今後は、北陸新幹線の福井・敦賀開業や中部縦貫自動車道（大野油坂道路）の全線開通により、交流人口や物流の
増加などが見込まれています。まもなく始まる大交流時代にふさわしいまちづくりには、「越山若水」と称される美
しい自然や、千年を超える豊かな歴史文化との調和が重要です。その実現に向け本計画の基本目標を次のとおりとし
ます。

計画の基本目標

次世代につなぐ豊かで美しいふくいの環境

第１編　計画の基本的事項	 第２編　分野別施策の展開	 第３編　計画の推進 
　　１　計画策定の趣旨	 　　第１章　地球温暖化対策の推進	 　　１　計画の推進体制
　　２　計画策定の背景	 　　第２章　自然と共生する社会づくりの推進	 　　２　計画の進行管理
　　３　基本目標	 　　第３章　循環型社会の推進	 　　３　環境指標
　　４　計画期間	 　　第４章　生活環境の保全	
　　５　計画の構成	 　　第５章　各分野に共通する施策の推進
　　６　他の計画等との関係	 　　第６章　重点施策
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２　重点施策の進捗状況� 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

《地球温暖化対策の推進》

　県民・事業者・行政などの各主体の連携をさらに強化し、省エネルギー化の一層の推進や、再生可能エネル
ギーの導入拡大など、温室効果ガスを発生させないエネルギーへの転換に取り組みます。

具体的施策
〇エネルギー源の転換� ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　第１章第２節１（２）ｐ23
〇省エネの推進� ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　第１章第２節２　　　ｐ27
〇地域資源を活用した再生可能エネルギーの導入拡大� ・・・・・・・・・・　第１章第３節１（１）ｐ35

《自然と共生する社会づくりの推進》

　自然の豊かな恵みを享受し続けることができる持続可能な社会を構築するため、県民の自然環境を保全・再
生する意識を醸成し、多様な主体の参加による里山里海湖を再生、活用する活動を進め、生物多様性の現状を
適切に把握しながら自然環境の保全・管理を行います。

具体的施策
〇自然とふれあう機会の充実� ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　第２章第１節１（１）ｐ45
〇里山里海湖の自然再生の推進� ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　第２章第２節１（２）ｐ56
〇水月湖年縞の活用� ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　第２章第２節２（２）ｐ58
○希少野生生物の保全� ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　第２章第３節２（２）ｐ66
〇鳥獣の保護と管理� ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　第２章第３節４（２）ｐ71

《循環型社会の推進》

　一般廃棄物、産業廃棄物ともに、ごみの削減やリサイクル推進のための周知啓発を図るとともに、市町など
と連携した取り組みを推進します。

具体的施策
〇プラスチックごみ削減に向けた取組み� ・・・・・・・・・・・・・・・・　第３章第１節１（１）ｐ82
〇食品ロス削減に向けた取組み� ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　第３章第１節２（２）ｐ83

《各分野に共通する施策の推進》

　環境への負荷が少ない「持続可能な社会の構築」という視点から「環境」を捉え直し、地域に根差した身近
な環境課題の解決に向けた取り組みを推進します。

具体的施策
〇活力と資源が最大限に活かされる地域づくりの促進� ・・・・・・・・・・　第５章第１節２　 　ｐ138
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３　環境指標� 　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　環境基本計画では、具体的施策の達成状況を把握するため、環境指標を設定しています。

≪地球温暖化対策の推進≫

No 指　標　名 基準年度
（2021年度）

目標値
（2027年度）

目標値
（2030年度）

1 うちエコ診断実施件数累計 ― 600件 1 ,000件

2 新築住宅における認定長期優良住宅の割合 19% 26% 30%

3 乗用車保有台数に占める
電動車（EV,PHV,FCV,HV）の割合 16 .9% 27% 33%

4 次世代自動車（EV,PHV,FCV）の保有台数 2,870台 5 ,700台 7 ,300台

5 急速充電器の普及台数 79基 155基 200基

6 地域鉄道利用者数

（福井鉄道） 1,757千人 2,200千人
（2027年度）

（えちぜん鉄道） 3,003千人 3,740千人
（2026年度）

（ハピラインふくい） ― 20千人/日
（2027年度）

7 「福井バイコロジスト」宣言者数 1,624人 1 ,650人 1 ,700人

8 脱炭素・省エネに意欲的に取り組む事業者数累計 ― 500件 800件

9 再エネ活用地域振興プロジェクト事業を活用して
設置した発電施設数 １施設 ５施設 ６施設

10 県産材生産量 228千ｍ３ 250千ｍ３
（2024年度）
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≪自然と共生する社会づくりの推進≫

No 指　標　名 基準年度
（2021年度）

目標値
（2027年度）

1 自然保護センター、海浜自然センター、里山里海湖研
究所における自然観察会などの参加人数 54 ,629人 66 ,000人

2 民間団体、市町等（福井ふるさと学びの森・海湖登録
団体）が実施する自然体験活動・講座の参加人数 9,283人 11 ,000人

3 自然再生取組地域数累計 11地域 17地域

4 自然再生団体、里山保全活動団、学校等に対する専門
家の派遣回数 15回 50回

5 年縞博物館の入館者数 38 ,736人 60 ,000人

6 新規狩猟免許取得者数 112人 150人

7 希少種保全対応件数累計 15回 30回

8 生き物ぎょうさん里村新規認定件数累計 ０件 5件
（2023 ～ 2027年度）

9 外来生物防除対策を実施する地区数累計 42地区 57地区

10 侵入防止柵の新規整備延長 2,520km 2 ,800km

11 針広混交林化の面積 1,534ha 2 ,300ha
（2024年度）

12 「多自然川づくり」の整備延長 63km 69km
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≪循環型社会の推進≫

No 指　標　名 基準年度
（2018年度）

目標値
（2025年度）

1 一人一日当たりごみ排出量※ 903ｇ 858ｇ

2 一般廃棄物のリサイクル率※ 18 .6 ％ 21 .0%

3 一般廃棄物最終処分量※ 29千t 24千t

4 産業廃棄物排出量※ 2 ,943千t 2 ,943千t

5 産業廃棄物再生利用率※ 43 .9% 44 .6%

6 産業廃棄物最終処分量※ 81千t 59千t

7 優良認定産業廃棄物処理業者数 125社
（2021年度）

145社
（2027年度）

8 食品ロス量※ 31千t 28千t

9 食品ロス削減に取り組む人の割合※ 78 .5%
（2020年度） 85 .0%

10 10t以上の不法投棄の新規発生件数 0件
（2021年度）

0件
（2027年度）

� ※印の指標の目標値は、「福井県廃棄物処理計画」に基づくこととし、2025年度以降の目標は計画期間終了時に改めて設定します。
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≪生活環境の保全≫

No 指　標　名 基準年度
（2019～ 2021年度平均）

目標値
（2027年度）

1 河川・海域の有機汚濁物質（ＢＯＤ、ＣＯＤ）の環境
基準達成率 97% 100%

2 北潟湖・三方五湖の有機汚濁物質（ＣＯＤ）の環境基
準達成率 50% 56%

3 公共用水域の人の健康の保護に関する環境基準達成率 100% 100%

4 汚水処理人口普及率 97 .1%
（2021年度） 99 .0%

5 大気汚染（Ｓｏｘ、ＮＯｘ、ＳＰＭ）の環境基準達成
率 100% 100%

6 ダイオキシン類の環境基準達成率 100% 100%

7 新たな地下水汚染地区数 ０地区
（2021年度） ０地区

≪各分野に共通する施策の推進（環境を支える人づくり・地域づくり）≫

No 指　標　名 基準年度
(2018～ 2021年度）

目標値
（2023～ 2027年度）

1 環境美化県民運動参加者数累計 1,102人 6 ,800人

2 企業等と連携した環境保全活動を学ぶ体験学習に参加
する小学生の累計 ― 100人

3 環境保全を考えるワークショップに参加する大学生の
累計 ― 450人

4 環境アドバイザー派遣回数累計 294回 450回

5 環境ふくい推進協議会ホームページアクセス数累計 68 ,169件 90 ,000件

6 里山里海湖学校教育プログラム活用学校数累計 1,049校 2 ,000校
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４　前計画の総括� 　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　前計画においても、施策の達成状況を把握するため、環境指標を設定しました。平成30年度から令和４年
度までの環境指標の達成度は次表の通りです。

≪自然と共生する社会づくりの推進≫

No 指　標　名 基準年度
（H28年度）

実績
（R4年度）

目標値
（R4年度）

1 年縞博物館の入館者数※ ― 209 ,121人 270 ,000人

2 自然再生団体、里山保全活動団等に対する専門家
の派遣回数 40回 34回 50回

3 生き物百葉箱の参加団体数 169団体 194団体 200団体

4 生き物ぎょうさん里村認定集落数 47集落 52集落 54集落

5 地域住民、学生等が協力して里地里山の整備・保
全を行う地区数 ― 6地区 7地区

6 外来生物防除対策を実施する地区数※ ― 42地区 25地区

7 農村における地域共同の環境保全向上に取り組む
集落数 864集落 1,305集落 1,300集落

8 「多自然川づくり」の整備延長 58km 64km 62km

9 針広混交林化の面積 518ha 1 ,802ha 900ha
（R元年度）

10 狩猟免許取得に関する普及啓発活動数※ ― 15回 15回

11 大規模緩衝帯の整備面積 367 .5ha 500 .9ha 450ha

12 重要伝統的建造物群の保存 160棟 213棟 178棟

� ※印の指標の目標値は、計画実施期間（H30 ～ R4）における累積の数値
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≪地球温暖化対策の推進≫

No 指　標　名 基準年度
（H28年度）

実績
（R4年度）

目標値
（R4年度）

1 温暖化防止を意識し、節電などに積極的に取り組
んでいる県民の割合 29% 32% 50%

2 地球温暖化防止活動推進員（アースサポータ－）
による出前講座実施回数 32回 24回 50回

3 ＺＥＨ導入件数 131件 474件 580件

4 県内中小企業の省エネを推進するためのガイドラ
イン作成業種数 ― 14業種 14業種

5 電気自動車（ＥＶ・ＰＨＶ）の導入台数 1,507台 3 ,665台 3 ,600台

6 地域鉄道（えち鉄・福鉄）利用者数 5,585千人 5,264千人 5,795千人

7 「福井バイコロジスト」宣言者数 1,565人 1 ,630人 1 ,600人

8 「再エネ活用地域振興プロジェクト」による協議会を設置した地域数 ― 7地域 6地域

9 間伐材生産量 128千㎥ 135千㎥ 140千㎥
（R元年度）

10 県の事務事業における省エネ目標達成状況（エネルギー消費量を前年度比１％削減） 41 ,686KL 39 ,604KL
（R3年度） 35 ,849KL

≪循環型社会の推進≫

No 指　標　名 基準年度
（H28年度）

実績
（R4年度）

目標値
（R4年度）

1 一人一日当たりごみ排出量※1 906g（H25） 888g（R3） 863g（R2）

2 一般廃棄物のリサイクル率※2 17 .0%（H25） 18 .8%（R3） 20 .0%（R2）

3 一般廃棄物最終処分量※3 29千t（H25） 28千t（R3） 25千t（R2）

4 産業廃棄物排出量※4 2 ,895千t（H32） 2 ,943千t（H30） 2 ,895千t（R2）

5 産業廃棄物再生利用率※5 45 .1%（H25） 43 .9%（H30） 45 .6%（R2）

6 産業廃棄物最終処分量※6 63千t（H25） 81千t（H30） 52千t（R2）

7 優良認定産業廃棄物処理業者数 80社 127社 100社

8 「食べきり運動」の県民認知度 71% 84% 80%

9 リユース行事を行う団体数 10団体 17団体 26団体

10 10t以上の不法投棄の新規発生件数 0件 1件 0件

� ※1～ 6については、「福井県廃棄物処理計画」に基づくこととし、R3以降の目標は計画期間終了時に改めて設定します。
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≪生活環境の保全≫

No 指　標　名 基準年度
（H28年度）

実績
（R4年度）

目標値
（R4年度）

1 海水浴場の「適」達成率 100% 100% 100%

2 北潟湖・三方五湖のCOD環境基準達成率 50% 38% 56%

3 汚水処理人口普及率 95 .2% 97 .4% 99 .0%

4 新たな地下水汚染地区数 0地区 1地区 0地区

5 光化学スモッグ注意報発令回数 0回 0回 0回

6 水質事故件数 4件 6件 0件

7 地域の環境保全活動に取組む企業数※ － 8企業 5企業

8 「ふくいふるさとの音風景50選」を活用したイベント数※ 34回 78回 74回

� ※印の指標の目標値は、計画実施期間（H30 ～ R4）における累積の数値

≪環境について考え自ら行動する人づくり≫

No 指　標　名 基準年度
（H28年度）

実績
（R4年度）

目標値
（R4年度）

1 里山里海湖学校教育プログラム活用学校数※ 68校 1 ,394校 400校

2 大学等における環境教育関連講座等数※ 7講座 18講座 15講座

3 若手環境リーダー育成事業参加者数※ － 205人 250人

4 「しあわせ」を呼ぶ環境美化県民運動イベント参加者数※ － 2,194人 800人

5 学びの海湖登録数 － 5か所 5か所

6 「せせらぎ定点観測」参加者数※ 333人 490人 650人

7 クリーンエリア宣言事業所数 1,464事業所 1,720事業所 2,000事業所

8 環境ふくい推進協議会ホームページアクセス件数 16 ,700件 18 ,069件 20 ,000件

� ※印の指標の目標値は、計画実施期間（H30 ～ R4）における累積の数値
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第１章　地球温暖化＊1対策の推進

第１節　温室効果ガス＊２排出量の現状と削減目標

１　県内の温室効果ガスの現状【環境政策課】�　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）地球温暖化の現状
　国連の気候変動に関する政府間パネル（IPCC）＊３�

第６次評価報告書によると、「人間の影響が大気、
海洋、及び陸域を温暖化させてきたことには疑う余
地がない」としています。また、21世紀末（2081
年から2100年）には、20世紀末と比べて平均気温
は最大5.7度、上昇すると予測されています。

（２）地球温暖化に関する近年の国際的動向
　地球温暖化をもたらす温室効果ガスの排出抑制
は、地球全体の喫緊の課題であり、地球規模での対
策が必要となります。
　平成27年11月にフランス・パリで開催された�
「気候変動枠組条約第21回締約国会議（COP21）」
では、京都議定書に代わる新たな地球温暖化に関す
る法的な文書として、すべての国が参加した「パリ
協定」が採択され、地球温暖化対策の新たなステー
ジの幕開けとなりました。

パリ協定の概要
・�世界全体の長期目標として、産業革命以前からの気温
上昇を２度より十分低く保つとともに、1.5度に抑え
る努力を追求することを掲げた。
・�この目標の達成のため、今世紀後半には、排出量と吸
収量を均衡させ、実質的にゼロとすることを目指す。

　その後、令和３年10月のCOP26では、気温上昇
を産業革命以前より1.5度に抑えることなどについ
て合意されました。令和４年11月のCOP27では、
緩和作業計画が採択された他、気候変動に伴う損失
と損害を支援するための基金設置が決定されまし

た。そして、令和５年11月のCOP28では、パリ協
定の目的達成に向けた世界全体の進捗を評価する仕
組みである「グローバル・ストックテイク（GST）」
の初の決定が採択され、決定文書には1.5 ℃目標達
成のための緊急的な行動の必要性、2025年までの
排出量のピークアウト、全ガス・全セクターを対象
とした排出削減などが明記されました。

（３）地球温暖化に関する国の動向
　パリ協定や日本の約束草案＊４を踏まえ、政府は、
日本の地球温暖化対策を総合的かつ計画的に推進
するため「地球温暖化対策計画」を、平成28年５
月に閣議決定し、「2030年度において、2013年度比
26%減（2005年度比25 .4%減）」との目標が掲げら
れました。また、令和元年６月には、「パリ協定に
基づく成長戦略としての長期戦略」を掲げ、「今世
紀後半のできるだけ早期に脱炭素社会を目指す」こ
ととしました。
　さらに、令和２年10月26日の首相所信表明演説
においては、「2050年カーボンニュートラル、脱炭
素社会の実現を目指す」ことを宣言しました。脱炭
素社会の実現に向けて、次世代型太陽電池および
カーボンリサイクルを始めとした革新的なイノベー
ションを後押ししていくため、脱炭素技術支援とし
て２兆円の基金が創設されました。
　令和３年６月には、改正地球温暖化対策推進法
が成立し、「パリ協定」の目標や「2050年カーボン
ニュートラル実現」を基本理念として法に位置付け
るとともに、地方公共団体へ再生可能エネルギーな
どの導入目標の設定が義務または努力義務となり

第２部　分野別施策の実施状況

＊1�　地球の温度は、太陽からの日射エネルギーと、地球から放出される熱放射とのバランスによって定まります。加熱された地表面は赤
外線を放射しますが、大気中には赤外線を吸収する「温室効果ガス」があり、地表面からの放射熱を吸収します。二酸化炭素など温室
効果ガスの濃度増加により、平均気温が上昇する現象を地球温暖化といいます。

＊2�　二酸化炭素やメタンなどの気体が、太陽光線によって暖められた地表面から放射される赤外線を吸収し、地球を暖める現象を温室効
果といい、こうした効果をもたらす気体を温室効果ガスといいます。

＊3�　国連環境計画（UNEP）と世界気象機関（WMO）によって組織され、気候変動に関する最新の科学的知見に基づいて、各国政府な
どの政策立案者（Policy�Maker）に気候変動の影響やリスクに関する科学的な評価を定期的に提供し、緩和策や適応策の選択肢を提示
しており、IPCCといいます。

＊4�　COP21に先立ち提出された、各国内の政策決定プロセスで決定された気候変動対策に関する目標のことをいいます。基本的に、温室
効果ガスの排出削減目標を指しています。
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ました。また、同年10月には、「地球温暖化対策計
画」が閣議決定され、「2030年度に温室効果ガスを
2013年度から46 ％削減することを目指し、さらに、
50 ％の高みに向けて挑戦を続けていく」との目標
が掲げられました。
　令和５年２月には、「GX実現に向けた基本方針」
が閣議決定され、化石燃料中心の産業構造をクリー
ンエネルギー中心に転換する「GX」の実現に向けて、
徹底した省エネの推進や再エネの主力電源化などの
方針が示されるなど、脱炭素社会の実現に向けた取
組みが進められています。

（４）地球温暖化に関する県の取組および動向
　県では、令和２年７月に策定した福井県長期ビ
ジョンにおいて、「2050年の二酸化炭素排出実質ゼ
ロ」を掲げました。
　さらに、「福井県環境基本計画」に織り込む形で、
地球温暖化対策の推進に関する法律第21条に基づ

く「都道府県における地方公共団体実行計画」を定
めており、令和５年３月の改定では、国の目標を踏
まえ、長期目標として「2050年の温室効果ガス排
出実質ゼロ（カーボンニュートラル）を目指す」、
中期目標として「2030年度の温室効果ガス排出量
を2013年度比で49%削減」を掲げました。これら
の目標達成に向け、地球温暖化ストップ県民運動を
はじめとする省エネ対策、地域に役立つ再生可能エ
ネルギーの導入拡大などを推進していきます。
　

（５）福井県内における温室効果ガス排出量
　県内の温室効果ガスの排出量は、東日本大震災以
降、原子力発電所の運転停止に伴い火力発電所での
化石燃料消費量が増加したことにより平成23年以
降は増加傾向にありましたが、近年は電力排出係数
の改善により減少傾向にあります。

図1-1-1　2050年ゼロカーボンシティを表明した地方公共団体（2023年9月29日時点）
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表1-1-2　県内における温室効果ガス排出量の推移

年　　　度
温室効果ガス排出量（千t-CO2）

2015 2016 2017 2018 2019 2020

二
酸
化
炭
素

産 業 部 門 2 ,931 3 ,019 2 ,761 2 ,928 2 ,720 2 ,402

運 輸 部 門 1 ,615 1 ,677 1 ,630 1 ,556 1 ,608 1 ,396

家 庭 部 門 1 ,973 1 ,915 1 ,905 1 ,746 1 ,451 1 ,340

業 務 部 門 1 ,687 1 ,704 1 ,642 1 ,469 1 ,434 1 ,265

エ ネ ル ギ ー 転 換 384 386 351 354 281 320

工 業 プ ロ セ ス 330 330 332 337 342 329

廃 棄 物 252 252 252 212 212 209
計 9 ,172 9 ,283 8 ,873 8 ,601 8 ,047 7 ,262

メ タ ン 124 121 120 119 119 119
一 酸 化 二 窒 素 186� 177 181 173 176 173
代 替 フ ロ ン 類 303� 325 338 363 385 391

総 排 出 量 9 ,784 9 ,906 9 ,512 9 ,256 8 ,728 7 ,945
森 林 吸 収 源 － △818 △810 △788 △796 △825

総排出量（森林吸収源を差引く） 9 ,784 9 ,089 8 ,702 8 ,468 7 ,932 7 ,120
　＊　四捨五入の関係で計算が合わない場合があります。
　＊　排出量の算定にあたっては、電力排出係数については基礎排出係数を使用しています。
　＊　森林吸収源は、林野庁提供データを使用しています。
　＊�　県内排出量の算定に使用している国の「都道府県別エネルギー消費統計」の数値が見直されたことから、県内排出量を見直しして
います。

（注）　産　業　�　　　：農林水産業、鉱業、建設業、製造業におけるエネルギー消費量
　　　運　輸　　�　　：自動車、鉄道、船舶、航空機におけるエネルギー消費量
　　　家　庭　　�　　：家庭におけるエネルギー消費（電気、ガス、灯油等）
　　　業　務　　�　　：業務用ビル等におけるエネルギー消費（電気、ガス、灯油等）
　　　エネルギー転換 ：電気事業者（火力発電所）、ガス事業者の自家消費エネルギー
　　　工業プロセス�　：石灰石の消費
　　　廃棄物　　　�　：一般廃棄物および産業廃棄物の焼却（食物くず、木くず等のバイオマス起源を除く）

コラム 福井県の脱炭素への貢献
～ CO2フリーエネルギー生産県としての特徴 ～

　本県は、原子力発電や再エネなどの非化石
電源による発電量が、総発電量の約8割を占
めており、CO2フリーエネルギー生産県と
しての特徴を有している。特に原子力発電に
よる発電量は、県内電力需要量を大きく上
回っており、電力を関西に供給し、国全体の
CO2排出量の削減に貢献しています。
　一方で、原子力発電や再エネ導入による
CO2削減効果は、生産地である本県の実績
にはほとんど反映されていません。
　脱炭素を実現するためには、各地域が再エ
ネ導入拡大などに積極的に取組んで行く必要
がありますが、その取組内容が的確に反映で
きるような評価の仕組みが必要と考えます。

県内電力需要量・総発電量
 （単位：億kWh）

年度 2021 2022

県 内 電 力  需 要 量 77 74

県 内

電 力  総 発 電 量 446 359

原 子 力 発 電 336 265

水 力 発 電 17 17

風力・太陽光発電 0.8 1.1

火 力 発 電 92 75
出典：電力調査統計（2021および2022年度）
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第２節　エネルギー源の転換、省エネの推進等

１　エネルギー源の転換 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）家庭部門【建築住宅課】
①環境対応住宅
　住宅を長期にわたり使用することにより、住宅の
解体や除却に伴う廃棄物の排出を抑制し、環境への
負荷を低減することを目的とした「長期優良住宅の
普及の促進に関する法律」に基づき、「劣化対策」「省
エネ性能」などの基準を満たす住宅の建築計画およ
び維持保全計画の認定を行っています。
　また、都市の低炭素化の促進を図ることを目的と
した「都市の低炭素化の促進に関する法律」に基づ
き、低炭素化のための建築物の新築等に対する計画
の認定を行っています。�

② 事業者向け講習会および
 県民向けシンポジウムの開催
　福井県内には、断熱性能が低い住宅が多く存在
し、既存住宅の約９割が現行の省エネ基準に満たな
いとされています。

図1-2-1　省エネ基準を満たす住宅の割合

　同じ住宅でも断熱性能の違いによって窓・壁・天
井の温度に大きな差があることが分かります。（写
真①）この差が日々の暮らしや健康に大きな影響を
与えます。
　このような住宅をより快適なものとする方法とし
て住宅の断熱化があります。床や壁、天井を断熱改
修することで建物全体の断熱性を高め、部屋間の温
度差を小さくすることができます。（写真②）
　県では、県民からの省エネ住宅に関する相談に対
応できる民間事業者の育成に取り組むため、令和４
年度から講習会を開催しています。

　また、近年、冬の気温の低い時期は、浴室での
ヒートショックによる事故や、夏の気温の高い時期
は、室内での熱中症による事故が発生しています。
　それを解消するためには、断熱材の適切な使用や
断熱性能の高い窓を設置することが有効であり、断
熱性能を高めるための国の補助金も充実していま
す。
　このような知識を県民の皆さんに伝え、また、健
康で快適な住まいの省エネ化を身近に感じてもら
い、機運を醸成するために、令和５年３月にシンポ
ジウムを開催しました。
　また、高断熱住宅を肌で感じていただくため、実
証モデルを活用した省エネ住宅の体験会を令和６年
２月に開催しました。

現行基準
（11％）

H4（1992）基準
（22％）

S55（1980）基準
（37％）

S55基準に
満たないもの
（無断熱等）

（30％）

出典：国土交通省

事業者向け講習会の様子



◆第２部　分野別施策の実施状況

24

分
野
別
施
策
の

実
施
状
況

地
球
温
暖
化
対
策
の
推
進

（２）運輸部門【エネルギー課】
① 電動車等＊1の導入促進【エネルギー課】
　自動車は、私たちの経済活動や豊かな暮らしを支
えている一方で、排出ガスによる大気汚染、燃料消
費に伴うCO₂の排出による地球温暖化など、環境
に大きな影響を与えています。このため、燃費性能
や排出ガス性能に優れた環境負荷の少ない低公害車
の普及促進を図る必要があります。
　県では、福井県庁グリーン購入推進方針（後述）
に基づき、公用車の電動車等への切り替えを率先し
て行っており、車両区分ごとの排出ガス基準に適合
し、車両重量区分ごとの燃費基準値を満たした車両
を購入することとしています。

② 次世代自動車＊2導入推進【エネルギー課】
　自動車の利用が多い本県においては、自動車自
体からのCO₂排出量を削減することが必要なこと
から、CO₂排出量が少ない電気自動車（EV＊3）や�
プラグインハイブリッド車（PHV＊4）、燃料電池自
動車（FCV＊5）などの次世代自動車の普及を図っ
ています。

ア 次世代自動車普及促進事業
　県内初の商用水素ステーションが令和３年４月２
日に福井市灯明寺４丁目に開所しました。
　これにより、走行時にCO₂を排出しない燃料電
池自動車（FCV）の走行が可能となりました。
　県では、令和３年度より燃料電池自動車の普及を
促進するため、燃料電池自動車を導入する県民等に
対して、購入費用の一部を補助する制度を設けまし
た。

　令和４年度には、ガソリン使用量の低減を図り、
原油価格高騰の影響を緩和するため、EV・PHVを
導入する県内企業に対して、購入費用の一部を補
助する事業を実施しました。この事業では、EV・
PHVの導入に併せて充電設備を導入する場合に限
り、充電設備費用の一部も補助しました。また、令
和５年度からは県内の次世代自動車転換を促進し、
運輸部門における温室効果ガスの削減を図るため県
民、県内企業等を対象に、次世代自動車の購入に対
する定額補助を実施しています。

イ 率先導入
　県では、EV・PHV・FCVの普及推進を先導的
に行うため、平成21年度より率先導入を進めてお
り、令和５年５月時点でEVを13台、PHVを１台、
FCVを３台、公用車として利用し、イベントや環
境学習などにも活用しています。

ウ 充電設備の計画的な整備
　令和４年度に実施した環境に関する県民アンケー
トの調査結果では、「EV・PHV・FCVを購入する
にあたって希望すること」という問いへの回答につ
いて、「車両価格の低下（31 .9%）」に次いで「市街
地などにおける充電器・水素ステーションの増加
（24 .1 ％）」が多い結果となりました。このことから、
次世代自動車の普及と並行して、充電インフラの整
備も進めていく必要があります。
　また、令和５年10月に経済産業省より、「充電イ
ンフラ整備促進に向けた指針」が新たに公表されま
した。新指針の主なポイントは、「グリーン成長戦

省エネ住宅シンポジウムの開催内容（R5.3） 省エネ住宅体験会の開催内容(R6.2) 
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略（2021年）」において設定した2030年までに充電
インフラ15万基の設置という目標を倍増し、2030
年までに公共用の急速充電器３万口を含む充電イン
フラ30万口の設置を目指す点です。県においても、
これらの指針等を踏まえて今後の充電インフラの整
備を推進していきます。
　令和５年10月現在、県内には急速充電器が90口、
普通充電器が213口設置（本県調べ）されています。
また、県内の道の駅19か所にも急速充電器や普通
充電器が整備されており、県内での電気自動車によ
る周遊観光等の利便性の向上が図られています。
　県では令和５年度より、県内の商業施設等に設置
される急速充電器の導入に係る費用の一部を補助す
る事業を実施しています。今後も、更なる利便性の
向上に向けた充電設備の整備促進に努め、県内を
EV・PHVで安全に安心して運転できる環境をつく
ることを目指します。

＊１�電動車等：電動車とは、電気自動車、ハイブリッド自動車、プラグインハイブリッド自動車、燃料電池自動車及び水素自動車を指しま
す。

＊２�次世代自動車：次世代自動車とは、電動車等、天然ガス自動車及びクリーンディーゼル自動車を指します。
＊３�EV：EV（Electric�Vehicle）とは、電気自動車のことをいいます。エンジンの代わりにモーターを搭載し、ガソリンの代わりにバッテ
リーに蓄えた電気を使って走る自動車です。燃料を燃やして動力にする必要がないため、走行中は排気ガスを全く排出しません。

＊４�PHV：PHV（Plug-in�Hybrid�Vehicle）とは、プラグインハイブリッド自動車のことを指します。エンジンと電気モーターの2�つの動
力源を持つハイブリッド車に加え、直接コンセントから充電することができる自動車です。また、大幅に電池容量を増やすことで電気
での走行距離を拡大した上、電気を使い切った後は、通常のハイブリッド車と同様にガソリンを使って走行することができます。

＊５�FCV：FCV（Fuel�Cell�Vehicle）とは燃料電池自動車のことを指します。車載の水素と空気中の酸素を反応させて、燃料電池で発電し
た電気により、モーターを回転させて走る車で、車から排出されるのは水のみとなります。
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＊１�VPP：VPP（Virtual�Power�Plant：仮想発電所）とは、分散する電力需要側の電気設備や蓄電池を制御することなどで、発電所のよ
うに電力需給調整機能を提供する仕組みのことをいいます。

（３）　産業・業務部門【エネルギー課】
① 工場等における
 太陽光発電および蓄電池の導入促進
　太陽光発電は近年全国的に最も導入が進んでいる
再エネ設備であり、他の再エネ電力と比較しても、
発電コストの低下や、施工期間の短さ、運転・維持
管理にかかる手間が比較的少ないという観点などか
ら、企業にとっては最も取り組みやすいものとなっ
ています。
　本県においては令和５年７月から県内企業を対象
に、自家消費型の太陽光発電設備および蓄電池設備
の導入に係る経費を一部支援しています。支援する
ことにより県内再エネの地産地消の取組みを加速化
します。
　令和５年度は、874ｋＷ分の導入支援を行いまし
た。

② 嶺南地域におけるVPP＊1システム構築
　電気は貯蔵できない性質があるため、常に需要と
供給のバランスを保つ必要があり、このバランスが
崩れると停電などの事故につながる恐れがありま
す。これまでは電力需要量にあわせ、供給側が火力
発電の出力制御などにより電力需給のバランスを
保ってきました。
　しかしながら、天候によって発電量が左右される
太陽光発電や風力発電が近年増加してきたことによ
り、電力需給バランスを保つことが難しくなってい
ます。
　そこで、電力需要側が供給量に応じて電力需給調
整を行う、VPPの重要性が高まっています。
　県では、嶺南６市町に配置しているシェアEVを
活用したVPPを構築しており、電力需給ひっ迫時
にIoTを活用し、遠隔でシェアEVの充放電制御を
行う実証を行っています。このような取組みによ
り嶺南地域におけるエネルギーの効率利用および�
CO2削減を図り、嶺南地域におけるスマートエネル
ギーエリア創出を目指していきます。

③嶺南地域における
 水素・アンモニアサプライチェーン構築
　嶺南地域では、令和３年に経済産業省が「福井
県・原子力発電所の立地地域の将来像に関する共�
創会議」を立ち上げ、国・県・原子力発電所立地市
町・電力事業者において福井県の原子力発電所立地
地域における目指すべき将来の姿を議論していま
す。
　令和４年には目指すべき将来像として「ゼロカー
ボンを牽引する地域」と「スマートで自然と共生す
る持続可能な地域」が示され、将来像の実現に向け
た基本方針と取組みが決定されました。
　ゼロカーボンを牽引する地域の実現に向けては、
水素・アンモニアサプライチェーンの構築を目指
し、需要創出や供給体制構築に向けた取組みを進め
ています。
　具体的には、敦賀港周辺の民間事業者に対する燃
料電池フォークリフトの貸出しおよび水素供給の実
施や、嶺南地域の民間事業者に対する水素関連機器
の導入診断を実施しています。さらに、市町や民間
事業者と協定を締結し、おおい町における水素製
造・供給実証施設の整備や、敦賀港におけるアンモ
ニア浮体式貯蔵再ガス化装置（FSRU）を用いた水
素アンモニアサプライチェーン構築に向けた調査を
進めています。

民間企業との協定締結式
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（１）家庭部門
① 地球温暖化対策の普及啓発【環境政策課】
ア 省エネ活動推進事業「デコ活ふくい」
　温室効果ガスの排出を抑制し、削減目標を達成す
るため、県では、平成18年３月に本県における地
球温暖化対策に関する普及・広報の拠点となる「福
井県地球温暖化防止活動推進センター」（以下「温
暖化センター」という。）として、NPO法人エコプ
ランふくいを指定し、以後連携して地球温暖化対策
の普及啓発を行っています。
　特に、県民、事業者がそれぞれの日常生活や事業
活動において、身近な省エネ活動などの取組みを実
行することが重要であるため、平成18年６月から
は、地球温暖化防止活動の輪を広げようと、温暖化
センターとともに、地球温暖化ストップ県民運動
「LOVE・アース・ふくい」を、県民、消費者、教育、
商工、運輸、エネルギー、林業関係の各団体等の協
力をいただきながら推進してきました。
　また、平成30年度からは、市町や環境ふくい推
進協議会と連携し、県民運動「LOVE・アース・ふ
くい2030」と題し、誰でも手軽に楽しく参加でき
る省エネ行動を展開しました。
　そして、令和２年７月に、県は、2050年の二酸
化炭素排出実質ゼロ「ゼロカーボン」を目指すこと
を掲げ、令和３年度からは「ゼロカーボンアクショ
ン」と題し、県民運動を展開しました。
　令和５年度からは、家庭向け省エネ活動の推進の
ため、新たに省エネ活動推進事業「デコ活ふくい」
と題し、省エネ活動の普及啓発を実施していきま
す。

＜デコ活とは＞
　環境省がカーボンニュートラル達成に向け推し進
める国民運動で、国民に広く愛称を公募し、2023
年７月に「デコ活」という愛称に決定しました。脱
炭素（Decarbonization）とエコ（Eco）を組み合わ
せた新しい言葉となります。

　ロゴマークは一人一人の日常の取組みが地球を変
える大きなうねりになるという意味を込めて「バタ
フライエフェクト」をイメージし、蝶のデザインに
なっています。

【令和５年度の取組み】
＜省エネ活動の普及啓発＞
　デコ活ふくいの開始に伴い、専用WEBページを
開設しました。デコ活ふくいWEBページでは、環
境に配慮した行動をとり、その写真を投稿する機能
や動画の掲載、アンケート機能など、複数のコンテ
ンツ用意し、県民の省エネ活動を推進しました。

　その他にもテレビ番組放送やCM、新聞広告、
SNS、メルマガ等、複数の媒体を使用し、スポーツ
団体FUKUIRAYSや福井出身のインスタグラマー
村上氏と連携した広報活動を実施しました。

２　省エネの推進 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

デコ活ふくいのポスター

「デコ活ふくい」のロゴマーク

「デコ活」のロゴマーク
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＜クールシェアの呼びかけ＞
　夏の暑い日、家庭の冷房などを消し、公共施設な
どに出かけ、涼しい場所をみんなでシェアするとい
う取組み「クールシェア」への協力を呼びかけ、夏
場の消費電力の削減を促しました。（クールシェア
促進期間は７月１日～９月30日）

＜ウォームシェアの実施＞
　冬の期間、暖かさをシェアする取組み「ウォーム
シェア」推進のため、暖かく過ごせる場所を登録・
周知し、QRコードを用いた非接触型スタンプラ
リーを実施しながら、冬場における家庭の消費電力
削減を促しました。（ウォームシェアスタンプラリー
実施期間は11月15日～２月29日）
�

＜ライトダウンキャンペーンの実施＞
　家庭の照明を消すことで県民の省エネ意識を高
め、地球温暖化防止につながる取組みを実践する契
機とするため、福井県一斉ライトダウン（ふくいラ
イトダウンキャンペーン）を実施しました。
　ふるさと環境フェア開催日と同日の11月23日を
一斉ライトダウン実施日として設定し、20時～ 22
時までの間の消灯およびライトダウンの様子を撮影
した写真の投稿を呼びかけました。照明を極力消
して過ごすことで節電によるCO2削減を推進しまし
た。

ライトダウンキャンペーンのポスター

ライトダウンの様子（敦賀気比神宮）

ウォームシェアスタンプラリー

ウォームシェアのポスター
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＜うちエコ診断の推進＞
　家庭のエネルギー使用量や光熱費などの情報を基
に、省エネ対策を提案する「うちエコ診断」の利用
を促すため、イベント等において「うちエコ診断」
の説明や操作補助を行い、うちエコ診断を体験して
いただく機会を設けました。

＜スマートムーブの普及啓発＞
　「移動」に伴うCO2排出量を少なくする取組みで
ある「スマートムーブ」を促すため、普及啓発を実
施しました。
　動画等を作成し、公共交通機関や自転車の利用や
エコドライブの実施等、「スマートムーブ」につな
がる行動を促しました。

イ 地域における温暖化防止活動
　県では、地域や家庭において地球温暖化防止に向
けた取組みを推進する「アースサポーター」（地球
温暖化防止活動推進員）を委嘱しています。現在約
30名のアースサポーターが各地域で自らが率先し
て地球温暖化防止の取組みを実践するとともに、温
暖化に関する情報提供や意識啓発、地域での活動の
推進などを行っています。

② 省エネ家電割【エネルギー課】
　県では、エネルギー使用量の大きな家電（エアコ
ン・冷蔵庫）について、電力使用量の削減効果が高
い製品の購入を支援する「省エネ家電購入促進事業」
を実施しました。
　電子割引クーポンアプリの「ふく割」において、
一定の要件を満たした省エネ性能の高いエアコン・
冷蔵庫の購入時に２万円の割引を行う「省エネ家電
割」を発行しました。

省エネ家電割チラシ

省エネ家電割アイコン

エコドライブシミュレーターを用いたエコドライブ体験
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（２）運輸部門
① クルマに頼り過ぎない社会づくりの推進
 【交通まちづくり課】
　本県は、全国1位のクルマ依存県であり、マイ
カーの一世帯当たり保有台数は令和５年３月末現在
1.698台となっています。
　このため県では、平成20年度から、過度なクル
マ利用を控え、公共交通機関や自転車を利用する
カー・セーブ運動を推進しています。
　この運動を県民一人ひとりに参加してもらう県民
運動へ拡大するため、行政、交通事業者、各界代表
団体で構成する「福井県クルマに頼り過ぎない社会
づくり推進県民会議」において、各種の取組みを進
めています。

　県内企業や団体に向けて、カー・セーブ運動への
登録を呼び掛けています。カー・セーブ運動に協力
いただいている企業には、社員の通勤の際に運賃が
最大半額になる参加証を発行して、公共交通機関の
利用促進を図っています。
　また、カー・セーブ運動を推進するため、10月
を推進月間、３月を公共交通機関利用促進強化月間
として集中的に広報活動を展開しています。
　さらに、短距離のクルマ利用を抑制するため「福
井バイコロジスト」宣言による「自転車で３キロ運
動」を推進しています。このほか、県有施設等の駐
車場を活用したパークアンドライドやパークアンド
サイクルライドも実施しています。

　令和５年度は、公共交通の大切さや必要性につい
て自分事として考えてもらうため、県庁若手職員が
作成した公共交通カードゲームを活用し、大学の講
義や児童館、イベント等に出向き、遊んで学べる機
会を設けました。

　また、県民の方々に公共交通を身近に感じてもら
い、公共交通の利用促進や運転士を目指す方の増加
につなげるため、運転士との交流や旅の思い出な
ど、電車・バスにまつわる「幸福エピソード」を募
集しました。応募223作品から一般の部、児童・生
徒の部それぞれ10作品を優秀作品として選び、表
彰式を行ったほか、雑誌等に掲載しました。

　このほか、自転車無料点検会の実施やカーフリー
デー等への出展、メルマガの配信などに取り組んで
います。

② パークアンドライド渋滞対策モデル事業
 【道路保全課】
　渋滞緩和のため、県では交差点改良や道路の拡幅
などの対策を実施していますが、住宅密集地におけ
る用地の確保が難しくなるなど、これまでの対策の
実施が困難な状況になっています。
　また地球温暖化対策への意識の高まりから、公共
交通機関への転換を促し、自動車に頼り過ぎない交
通対策の推進も重要となっています。

大学講義で公共交通カードゲームを活用

「幸福」エピソード募集・応募作品、表彰式の様子
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　このため県では道路の渋滞緩和とともに公共交通
機関（鉄道）の活性化、自動車の排気ガスや騒音な
どの環境負荷の軽減を図るため、モデルケースとし
て、福井市街地へアクセスする鉄道駅周辺の県管理
道路にパークアンドライド型の駐車場を設置してい
ます。

【参考】Ｒ６. ２月現在
＜福井鉄道沿線＞
・福武線　浅水駅前駐車場（42 台）・福井市
・福武線　北府駅駐車場（59 台）・越前市
＜えちぜん鉄道沿線＞
・三国芦原線　西長田駅駐車場（100 台）・坂井市
・勝山永平寺線　永平寺口駅駐車場（65 台）・永平寺町

③ エコドライブの推進【環境政策課】
　県の運輸部門における温室効果ガス排出量は、平
成25年度（2013年度）と比較して微減に止まって
います。運輸部門は自動車由来の排出量が約９割を
占めており、自動車台数の増加が大きな要因となっ
ています。一方で、燃費の向上などにより一台当た
りの排出量は減少しています。
　自動車利用時の省エネ活動として、エコドライブ
の推進を図っています。これにより、自動車からの
温室効果ガス排出量を抑制することはもちろん、燃
費向上、交通事故削減、同乗者等からの信頼向上も
期待されます。

④ 福井都市圏総合都市交通体系調査結果の活用
 【都市計画課】
　自動車は近年、自動車保有台数の増加、居住範囲
の拡大等に伴い、通勤その他の日常生活における自
動車への依存が高まっています。一方で、エネルギー
や地球環境への問題の一因にもなります。
�このため、交通手段や都市構造も省エネルギー型
を志向していく必要があり、自動車利用の抑制と公
共交通機関、徒歩および自転車等の利用促進につな
がる都市構造が求められています。
　平成17、18年度に実施した福井都市圏総合都市
交通体系調査において、嶺北地域の約６万人を対象
に、人が「いつ、どこからどこへ、何を利用して、
どのような目的で移動したのか」をアンケートで調
査しました。その結果、「福井都市圏の自動車分担
率＊1は約77%で、金沢都市圏や富山高岡都市圏よ
りも高いこと」や、「自動車による移動が増加する
一方で、徒歩や自転車の利用、鉄道やバスによる公
共交通機関の利用は減少傾向にある」など都市交通
の現状について問題点・課題が明確になりました。
　福井都市圏総合都市交通体系調査データは、すべ
ての交通手段による人の行動を総合的に把握してい
ること、年齢や自動車保有などの個人・世帯属性を
把握していることなどの特徴があり、環境面も含め
た総合的な交通計画へ活用されています。

＊１�自動車分担率：全交通手段のトリップ（人がある目的を持ってある地点からある地点へ移動する単位）数に対して、自動車によるト
リップ数の占める割合を自動車分担率といいます。

県営パークアンドライド駐車場(西長田駅駐車場)

『冬こそパークアンドライド』
　パークアンドライド駐車場およびアクセス道路
の除雪を始発電車に合わせて優先的に実施しま
す。
　降雪期の市街地渋滞を減らし、環境にも優しい
パークアンドライドを始めてみませんか。



◆第２部　分野別施策の実施状況

32

分
野
別
施
策
の

実
施
状
況

地
球
温
暖
化
対
策
の
推
進

（３）産業・業務部門
① 省エネルギー対策の推進【環境政策課】
ア 「クールビズ」の推進
　県では、地球温暖化防止に向けた取組みとして、
平成17年度から夏季冷房時の室温（目安として
28 ℃）の適正管理と軽装での勤務を推奨する「クー
ルビズ」を実施しており、令和５年度は、令和５年
５月１日から令和５年10月31日までを実施期間と
し、取り組みました。

イ 「ウォームビズ」の推進
　県では、過度な暖房を控えながらも快適に過ごす
「ウォームビズ」についても推進しています。
　暖房時の室温（目安として20 ℃）の適正管理を
行うことや、重ね着やひざかけの活用などによる温
度調整を推奨し、過度な暖房を控えたスマートなビ
ジネススタイル・ライフスタイルの実践を呼びかけ
ています。

② カーボンニュートラル推進企業の表彰
 【エネルギー課】
　県では、県内で先進的にカーボンニュートラルの
取組みを行っている企業を応援するため、率先して
取組む企業を募集し、「カーボンニュートラル推進
企業」として表彰しました。
　令和５年度から新たに始めたこの表彰制度は、11
月8日から12月22日まで募集し、多数の応募をい
ただきました。
　県では、これらの先進事例をあらゆる場面で積極
的に周知していきます。
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（１）フロン類＊1の回収・破壊
 【環境政策課・循環社会推進課】
　冷蔵庫やエアコンの冷媒＊2などとして幅広く使
用されてきたフロン類は、オゾン層＊3が破壊され
ることが明らかとなって以降、代替フロンへの切り
替えが進みました。しかし、代替フロンは温室効果
が非常に高い（例えば、ハイドロフルオロカーボン
（HFC）は二酸化炭素の約100 ～ 10 ,000倍以上の温

室効果があるといわれる。）ことから、これらのフ
ロン類を使用している機器は、その種類により、家
電リサイクル法、自動車リサイクル法またはフロン
排出抑制法に基づき、フロン類の回収・破壊作業が
進められています。

３　その他の温室効果ガス排出抑制対策  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＊１�フロン：ふっ素と炭素等からなる化合物でクロロフルオロカーボン（CFC）、ハイドロクロロフルオロカーボン(HCFC)などがありま
す。オゾン層を破壊する原因物質の一つとされており、破壊する程度の強いフロンは、平成７年末で生産が全廃されています。主に、
冷蔵庫やカーエアコン等の冷媒、精密機械等の洗浄剤、エアゾール製品の噴射剤などに使用されてきました。

＊２�冷媒：冷凍機や冷房機内を循環して、圧縮による液化・放熱、気化・吸熱を繰り返し、冷却するための媒体として用いられる物質で、
アンモニアやフロンなどがあります。

＊３�オゾン層：地上10～50km上空の成層圏の中でオゾン濃度の高い層をいい、太陽光に含まれる紫外線のうち特に生物に有害な波長の紫
外線を吸収しています。

＊４�義務付け：カーエアコンについては、平成14年10月からフロン回収破壊法において冷媒フロンの回収が義務付けられていましたが、自
動車リサイクル法の施行に伴い移行しました。

＊５�第一種特定製品：フロン排出抑制法において、冷媒としてフロンが充塡されている機器のうち、業務用のエアコン、冷蔵および冷凍機
器を第一種特定製品と定義しています。

＊６�福井県が登録している業者数であり、福井市の登録業者数は含んでいません。(福井市は平成31年4月１日に中核市に移行)

① 法律に基づく規制
表1-2-2　フロン回収に係る法律

フロン排出抑制法注1 家電リサイクル法注2 自動車リサイクル法注3

概

　
　要

平成14年４月から業務用のエア
コン、冷蔵および冷凍機器につ
いて、冷媒フロンの回収を義務
付けています。

平成13年４月から家電製品のリ
サイクルに併せて、家庭用の冷�
蔵庫とルームエアコンについて、
冷媒フロン類の回収を家電メー
カー等に義務付けています。

平成17年１月からカーエアコン
について、冷媒フロンの回収を
義務付け＊4ています。

（注１）「フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律」
（注２）「特定家庭用機器再商品化法」
（注３）「使用済自動車の再資源化等に関する法律」

② 県の取組み
　フロン排出抑制法および自動車リサイクル法に基
づくフロン類充塡回収業者等の登録を行うととも

に、回収・引渡しが適正に実施されるよう登録業者
等への立入検査に伴う指導等を行っています。

表1-2-3　フロン排出抑制法に基づく回収量
 （令和４年度）

第一種特定製品＊5

回収台数（台） 回収量（kg）
6 ,019 29 ,033

表1-2-5　自動車リサイクル法に基づく回収量
 （令和４年度）

使用済自動車
フロン類回収量(kg) 3 ,154

表1-2-4　フロン排出抑制法に基づく登録業者数
 （令和５年10月１日現在）

第一種フロン類充塡回収業者
登録業者数 527

表1-2-6　自動車リサイクル法に基づく登録業者数
 （令和５年３月末現在）

フロン類回収業者
登録業者数 64＊６
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第３節　再生可能エネルギーの導入拡大

《現状と課題》【エネルギー課】 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）再生可能エネルギーの導入に関する国の動向
　太陽光、水力、風力、木質バイオマスなどの再生
可能エネルギーは、温室効果ガスを排出しないエネ
ルギー源です。このため、カーボンニュートラルを
実現するためには、再生可能エネルギーの導入を拡
大していくことが重要です。また、再生可能エネル
ギーの導入は、エネルギー自給率の向上や災害時の
エネルギー確保にもつながります。
　国は、2021年10月に閣議決定した「第6次エネ
ルギー基本計画」で、再生可能エネルギーについ
て、「国民負担の抑制と地域との共生を図りながら
最大限の導入を促す」こととしており、2030年度
の電源構成に占める再生可能エネルギーの比率につ
いて、36 ～ 38 ％を見込むとしています。

（２）福井県の再生可能エネルギー導入目標
　本県における再生可能エネルギーの導入量につい
ては、2013年度末と比較すると、事業用太陽光発
電などの導入拡大に伴い、2020年度末には約85万�
kWと約1.4倍に増加しています。
　令和５年３月に改定した「環境基本計画」では、
2030年度の再生可能エネルギー導入量について、
2020年度の1.6倍にあたる1,336千kwとする目標を
掲げています。
　目標の達成に向け、太陽光発電や風力発電などの
再生可能エネルギーについて、安全性の確保や適正
な立地を前提とし、自然環境への配慮と地域住民の
理解を得ながら、県内における更なる導入拡大を進
めていきます。

図1-3-1　再生可能エネルギーの導入実績と目標

＜2020年度　県内再エネ導入実績＞

847千kW
＜2020年度　県内再エネ導入実績＞

1,336千kW

再エネ種別 2013年度 2020年度 2030年度
（目標）

増加量
2020年度比

倍率
2020年度比

太
陽
光

住 宅 用 33 57 93 +36 1 .6倍

10kW～1000kW 24 104 164 +60 1 .6倍

1000 kW 以 上 5 71 104 +33 1 .5倍

風力 陸 上 20 28 280 +252 10 .0倍

水力
大 水 力 369 371 371 0 1 .0倍

中 小 水 力 165 169 171 +2 1 .0倍

バ イ オ マ ス 2 47 152 +105 3 .3倍

合 計 617 847 1,336 +488 1.6倍
※�再生可能エネルギーの導入実績は、FITや県統計年鑑、環境省産廃物処理技術情報から算出。2013年度のFIT導入量は、2014年４月時
点を引用。
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（１）再エネ活用地域振興プロジェクト事業
　県では、平成30年度から、再生可能エネルギー
の導入拡大と地域活性化の両立を目指して、小水力
や木質バイオマスなどの地域資源を活用した、県内
事業者による再生可能エネルギー事業の導入につい
て、市町と協力して支援しています。支援にあたっ
ては、事業者に売電収入の一部を地域振興策に活用
するよう求め、地域の課題解決に貢献するなど、地
元・事業者・行政それぞれにメリットのある仕組み
を導入しています。
　再エネ活用地域振興プロジェクト事業により、令
和３年におおい町南川で小水力発電が導入されたほ
か、令和６年には、池田町水海において小水力発電
所が発電を開始しました。

（２）太陽光発電の設置
　県では、これまでに県本庁舎（30kW）をはじめ、
県内各地域の合同庁舎、県立高校（各10kW）な
ど20の県有施設に、令和４年度末で、合わせて約
271kWの太陽光発電設備を率先して導入していま
す。また、民間企業によるメガソーラーの導入や、
各市町においても、国の導入補助制度を活用して、
小中学校や公民館などに太陽光発電設備を導入しま
した。
　県内の固定価格買取制度における太陽光発電設備
の導入量は、令和４年度末時点で272 ,823kWとなっ
ています。
（資源エネ庁　固定価格買取制度　設備導入容量）

再エネ活用地域振興プロジェクト事業の支援を受けて建設された小水力発電所（おおい町）

１　地域資源を活用した再生可能エネルギーの導入拡大【エネルギー課】 　　　　　 　　　　　　　
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　平成28年４月に稼働した大野市七板の木質バイ
オマス発電施設（発電規模7,000kw級）は、年間
約12万㎥の木質バイオマスを燃料としており、化
石燃料代替による二酸化炭素の低減に加えて、燃料
の地産地消による林業の活性化や地元雇用の創出な
ど地域に貢献した施設となっています。
　このほか、あわら市の温泉施設では、地域の民間
企業等で構成する法人が主体となり、６台の木質バ
イオマスボイラーを導入し、地域ぐるみで熱利用に
取り組んでおり、地域資源と経済の循環が図られて
います。

＊1�木質バイオマス：「バイオマス」とは、生物資源（bio）の量（mass）を表す言葉であり、「再生可能な、生物由来の有機性資源（化石
燃料は除く。）」のことをいいます。特に、木材からなるバイオマスのことを「木質バイオマス」といいます。木質バイオマスには、主に、
樹木の伐採や造材のときに発生した枝、葉などの林地残材、製材工場などから発生する端材やおが屑などのほか、街路樹の剪定枝や住
宅の解体材などがあります。

ウッドプラスチックのルーバー（大野市）

木質バイオマス発電施設（大野市）

ウッドプラスチックのベンチ（福井市）

温泉施設に設置された
木質チップボイラー（あわら市）

　環境負荷の少ない低炭素社会を構築していく観点
から、林地に残置されている間伐材や製材工場から
発生する端材・木屑などの未利用木質資源を有効に
利用していくことが求められています。
　これら未利用木質資源をウッドプラスチックなど
の原材料としてマテリアル利用したり、発電施設な
どの燃料としてサーマル利用したりすることによ
り、木質バイオマスの有効利用が進められていま
す。
　ウッドプラスチックは間伐材由来の木粉と合成樹
脂からなる複合資材で、木材の温かみを持ちなが
ら、合成樹脂の耐久性、成形性を兼ね備えており、
県内外の公共施設や商業施設において、デッキや
ルーバーなどの外構材として使用されています。

（３）木質バイオマス＊1の有効利用【県産材活用課】
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エネルギー関連技術シーズ紹介セミナー（IR交流会）の様子
（ふくいオープンイノベーション推進機構）

複数ドローンによる飛行試験の様子

（１）技術開発や経営支援などに対する情報提供
 【経営改革課、産業技術課】
　公益財団法人ふくい産業支援センターでは、省エ
ネルギー対策や脱炭素経営など中小企業の様々な経
営課題を解決するため、専門家による経営相談を実
施しています。
　また、「ふくいオープンイノベーション推進機構」
では、県内企業のエネルギー分野への新規参入や産
学官連携の参考として、県内企業、大学等が有する
技術シーズをまとめたエネルギー関連技術シーズ集
を公開しています。
�

（２）エネルギー関連分野における研究開発
 【産業技術課】
　再生可能エネルギーを利用した省エネ散液システ
ムの開発に向け、複数ドローンの制御によるホース
把持システムに関する研究を行っています。現在、
開発したホース把持部材を用い、複数ドローンによ
る散液試験を進めているところです。
　また、布帛に搭載可能な太陽電池に関する研究も
行っており、実装に適した太陽電池の電極とテキス
タイル製の電極を接続する技術を開発しています。

２　再生可能エネルギーの技術開発促進 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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＊１�民有林：国有林以外の森林。民有林は、都道府県・市町村・財産区で所有する公有林と、個人、会社、団体などが所有する私有林とに
区分されます。

＊２�間伐：林内が樹冠により閉鎖し、林木相互間の競合が始まった後、目的樹種を主体にその一部を伐採して林分密度を調節することによ
り、林木の利用価値の向上と下層植生の発達を促し、表土の流出の防止など森林の有する諸機能の維持増進を図るための伐採のことを
いいます。

第４節　森林等の吸収源対策

１　森林資源の保全と利用【県産材活用課、森づくり課】 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）森林の現状
　本県の森林面積は約31万haで、県土の75%を占
めており、全国平均の森林率67%と比べ高い割合
となっています。このうち民有林＊1の人工林はス
ギを中心として約12万haとなっています。
　森林は、木材の供給のほか、県土保全や水源かん
養、保健休養の場の提供など様々な公益的機能を有
しており、近年では特に地球温暖化防止という観点
から二酸化炭素の吸収源としての役割が期待されて
います。
　令和3年10月に改定された「地球温暖化対策計
画」では、令和12年度において約3,800万CO2トン
（2013年度総排出量比約2.7%）を森林吸収量で確保
することを目標としており、適切な間伐＊２実施に
加え、木材の利用拡大や成長に優れたエリートツ
リー等の苗木による再造林などに取り組むこととし
ています。

（２）多様な森林整備
　本県においては、昭和40年代から50年代にかけ
て本格的に植林を進めてきた結果、約12万haのス
ギ等の人工林が造成されました。
　そのうち柱などとして利用できる樹齢約50年以
上のものが約６割まで増えてきており、今後はこの
資源を有効に活用していく必要があります。
　このため、令和２年３月に策定した「ふくいの森
林・林業基本計画」に基づき、主として木材の生産
を持続的に行う「資源循環の森」と森林の持つ多面
的機能を持続的に発揮する「環境保全の森」の２つ
に分け、それぞれの目的に合った森づくりを進める
こととしています。
　「資源循環の森」では、間伐に加え、充実した森
林資源を有効活用するため、傾斜が緩く道から近い
など、条件の良い森林において主伐・再造林を推進
することにより循環型林業経営を進めます。
　また「環境保全の森」では、奥山の人工林を中
心に、列状間伐等により広葉樹の導入を促し、針広
混交林化や広葉樹林化を進めます。

図2-2-4　森林の循環利用の推進

列状間伐施行後の広葉樹導入状況

コンテナ苗を活用した主伐後の再造林
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（３）森林保全と管理
　山村地域では、過疎化や高齢化が進む一方、県民
が森林をレクリエーションの場等として積極的に利
活用する機会が多くなり、入込者数は年々増加して
います。このため、山火事の未然防止、ごみの不法
投棄や違法伐採を早期発見する監視活動が不可欠で
あり、県においては森林保全巡視員（R5：5名）を
配置し、関係機関と連携しながら森林パトロールを
実施しています。
　また、森林に起因する災害を未然に防止するた
め､ 中山間地の集落に山林保全（山地災害および山
林買収）監視モニター（R5：1,193名）を配置する
とともに、地域住民を対象とした治山事業の現場見
学会等を開催し、治山工事の目的や効果、山地災害
が発生する予兆、避難の大切さ等を再認識してもら
うことで、防災意識の向上と普及啓発にも努めてい
ます。

　なお、公益的な機能を発揮する重要な森林は保安
林に指定し管理することとし、保安林以外の森林に
おいて開発行為が行われる場合には、許可制度を適
用して指導・監督することで、安全で安心できる生
活環境の保全に努めています。

（４）県民参加の森林づくり
　森林からの多様な恩恵は、全県民が享受するもの
であり、森林の整備・保全を社会全体で支えていく
ことが必要なことから、植樹など森づくりへの直接
参加や、地元の木を伐って使う取組み等を「緑と花
の県民運動」の一環として積極的に推進しています。
このため、春季と秋季に行っている「緑の募金活動」
をはじめ、森づくりの日に総合グリーンセンター等
で開催される「みどりと花の県民運動大会」のほか、
漁業関係者による「漁民の森」の整備活動等を通じ

て、県民の森林づくりに対する意識の向上を図って
います。

　また、次世代を担う「緑の少年団」や県民誰もが、
自然を知り、森林や緑の大切さを学ぶことができる
活動場所とするため、福井市脇三ヶ町にある県有林
を「体験の森」として整備し、森林環境教育活動を
推進しています。

（５）森林整備を担う人材の育成
　県内の人工林は、その多くが利用期を迎えていま
す。今後それらの森林を整備し、効率的な木材生産
を進めていくために、林業従事者の確保・育成が重
要になってきます。
　そこで県では、平成28年度に開校した「ふくい
林業カレッジ」にて、林業への新規就業希望者に対
し、林業に関する基本知識や技術を習得する約１年
間の研修を行っています。
　また、令和２年度からは、早期就業希望者に対し、
伐倒技術の習得や資格取得を中心とした３カ月半の
短期コースを新設し、新たな人材の確保に取り組ん
でおり、令和４年度末までで合計58名が研修を終
了し、現場で活躍しています。

地域住民を対象とした治山事業の説明会

ふくい林業カレッジ　高性能林業機械の操作研修

「みどりと花の県民運動大会」親子育樹体験
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　企業における県産材利用を推進するため、県経済団体連
合会や県建築士事務所協会、県インテリアコーディーネー
ター協会などの相互連携のもと、各団体の専門的知識と経
験を活かし、企業のニーズに応じて県産材利用を提案する
「ふくいウッドチャレンジ推進ネットワーク」を創設しま
した。
　本ネットワークにより、オフィス家具や名札・名刺など
身近なところでの利用や社屋等の木造・木質化、県産材を
利用した商品開発など、「企業のウッドチャレンジ」を推
進しています。

　木材は、化石燃料や鉱物と違い再生産が可能なこ
と、大気中の二酸化炭素を吸収して固定・貯蔵する
こと、鉄などに比べ少ないエネルギーで加工できる
ことなど、地球環境への負荷を軽減できる資材とし
て注目されています。
　また、木材の利用は、地域の森林整備を促し、地球
温暖化の防止などの森林の多面的機能の発揮や地域
経済の活性化に加え、持続可能な開発目標（SDGs）�
の達成や脱炭素社会の実現につながります。
　このため、県では、「木を伐って使う」取組みを
積極的に進めており、県産材を活用した住宅の新
築・リフォームはもとより、商業施設など民間施設
の木造・木質化や木製品の導入への支援を行ってい
ます。近年では、銀行や飲食店など、多くの来客者
が訪れる施設において県産材が利用されています。
　また、東京で開催される大規模展示会への出展に
加え、台湾での県産材製品の展示や海外企業の招聘
による商談会の開催など、国内外での販路開拓を展
開しています。

　さらに、平成29年度施行の「みんなでつかおう『ふ
くいの木』促進条例」に基づき、県産材の利用を進
める運動を展開しており、建築士による小学校児童
を対象とした木づかい塾の開催や、仁愛女子短期大
学学生と連携した未就学児への木づかい体験会の開
催、さらには経済団体との連携のもと、企業を対象
とした木づかいセミナーや見学会を開催するなど、
県産材と触れ合う機会を創出し、利用意識の醸成を
図る取組みを行っています。

２　県産材＊1の活用【県産材活用課】 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

コラム

コラム

企業の県産材利用を推進する
「ふくいウッドチャレンジ推進ネットワーク」を創設

オフィス・店舗の木質化等に関するインテリア無料相談窓口の開設
　県では、内装・外装の木質化や木製品の導入を計画する
企業に対して、無料の相談ができる窓口を開設しました。
　「木を使った内装で居心地のいい空間を創出したい」
「SDGｓの取組みとして、木製の机を検討したい」など、
木質化に関する相談を受け付けています。
空間づくりの専門家であるインテリアコーディネーターが
解決のお手伝いをしています。

＊１�県産材：県内で伐採された原木を県内で加工した木材

「ふくいウッドチャレンジ推進ネットワーク」の創設

県内の木質化の事例

県産材で建築された民間施設（越前市）
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（１）福井県における温暖化の影響の現状例 
　第１章第１節１（１）地球温暖化の現状で記載し
たように、日本の年平均気温は、様々な変動を繰り
返しながら上昇しており、長期的には100年あたり
1.30 ℃の割合で上昇しており、本県においても100
年あたり1.6 ℃の割合で上昇しています。

第５節　適応策の推進

１　地球温暖化の影響と適応策【環境政策課】 　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　以下では、本県における温暖化の影響について紹
介します。

 ① 農業・林業・水産業分野
　�　水稲では、気温の上昇により出穂後の登熟不良
による乳白米や胴割米が増加するなど、品質低下
が確認されています。
　�　水産業では、海水温の上昇が確認されており、
サワラの漁獲量増加や藻場の減少など、魚種や海
藻などの組成や資源量の変動が発生しています。

 ② 自然生態系分野
　�　海水温上昇に伴うムラサキウニの増加により、
多くの水生生物の生活を支える藻場の減少が発生
しています。

 ③ 健康分野
　�　気温上昇に伴う真夏日、熱帯夜の増加により、
熱中症のリスクが増大すると予測されています。

（２）適応策について
① 気候変動への適応
　IPCC第６次評価報告書では、将来、温室効果ガ
スの排出量がどのようなシナリオをとったとして
も、世界の平均気温は上昇し、21世紀末に向けて
気候変動の影響のリスクが高まることが予想されて
います。
　地球温暖化対策による悪影響を防止するために
は、温室効果ガスの排出抑制を行う「緩和策」だけ
でなく、既に現れている気候変動の影響や中長期的
に避けられない影響に対して、その被害の回避・軽
減に取り組む「適応策」も重要であり、これら二つ
の対策を両輪で推進していくことが必要です。
　平成27年11月には、地球温暖化による社会や経
済への悪影響を抑えるための対策を定めた、国とし
て初となる「気候変動の影響への適応計画」が閣議
決定されました。また、平成30年12月には気候変
動適応法が施行され、あらゆる関連施策に気候変動
適応を組み込むこととされ、さらに、令和30年12
月には「気候変動適応計画」が閣議決定されました。

＊１�気候変動適応情報プラットフォーム(A-PLAT)：気候変動適応策を進めるために参考となる情報を分かりやすく発信するため、国立研
究開発法人国立環境研究所が作成した情報基盤です。グラフは気象庁が作成したものです。

� （URL�:�https://adaptation-platform.nies.go.jp/map/Fukui/index_past.html）

図1-5-1　日本の年平均気温偏差の経年変化
(1898～2022年)

日本の年平均気温　1.30(℃/100年)で上昇
※出典：気象庁ホームページ

図1-5-2　福井県の年平均気温偏差の経年変化
(1897～2022年)

福井県の年平均気温　1.6(℃/100年)で上昇
※出典：気候変動適応情報プラットフォーム(A-PLAT)＊1
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　また、気候変動適応の一分野である熱中症対策を
強化するため、令和５年５月に改正気候変動適応法
が公布され、熱中症特別警戒情報の発表及び周知と
迅速な対策の実施などの規定が設けられました。同
月には、改正気候変動適応法に基づく「熱中症対策
実行計画」が閣議決定され、中期的な目標（2030年）
として、「熱中症による死亡者数が、現状から半減
することを目指す」が設定されるとともに、地方公
共団体、事業者、国民の役割等が明確化されるなど
しました。

② 福井県の地域気候変動適応の推進
　県では、気候変動適応法の制定前から、気候変動
適応の歩みを進めており、平成25年11月に策定し
た福井県環境基本計画では、気候変動の影響分析等
の取組を進めていくこととしました。その後改訂し
た、平成30年の福井県環境基本計画でも、気候変
動適応策を推進していくこととし、県民への適応に
関する周知や関係団体等と連携した取組を進めてき
ました。
　そして、令和５年３月に改正した福井県環境基本
計画では、気候変動適応法の規定に基づく地域気候
変動適応計画に位置付け、より強力に適応策を推進
するべく、農業・林業・水産業分野や健康分野をは
じめとした７つの分野について施策の方向性を取り
まとめました。（福井県環境本計画第２編第１章第
５節）。
　多岐に渡る気候変動適応策を推進するために、令
和５年11月には、気候変動の影響や適応に関する
情報拠点として、福井県気候変動適応センターを設
置し、市町職員を対象とした気候変動適応計画の策
定に関する実践研修や、県民・事業者向けの広報資
料を作成するなどの取組を進めてきました。今後も、
国や県内研究機関などと連携しながら、気候変動の
影響や適応に関する情報を定期的に発信することな
どを通して、気候変動適応策を推進していきます。
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　県では、平成13年度に「福井県庁地球温暖化防
止実行計画（福井県庁エコオフィスプラン）」を策
定して以来、平成18年度、平成25年度、２平成29
年度の３回の計画改定を経ながら、当該計画に基づ
き、県のすべての事務・事業（ただし、他者に委託
等をして行う事務および事業は除く）に係る温室効
果ガスの削減に取組んできました。
　令和５年３月の、「福井県環境基本計画」の改定
に伴い、福井県庁地球温暖化防止実行計画を併せて
改定し、県の温室効果ガスの排出削減目標を前計画
の令和12年（2030年）度に平成25年（2013年）度
比40%削減から50%削減へと引き上げました。

　改定した実行計画では、令和５年（2023年）度
から令和12年（2030年）度を計画期間とし、「県有
施設の50%以上の太陽光発電設備の設置」、「新築
事業についてのZEB＊１Oriented相当以上の採用」
「新規導入・更新する公用車の電動車（EV・PHV・
FCV・HV)の採用」等により再生可能エネルギーの

第６節　県の事務・事業における温室効果ガス排出削減

１　福井県庁地球温暖化防止実行計画【環境政策課】 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
導入促進や省エネルギーを推進するとともに、「節
水や水の有効利用」、「用紙類の使用量削減」、「廃棄
物発生の抑制や３Rの推進」による省資源化を推進
していきます。
　このように、福井県庁自らの事務・事業によって
排出する温室効果ガスを抑制することにより、市町
や事業者の温暖化防止に向けた積極的な活動を促し
ていきます。
　令和３年度における取組みの状況は表２－４－１
のとおりです。
　令和３年度の温室効果ガス総排出量（二酸化炭素
換算値）82 ,190t–CO2におけるガスの種類ごとの構
成比は、二酸化炭素（CO2）が79 ,052t–CO2で全体
の約96 .2%を占めています。その他は、一酸化二窒
素（N2O）が約1.9%、メタン（CH4）が約1.8%、
フロン類（HFCs）が0.2%です。
　令和３年度の温室効果ガス排出量（CO2換算値）
は第４期計画の基準年度である平成25年度から、
27 .9%の減少となりました。
　今後も引き続き、温室効果ガスの削減に努めてい
きます。

表1-6-1　個別取組の令和２年度、令和３年度実績と基準年度の平成25年度との比較

項　　　　目 平成25年度
実績

令和2年度 令和3年度
実績 対25年度比 実績 対25年度比

温室効果ガス総排出量
（CO2換算値）＊ 113 ,930t-CO2 85 ,028t-CO2 25 .4 ％削減 82 ,190t-CO2 27 .9 ％削減

個

　別

　取

　組

電 気 使 用 量 124 ,547千kWh 115 ,529千kWh 7 .2 ％削減 117 ,099千kWh 6 .0 ％削減

冷暖房等燃料使用量
（原油換算値） 9 ,746 kℓ 7 ,986 kℓ 18 .1 ％削減 8,395 kℓ 13 .9 ％削減

公用車燃料使用量
（原油換算値） 1 ,387 kℓ 1 ,190 kℓ 14 .2 ％削減 1,088 kℓ 21 .6 ％削減

水 使 用 量 1 ,781千m3 1 ,775千m3 0 .3 ％削減 1,921千m3 7 .9 ％増加

複 写 用 紙 使 用 量 417t 352t 15 .6 ％削減 368t 11 .8 ％削減

可 燃 ご み 廃 棄 量 2 ,191 kg/日 1 ,611kg/日 26 .5 ％削減 1,923 kg/日 12 .2 ％削減

不 燃 ご み 廃 棄 量 497 kg/日 340kg/日 31 .6 ％削減 472 kg/日 5 .0 ％削減

＊　温室効果ガス総排出量中の電気使用量分のCO2排出量は基礎排出係数を用いて算定

＊１�ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）：50 ％以上の省エネルギーを図ったうえで、再生可能エネルギーなどの導入により、エネル
ギー消費量をさらに削減した建築物について、その削減量に応じて、①『ZEB』（100 ％以上削減）、②Nearly�ZEB（75 ％以上100 ％
未満削減）、③ZEB�Ready（再生可能エネルギー導入なし）と定義しており、また、30 ～ 40 ％以上の省エネルギーを図り、かつ、省
エネルギー効果が期待されているものの、建築物省エネ法に基づく省エネルギー計算プログラムにおいて現時点で評価されていない技
術を導入している建築物のうち１万㎡以上のものを④ZEB�Orientedと定義している。

　　　基準年度　　　　　　　目標年度
平成25年（2013年）度 → 令和12年（2030年）度
　 113 ,930t-CO2　　　 56 ,965t-CO2（△50%）
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＊１�環境物品とは、資源採取から製造、流通、使用、リサイクル、廃棄に至るまで物品等のライフサイクル全体について環境負荷の少ない
物品のことを指します。

＊２�グリーン購入の取組みを促進するために平成８年２月に設立された企業、民間団体、行政による全国規模のネットワーク組織で、会員
数1,280団体（令和５年６月現在）。同ネットワークが主催し、グリーン購入のすぐれた取組みを行う団体を表彰する「グリーン購入大賞」
において、平成14年の第５回では福井県が行政部門で大賞を、平成16年の第７回では清川メッキ工業株式会社（福井市）が中小事業
者部門で大賞を、平成17年の第８回では敦賀信用金庫（敦賀市）が環境大臣賞を、平成30年の第19回では福井県がグリーン購入推進
自治体特別賞をそれぞれ受賞しています。

　県有施設の電気設備・空調設備において、効率の
良い機器、システムや新エネルギーの導入を推進し
ています。

　県では、製品やサービスの購入にあたって、必要
性を十分に考慮し、価格や品質、デザインだけでな
く、環境のことを考え、環境への負荷ができるだけ
少ないものを優先して購入する「グリーン購入」を
推進しています。環境物品＊１を積極的に購入する
ことで、供給する側の企業にも環境負荷の少ない製
品等の開発や環境を考えた経営を促すことになり、
循環型社会づくりに重要な役割を担っています。

　今後も、その有効性等を考慮しながら、環境への
負担の少ないシステムの導入を図っていきます。

　県では、全国組織である「グリーン購入ネット
ワーク＊２」に加入しグリーン購入の推進を図ると
ともに、県自らが環境配慮商品等を優先的に購入す
るため、平成13年４月、「福井県庁グリーン購入推
進方針」を策定しました。この方針に基づき、「調
達計画」を毎年度策定し、県のすべての機関で、計
画的にグリーン購入に取り組んでいます。

２　施設の建築、管理などに関する取組み【公共建築課】� 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３　省エネ・省資源化・物品等の調達に関する取組み【環境政策課】 　 　　　　　　　　　　　　　

表1-6-2　県有施設の省エネ･新エネシステム等導入実績
施設名 導入システム等 施設名 導入システム等

音 楽 堂 冷温水大温度差空調 芦 原 青 年 の 家 木質ペレットボイラー

一 乗 谷 朝 倉 氏
遺 跡 博 物 館

照明制御
空調熱源台数制御
外気導入量制御（CO2制御）

県 営 体 育 館
冷温水大温度差空調
変風量方式空調
太陽光発電（10kW）

恐 竜 博 物 館

高効率モジュールチラー
空調熱源台数制御
外気冷房制御
外気導入量制御（CO2制御）
冷温水大温度差空調
冷温水変流量システム
変風量方式空調
太陽光発電（20kW）

県 営 球 場 LEDナイター照明

若 狭 湾 エ ネ ル ギ ー
研 究 セ ン タ ー

高効率モジュールチラー
太陽光発電（20kW）

図書館・公文書館
温度成層型蓄熱式空調
冷温水大温度差空調
地中熱利用空調

合 同 庁 舎
（ 福 井・ 奥 越・ 若 狭 ）
海 浜 自 然 セ ン タ ー
総合グリーンセンター
奥 越 特 別 支 援 学 校
県 立 高 等 学 校

（ 武 生･大 野･藤 島･高
志･金津･武生東･敦賀･
敦 賀 工 業･坂 井･足 羽 ）
教 育 総 合 研 究 所

太陽光発電（各10kW）県 立 病 院
冷温水大温度差空調
コージェネレーションシステム
空調用冷温水変流量システム

県立病院関連施設
冷温水大温度差空調
空調用冷温水変流量システム
太陽熱利用給湯システム
高効率型変圧器

こ ど も 家 族 館
冷温水大温度差空調
空調用冷温水変流量システム
置換空調システム
太陽光発電（10kW）

若 狭 ヘ リ ポ ー ト 太陽光発電（13kW）

消 防 学 校
中 小 企 業 産 業 大 学 校 太陽光発電（各20kW）

南越特別支援学校 冷温水大温度差空調
冷温水変流量システム 県 庁 舎 太陽光発電（30kW）
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第１節　自然とふれあう活動の推進

１　自然とふれあう機会の充実� 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＊１�フォレストサポーター：県が行う所定の研修を受講した者を「フォレストサポーター」に認定し、県民や児童生徒に対して、森林・林
業に関する知識の普及と森林の案内や野外活動等のボランティア活動の指導者として活動しています。

（１）人材の養成
①星空案内人【自然環境課】
　県では、「特定非営利活動法人 星のソムリエ機�
構」が実施する認定制度を活用し、令和３年度から
「準案内人」または「星空案内人」を育成しています。
天文に関する専門講座を開催し、一定の内容を履修
された受講者を「準案内人」、さらに星空案内や望
遠鏡での天体観察について実践を積み重ねた準案内
人を「星空案内人」として認定しています。
　令和４年度末時点での「準案内人」認定者は26名、
「星空案内人」認定者は13名となっており、今後、
それぞれの星空案内人が県内各地域で様々な機会に
多くの人に対し、星空や宇宙への関心を広げるきっ
かけとして活動してくれることを期待しています。

②フォレストサポーター＊１【森づくり課】
　県では、県民や児童生徒に対して、森林・林業に
関する知識習得を図るとともに、森林の案内や野外
体験学習等におけるボランティア活動の指導者を確
保するため、フォレストサポーターを養成していま
す。
　令和４年度末現在122人のフォレストサポーター
が認定を受け、県内各地で活動しています。
　今後も、子どもたちに対して、魅力ある森林環境
教育を行い、多様な森林体験の機会を提供しなが
ら、将来、福井県の森林・林業を担う後継者、指導
者として活躍してもらうことを期待しています。
�

（２）自然とふれあう機会の提供【自然環境課】
　各市町では､ ４～５月の ｢みどりの月間｣ や、７
～８月の「自然に親しむ運動」月間に、自然観察会
や自然の中の歩道を歩く会などを開催しています。
　また、県自然保護センターでは、自然観察会や天
体観望会等を、県海浜自然センターでは、スノーケ
リング自然教室、海のふれあい教室や三方五湖自然
教室等を開催しています。

表2-1-1　イベント等の開催状況
○自然とふれあうみどりの日の集い
 （毎年４月15日～５月14日）（令和５年度）

場　所 行事数 参加人数 内　容
県内全域 17 10 ,235人 自然観察等

〇県自然保護センター行事（令和４年度）
行　　事　　名 回　数 参加人数

自然観察会 6 116人
自然観察の森ガイド 49 1 ,268人
天体観測会・プラネタリウムなど 533 5 ,625人

計 588 7 ,009人

〇県海浜自然センター行事（令和４年度）
行　　事　　名 回　数 参加人数

スノーケリング自然教室 18 143人
海のふれあい教室 28 404人
三方五湖自然教室など 12 200人
指導者養成講座 2 32人

計 41 779人

フォレストサポーターの活動の様子

三方五湖自然教室「海水が流れ込む湖　久々子湖で生きものを
つかまえよう」（R4.10.2）
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（３）エコ・グリーンツーリズム＊1

 【中山間農業・畜産課】
　都市住民の環境や食の安全安心に対する意識の高
まり、体験交流型への旅行スタイルの変化などを背
景に、農山漁村地域における自然体験や農林漁業体
験を行うエコ・グリーンツーリズムの参加人口が増
加しています。特に本県では京阪神や中京地域に近
いという立地条件に加え、海・山・里には、豊かな
自然や食文化があることから、エコ・グリーンツー
リズムによる地域資源を活かした農山漁村地域の活
性化が期待されています。
　本県では、平成27年８月に「ふくい里山里海湖
ビジネス協議会」を設置しました。その中で、中山
間地域の歴史や文化、豊かな自然環境を生かし、農
家民宿、農家レストラン、ミニ直売所、トレイルコー
ス、農林漁業体験施設等を整備し、都市との交流を
促進することで地域の活性化を図ることを県内市町
や関係機関との間で意思統一しました。

① 広域的な連携
　エコ・グリーンツーリズムを実施する団体や市町
が広域的に連携し、都市圏に向けた情報発信の強
化、受入実践者の資質向上等により、農山漁村地域
への誘客を拡大するため、平成20年９月に、全県
的な推進組織「ふくいエコ・グリーンツーリズム・
ネットワーク」を設立し、会員同士の連携や研修を
実施することによる人材育成、フォーラム等の開催
による普及啓発に取り組んでいます。

② 家民宿
　都市と農山漁村の交流の拠点として「農家民宿」
の開業を促進しており、平成17年11月に食事の提
供に必要な施設基準を緩和する全国初となる本県独
自の規制緩和を実施するとともに、研修会の開催な
どの開業の支援を行っています。令和４年度は、県
内では新たに7軒が許可を取得し、越前市、越前町、
若狭町などで221軒の農家民宿が開業しています。
�

③ 子ども農山漁村交流プロジェクト
　子どもが農林漁業者と交流し農林水産業や自然を
体験することには、大きな教育効果が認められてい
ます。このため、平成20年度から農林水産省、文
部科学省、総務省の三省連携で農山漁村における小
学生の長期宿泊体験を推進する「子ども農山漁村交
流プロジェクト」がスタートしました。本県では、
若狭町、美浜町が受入れモデル地域に採択され、大
敷網などの漁業体験、そば打ち、魚の調理などの食
体験を実施しました。また、農山漁村地域における
令和４年度の体験旅行受入は、約18 ,000名の受入
となりました。県内の小中学校を中心に坂井市で約
1,300名、美浜町で約5,800名の受入れがありまし
た。

�

④ 都市農村交流員
　平成21年４月から、（公社）ふくい農林水産支援
センターに「都市農村交流員」を配置しており、現
在２名が活動しています。都市と農山漁村とをつな
ぐコーディネーターとして、若者の誘致活動、農山
漁村における受入れのサポート、地域資源を活用し
た交流の活性化などに活躍しています。

＊１�エコ・グリーンツーリズム：エコツーリズムと、グリーン・ツーリズムを合わせた言葉です。エコツーリズムとは、訪れた地域の豊か
な自然環境を体験するとともに、それら自然環境の保全に責任を持つ観光の形態のことです。グリーンツーリズムとは、稲刈りや地引
網などの農林漁業体験や、地域の郷土料理、伝統文化などを楽しむ観光の形態をいいます。エコツーリズム、グリーンツーリズムとも
に、欧米において余暇を自然との対話の中から自己実現として楽しむため発展してきた観光形態です。

教育旅行でのシーカヤック体験の様子
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⑤人材育成
　エコ・グリーンツーリズムの受入を担う人材を育
成するため、平成28年度から、ふくい農業ビジネ
スセンターを拠点として、「里山里海湖ビジネス研
修」を開講しています。令和５年度は２つのコース
（農家レストラン、農家民宿）を設けており、意欲
のある方が受講しています。

（４）水辺の楽校プロジェクト【河川課】
　現代の子どもたちは、自然にふれあう機会が減っ
ているため、自然体験、生活体験不足につながって
います。そこで、子どもたちが水辺に親しみ、遊び
学ぶことができるよう、水辺に近づける護岸等の整
備を進めるなど、自然環境あふれる安全な水辺を創
出し、子どもたちの自然体験活動を支える地域連携
体制を整えています。

◦福井市狐川 水辺の楽校
　福井市の狐川では、過去の河川改修事業による直
線化・コンクリート化や市街化に伴う水田の宅地化
等によって、水辺植物の消滅、魚類や昆虫の生息場
所の喪失、子どもたちの水辺にふれあう機会が減少
したことから、地域住民と協力し、自然環境の復元
や身近な環境学習の場を目指して、水辺空間の整備
を進めています。
　平成16年度から、行政と住民によるワークショッ
プを開催して全体整備計画を検討し、平成18年度
から、毎年３回地元の方の意見を聞きながら、みお
筋＊１、河畔林、階段等の整備を行い、令和２年度
をもって完成しました。

　環境教育として、平成28年度には地元小学校へ
の出前授業、平成30年度には地元小学生による河
川空間の将来イメージ絵画の作成、令和元年度には
地元中学校科学部との合同水質調査、令和２年度に
は地元小学校が生物調査や水質調査を行っていま
す。

＊１�みお筋：平時に流水が流れている道筋。川幅は広くてもみお筋はその一部で、しかも、曲がりくねっているのが普通です。より自然な
川の流れをつくり出すには、みお筋が形成されるよう配慮することが重要です。

研修の様子

狐川　整備状況

地元中学校科学部との合同水質調査の様子（R1.8）

地元の方との合同現地調査の様子（R1.7）
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第２章　自然と共生する社会づくりの推進
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（１）自然公園
　福井県は、自然豊かな県と評されており、その豊
かな自然環境を保全するため、自然公園法および福
井県立自然公園条例に基づく自然公園や福井県自然
環境保全条例に基づく自然環境保全地域が指定され
ています。

　本県の自然公園は、白山山系の山岳公園である白
山国立公園、嶺北の隆起海岸である越前加賀海岸国
定公園、嶺南のリアス海岸である若狭湾国定公園、
白山国立公園に隣接する奥越高原県立自然公園の４
公園が指定され、その面積は61 ,912haで県土面積
の約14 .8%を占めています。また、若狭湾国定公園
には、海域の景観を維持するために三方海域公園地
区が指定されています。
　自然公園内においては、工作物の新築等、一定の
行為について開発規制を行うことで優れた自然の風
景地を保護するとともに、適切な利用を推進し、生
物多様性の確保を行っています。
　また、国が委嘱する自然公園指導員36名や県が
委嘱する自然公園管理協力員38名等の協力を得て、
自然公園の利用者や居住者に対して自然環境保全の
重要性の普及啓発を図っています。
　なお、国際的に重要な湿地として、平成17年11
月に、若狭湾国定公園内の三方五湖が、平成24年
７月には越前加賀海岸国定公園内の中池見湿地がラ
ムサール条約湿地＊1に登録されました。�

表2-1-3　自然公園の概況（単位：ha）

公園名 面 積
特別地域

普通
地域

海域公
園地区特別保

護地区
特別
地域

白　　　　 山
国 立 公 園
（福井県部分のみ）

7,406 220 7 ,186

越前加賀海岸
国 定 公 園
（福井県部分のみ）

8,008 92 7 ,721 195

若　 狭　 湾
国 定 公 園
（福井県部分のみ）

15 ,459 67 15 ,187 205 30 .2

奥 越 高 原
県立自然公園 31 ,039 17 ,869 13 ,170

計 61 ,912 379 47 ,963 13 ,570 30 .2

表2-1-4　自然公園利用者数（令和４年）
公　園　名 利 用 者 数

白 山 国 立 公 園
（ 福 井 県 部 分 の み ） 140千人

越前加賀海岸国定公園
（ 福 井 県 部 分 の み ） 3,502千人

若 狭 湾 国 定 公 園
（ 福 井 県 部 分 の み ） 6,711千人

奥越高原県立自然公園 3,983千人

計 14 ,336千人

（２）自然公園内の施設整備
　自然公園は、優れた自然の風景地を保護するとと
もに、その利用の増進を図ることを目的としていま
す。県では、それぞれの公園計画に基づいて大野市
の三ノ峰や赤兎山の登山道、坂井市の越前三国オー
トキャンプ場、若狭町の食見園地（マリンパーク）、
おおい町の福井県ふるさと海浜公園（赤礁崎オート
キャンプ場）などを整備してきました。
　近年は、訪日外国人を含む公園利用者の安全確保
や利便性向上のために、老朽化した既存施設の更新
や長寿命化のほか、案内標識等の多言語化表記を進
めるとともに、大雨等により被害を受けた施設の対
策を実施しています。

２　自然公園などの適切な保全と活用【自然環境課】 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

図2-1-2　自然公園および自然環境保全地域

＊１�ラムサール条約・ラムサール条約登録湿地：湿地の保護と利用管理を目的とした国際湿地条約で、正式名称を「特に水鳥の生息地とし
て国際的に重要な湿地に関する条約」といい、1971年（昭和46年）イランのカスピ海沿岸の都市ラムサールで採択されました。条約
では国際的に重要な湿地をラムサール条約湿地として登録し、その湿地の保全・再生と賢明な利用（wise�use）を進めていくことが求
められています。
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表2-1-5　自然公園等施設整備の状況（令和４年度実施分）

公　　園　　名 場　　　所（公園事業名） 整　　備　　施　　設

越前加賀海岸国定公園 越前町梨子ケ平 木柵整備

越前加賀海岸国定公園 あわら市北潟 歩道改修

若狭湾国定公園 おおい町大島（赤礁崎オートキャンプ場） 浄化槽改修

若狭湾国定公園 若狭町世久見（近畿自然歩道） 法面対策工事

若狭湾国定公園 小浜市泊（久須夜ヶ岳蘇洞門線道路） 歩道補修

表2-1-6　自然公園等施設整備の状況（令和５年度計画分）

公　　園　　名 場　　　所（公園事業名） 整　　備　　施　　設

白山国立公園 勝山市平泉寺町平泉寺（越前禅定道線） 看板改修、標識改修

白山国立公園 勝山市平泉寺町平泉寺（平泉寺園地） 公衆トイレ洋式化

越前加賀海岸国定公園 坂井市三国町安島（荒磯遊歩道、雄島遊歩道） 木柵整備、歩道改修

越前加賀海岸国定公園 坂井市三国町梶（越前松島園地） 歩道改修

越前加賀海岸国定公園 あわら市波松（波松園地） 公衆トイレ洋式化

若狭湾国定公園 おおい町大島（赤礁崎オートキャンプ場） 貯水槽改修

若狭湾国定公園 小浜市泊（久須夜ヶ岳蘇洞門線道路） 歩道補修

中部北陸自然歩道 福井市帆谷町 公衆トイレ再整備

中部北陸自然歩道 鯖江市大正寺町 公衆トイレ再整備

（３）里
さと

海
う

湖
み

トレイル 
　トレイルとは「踏み分けた跡。山中や原野の小
道。」という意味です（広辞苑より）。近年、気軽に
できる運動として健康のために歩くことが着目さ
れ、本県でもふくいSATOYAMAトレイルコース
や数々のウォーキング大会などで使用されるコース
があります。自然公園内には、自然に親しみ、その
土地の歴史や文化とふれあうための登山道や歩道の
ほか、環境省が計画し、全国で整備が進められてい
る長距離自然歩道などがあります。
　これらの施設のなかでも特に、本県の自然公園の
特色でもある風光明媚な海岸線や湖などに沿った
ルートやこれらの景色を眺望できるルートを「里海
湖トレイル」として、利活用の促進に努めていきま
す。

若狭町世久見（砂浜の先に遊歩道が続きます）
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（４）自然環境保全地域
① 自然環境保全地域の保全
　県では、周辺の自然的社会的諸条件からみて、そ
の自然環境を保全することが特に必要な区域を「福
井県自然環境保全地域」に指定しています。
　現在は、敦賀市池河内の湿原と池田町楢俣のブナ
林の２か所が指定されています。池河内中央部の阿
原ヶ池周辺では、当地区の管理・保全を図るための

木道（604m）を整備し、水路の見回りや草刈り等
の管理を委託しています。平成28年度から始まっ
た木道の修繕工事は平成30年度に完了し、新しく
なった木道は訪れた人々が四季折々の美しい自然を
観察することにも利用されています。

表2-1-7　福井県自然環境保全地域の概要（令和５年３月末現在）

名　称 所在地 指　定
年月日

面　　　積（ha）
保全対象とする自然環境の概要

特別地区 普通地区 計

池河内 敦賀市
池河内

昭和
52.3.25

7.8
うち、野
生動植物
保護地区
7.4

103.2 111

敦賀市を流れる笙の川の源流部に形成された湿原
とその周辺域。湿原部には、ヤナギトラノオ（南
限種）、ヤチスギラン（西限種）、ミズドクサ（南
限種）、ハッチョウトンボなどの貴重な野生動植物
がみられる。

楢　俣 池田町
楢　俣

昭和
54.6.19 162.12 － 162.12

本県では稀なブナ－ウスギヨウラク－チシマザサ
群落として特徴付けられるブナ自然林が広範囲に
分布する。一帯には、モミジカラマツ（西限種）、
シロウマイノデ（西限種）などの植物のほか、ク
マタカなどの希少猛禽類がみられる。

池河内湿原のカキツバタ群落と木道 楢俣のブナ林

② 自然環境保全条例に基づく保全
　自然環境保全地域、自然公園、保安林、都市公
園、市街化区域、用途地域および風致地区等の区域
以外における一定規模以上の開発行為は、福井県自
然環境保全条例に基づき、事前届出が義務付けられ
ています。届出が必要になる行為は、宅地の造成、
ゴルフ場、スキー場、遊園地またはキャンプ場の建
設、水面の埋立てまたは干拓および土地の開墾その

他土地の形状の変更のうち、一団の土地の総面積が
１ha以上の行為です。
　これらの行為に対し、県は、自然環境の保全のた
めに必要があると認めるときは、助言または勧告を
行っています。
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（１） 里地里山の研究成果をもとにした里山里海湖
の自然再生支援

①里山里海湖研究所の取組み
　「地域を元気にする実学研究」の拠点として若狭
町の三方湖畔に設置された「福井県里山里海湖研究
所」では４人の研究員が「環境考古」「保全生態」「森
里川海連環」「里地里山文化」の分野に関する研究
を行っています。これらの里山里海湖の保全再生に
関する研究成果は、専門の学会で発表を行うほか、
三方五湖・北潟湖の両自然再生協議会で活用してい
ます。
　また、広く県民を対象としたフォーラム等で研究
成果の普及と浸透を図り、里山里海湖の保全・再生
に対する意識醸成を図っています。

ア 環境考古
　水月湖の年縞堆積物には、過去7万年の気候変化
が記録されています。正確な年代が推定されている
この堆積物記録は、“陸上気候の歴史を理解するう
えでとても重要な情報になる”と世界的に認識・期
待されています。これらに含まれる花粉を使った環
境復元のため、原生花粉の酸素同位体比測定と地理
的マッピングの作成の研究を進めています。これま
での成果から、花粉の同位体比が雨水や気温と連動
していることが明らかになりました。花粉酸素同位
体比マッピングは世界的に希少で、水月湖堆積物の
データと組み合わせて世界標準の環境復元データの
構築に励んでいます。

イ 保全生態
　北潟湖に水田の代かき由来の濁り水が流れ込んで
富栄養化など環境の改変をもたらす問題の解決に向
けて、農業者と意見交換を行っています。また、代
かきを含む耕起から田植えまでの農作業の聞き取り
調査と濁り水の水質調査を行った結果をもとに、農
業者と対策方法を検討しています。同様の問題は三
方五湖自然再生協議会でも取組んでおり、ここでは
新たな対策方法として浅水代かきの方法を検討して
います。
　また、三方五湖自然再生協議会が「環境に優しい
農法」として認証した水田等を対象とした生きもの
や環境の調査を行い、その調査結果を活かして環境
に優しい農法の普及を進めるとともに、環境に優し
いお米のブランド化を進めていきます。

フォーラムでの研究発表

環境に優しい農法認証米のＰＲイベント出展

平均気温と花粉の酸素安定同位体比の関係

第２節　里山里海湖の自然再生と活用

１　里山里海湖の自然再生の推進【自然環境課】 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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ウ 森里川海連環
　三方五湖の湖岸環境および生物相の歴史的変化に
ついて調査を行い、自然を活かした気候変動適応
「Nature-based�solutions」の検討を行っています。
成果の一部は「防災しながら湖の自然を守る：流入
河川の浚渫土砂を用いた湖岸生息地の再生」として、
三方五湖自然再生協議会に実装されています。
　さらに、再生した湖岸生息地(砂浜)において、生
物多様性を観測する調査を進め、この結果に基づい
て自然再生活動の効果検証を行っています。

エ 里地里山文化
　平成31年に日本農業遺産に認定された三方五湖
の伝統漁法について、使用される漁具の構造図や作
業工程図等を作成して伝承に役立てています。タタ
キ網漁に使用される網や筒漁の竹筒、漁船の構造図
は、伝統漁法の体験プログラム開催の際の説明資料
として活用する予定です。
　令和５年３月に、里山里海湖ブックレット４「聞
き書き　水辺のくらし　～里湖　三方五湖編～」を
刊行しました。内容には漁法の紹介や漁具の図など
も盛り込まれており、この地域の文化を県内外に発
信しています。

②自然体験・自然再生活動への市民参加
ア 福井ふるさと学びの森
　里山里海湖研究所では、県内の里山を活動場所と
して自然体験・自然観察・自然再生の活動に取り組
む団体を「福井ふるさと学びの森」として登録し、
県民が里山に触れ親しむ機会を提供しています。

イ 福井ふるさと学びの海湖
　県内の海湖（川を含む）において、県民に自然を
感じ学ぶ体験活動および海湖を保全する体験活動を
提供する団体を「福井ふるさと学びの海湖」として
登録し、「福井ふるさと学びの森」のイベントとと
もに広報を行っています。登録された学びの海湖団
体の情報交換や学びの森登録団体と連携を図り、福
井の里山里海湖に広く県民が気軽に触れ、親しみ、
学ぶ機会を提供しています。

表2-2-1　自然体験・自然再生活動体験
 (令和４年度)

行事名 登　録
団体数

実施
回数 参加人数

福井ふるさと学びの森 36 326 12 ,138人

福井ふるさと学びの海湖 ５ 132 4 ,173人

ウ 里山里海湖の魅力の再発見
　里山里海湖の魅力を幅広い世代に伝えるため、里
山里海湖研究所三方五湖自然観察棟を拠点に、来所
者向けに、気軽な自然観察やどんぐり等の里の自然
物を使った工作体験メニューを提供しているほか、
周辺の自然環境を活かした体験イベントを開催して
います。

再生した湖岸生息地における生物多様性の観測風景

学びの森での体験活動

里山里海ブックレット
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③ 自然再生活動の支援
　県では、自然環境の保全再生活動を応援するた
め、平成20年度から県内の生物の専門家を派遣す
る制度を設けており、「環境アドバイザー (自然環
境)」として、動植物等の専門家78名(令和４年度
末現在)を登録しています。令和４年度は延べ56団
体に対して専門家を派遣し、自然観察や再生活動を
支援しました。
　今後とも、県内の自然再生活動を活発化し活動の
輪を広げていきます。
�

④ 里山林の整備【森づくり課】
　林業を取り巻く厳しい社会情勢のもとで、林家の
経営意欲の減退や山村の過疎化により、一部の里山
では森林が放置され荒廃が進んでいます。
　このような中、県民の環境保全に関する意識は高
まってきており、身近な里山林の整備や自然環境体
験活動に自ら参加することで、森林の適正な維持管
理や森林・林業への理解を深める機会の創出が進
み、山村地域の活性化に繋がっていくことが期待さ
れています。
　近年、地域住民や団体、自伐林家等による里山の
森林整備や森林資源を活用した特用林産物の生産な
ど、里山林の再生につながる活動が広がってきてお
り、継続的な森づくりが実践されています。
　また、CSR活動の一環として、企業が森林の整
備・保全を通じた社会貢献活動を積極的に展開して
おり、令和５年12月末現在で計７社が継続した活
動を実施しています。

表2-2-2　福井県内における
 企業の森林の整備・保全活動

企業名 活動場所 活動
面積

㈱平和堂 越前町小倉
「平和堂 越前泰澄の森」 2.5�ha

福井南ロータリー
クラブ

福井市河増町他
「福井南RC さくら街道」 0.2�ha

前田建設工業㈱ 南越前町桝谷
「MAEDAの森 福井」 1.6�ha

㈱福井村田製作所 越前町小曽原
「ムラタの森 水上山」 0.33�ha

㈱福井銀行 敦賀市野坂
「ふくぎんの森」 0.45�ha

（一財）セブンイ
レブン記念財団

福井市小羽町
「福井セブンの森」 2.6�ha

㈱UACJ 坂井市三国町崎
「UACJ福井の森」 0.03�ha

自然物を使った工作体験メニューの様子

環境アドバイザーから指導を受け生き物観察する生徒たち

企業による森林整備・保全活動

環境アドバイザーを講師とした
コウノトリの生息環境整備の勉強会
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⑤農村の整備【農村振興課】
　里地里山では、過疎化や高齢化の進行等により耕
作放棄地が増加するとともに、土地改良施設の維持
管理が粗放化し、水資源の涵養や景観の保全、生き
物の生息場所といった農業・農村が持つ多面的機能
の低下が懸念されています。
　このため、里地里山において、多様な地域条件に
即した簡易な生産基盤整備等を行い、多面的機能の
良好な発揮や豊かな自然環境の保全・再生に努めて
います。
　特に中山間地域では、農業生産条件が平地部に比
べ不利なことから、農業生産基盤および農村生活環
境基盤の整備を通じて、特色ある農業と活力ある農
村づくりを推進するとともに、地域における定住の
促進、国土・環境の保全を進めています。

＊１�二次林：伐採や風水害、山火事などによって原生林が破壊された後に自然に成立した森林のこと。
＊２�生物多様性：①地域ごとに様々な生態系があること、②いろいろな種の生物が生息・生育していること、③同じ種でも遺伝子のレベル
で何通りもの違いがあることを示す言葉です。

コラム 里地里山の現状と課題
　里地里山は、集落、水田等の農耕地、ため池、草地等とそれを取り巻く二次林＊1により構成された
地域です。国土に占める割合は４割程度に達し、多様な生物の生息・生育空間となってきました。
　しかし、昭和30年代以降、生活様式や農業の近代化に伴い、里地里山の林が有していた薪炭林、農
用林、採草地等としての経済的価値が減少し、落ち葉の採取や下草刈りなど日常的な管理が行われな
くなったことで植生遷移が進行しました。また、近代化された農法の普及や基盤整備が進むとともに、
耕作放棄地が増加するなど、昔ながらの農林業活動が維持されなくなりました。その結果、明るい草
地に生育するオミナエシ等の植物や素掘りの水路やため池、未改良の水田などを移動しながら生息し
ていたメダカやゲンゴロウなど、かつては身近だった生き物が見られなくなりました。
　比較的豊かな自然が残されている本県も例外ではなく、「福井県レッドデータブック（2016）」の中
にも、里地里山を生息・生育域とする生物が数多くリストアップされています。したがって、希少野
生生物が生息・生育する里地里山を保全してい
くことは、県内の生物多様性*2を保全する上で
極めて重要な課題となっています。
　なお、里地里山は様々な人間の働きかけを通
じて維持される環境であり、原生的自然を対象
とした開発行為や野生生物の捕獲等を直接的に
規制する従来型の保全手法とは異なる、その地
域の自然的・社会的特性に応じた人為的な働き
かけ（管理・活用）の持続を図る仕組みづくり
が必要です。

石積み畦畔が残る未改良の水田（若狭町気山）
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＊３�ホットスポット：希少野生生物が特に多種生息・生育する地域のこと。平地から丘陵地にかけてのホットスポットは、水田や二次林が
分布する里地里山である場合が多く、確認されている種は、メダカやギフチョウなど比較的広域に分布する種で、環境悪化により減少
した種が多くなる傾向があります。

＊４�判定基準：県が定めた「重要里地里山」に選定するための基準は以下の通りです。
　　　　　　①その地域を含む周辺の里地里山で、県レッドデータブック掲載種(県RDB種)が多種確認されている
　　　　　　②県RDB種の県内の代表的な生息・生育地である
　　　　　　③県RDB種の繁殖地、越冬地、または旅鳥の重要な中継地点になっている
　　　　　　④県RDB種の県内唯一の生息・生育地である

コラム 重要里地里山
　県では、県内の里地里山のうち希少野生生物のホットスポット＊3となっている地域を選定するため
の調査を平成15年度に実施しました。このうち、希少野生生物が集中して見られ、かつての里地里山
の面影をとどめた地域を、県の判定基準＊4に従い、平成16年度には30地区を「重要里地里山」に選定
しました。この30地区は福井県の生物多様性を保全する上で重要な里地里山となります。

福井県重要里地里山30地区

地
域№ 地　　区　　名 市 町 県 RDB

種数 面 積 地
域№ 地　　区　　名 市 町 県 RDB

種数 面積

奥
　
　
　
　
　越

1 勝山市北谷町
ため池跡・ミチノクフクジュソウ自生地

勝山市 13 約 40ha 丹
　南

16 三里山
里山

鯖江市
越前市 29 約 1000ha

2 長尾山
里山・湿地

勝山市 10 約 140ha 17 旧武生市味真野地区
湧水地

越前市 16 約 20ha

3 勝山市平泉寺町
里山・ため池群・山ぎわの水田

勝山市 34 約 580ha

二
　
　
　
　
　
　
　
　
　州

18 池河内湿原周辺
水田・笙の川

敦賀市 54 約 80ha

4 六呂師高原
湿地群・草地

大野市�
勝山市 53 約 530ha 19 中池見湿地

水田・小川・周辺の森林
敦賀市 60 約 110ha

5 大野盆地
湧水地・赤根川

大野市 21 約 160ha 20 野坂岳山麓
湧水湿地・ため池

敦賀市 18 約 160ha

坂
　
　井
・
福
　
　井

6 北潟湖周辺
ため池・丘陵辺縁部の水田

あわら市 66 約 1600ha 21 敦賀半島
湧水湿地

敦賀市
美浜町 31 約 380ha

7 陣ヶ岡丘陵地周辺
池・湿地・水路

坂井市 34 約 190ha 22 耳川上流の開拓地
ハンノキ林・湿地

美浜町 12 約 70ha

8 金津東部
ため池群・山ぎわの水田・水路

あわら市 66 約 2400ha 23 菅湖と三方湖周辺
湿地・水田地帯

若狭町 100 約 460ha

9 坂井平野
水田地帯

あわら市
坂井市
福井市

68 約 7200ha 24 旧三方町黒田地区
水路・山ぎわの水田

若狭町 16 約 130ha

10 福井市鷹巣地区北部
池・山ぎわの水田

福井市 23 約 310ha 25 旧三方町白屋地区
ため池

若狭町 17 約 30ha

11 高須山山麓
棚田・周辺の森林

福井市 13 約 130ha

若
　
　
　
　
　
　
　狭

26 小浜市口名田地区
ため池・山ぎわの水田・水路

小浜市 17 約 50ha

12 福井市上郷地区
山ぎわの水田・周辺の森林

福井市 14 約 150ha 27 小浜市飯盛地区
山ぎわの水田・水路・ため池

小浜市 24 約 120ha

13 未更毛川上流
山ぎわの水田・ため池

福井市 41 約 310ha 28 旧大飯町本郷地区東部
山ぎわの水田・ため池

おおい町 15 約 50ha

丹
　南

14 旧織田町萩野地区
ため池群・山ぎわの水田

越前町 26 約 360ha 29 子生川周辺
ため池

高浜町 13 約 60ha

15 丹生山地南部
ため池群・山ぎわの水田

越前町
越前市 59 約 5000ha 30 高浜町内浦地区西部

ため池・棚田
高浜町 18 約 210ha
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（２）生き物をシンボルとした多様な主体の
 参加による自然再生の推進【自然環境課】
① コウノトリが舞う里地里山づくり
　県では、平成23年から、田園生態系の頂点に立
つコウノトリを自然再生のシンボルと位置付け、兵
庫県立コウノトリの郷公園との共同研究として、越
前市でコウノトリの飼育・繁殖・放鳥事業を行い、
平成27年から平成30年に幼鳥９羽を放鳥しました。
県では、地域の方々とともに、コウノトリが生息す
る環境づくりを通じて、多様な生き物が生息する生
態系の保全・再生、次世代への継承を目指していま
す。このため、生き物豊かな田園環境づくりにつな
がる、減農薬での米作りや、水田と水路を繋ぐ魚道
の設置、田んぼの一部をビオトープにするなどの自
然再生に取り組む地域・団体を、県において「生き
物ぎょうさん里村」として認定（令和５年12月現在、
12市町の53地域・団体）し、県のホームページで
広報する等をしています。
　こういった取組みの拡大と並行して、シンボルで
あるコウノトリの県内での繁殖地も増加しており、
令和５年は、鯖江市、越前市、若狭町、小浜市の４
市町で６ペアが産卵し、４ペアからヒナが誕生、13
羽が巣立ちしています。

② 多様な主体の参加による自然再生
　県内には、生物多様性に富んだ里山里海湖の中で
も、特に本県を代表する湖沼の三方五湖や北潟湖、
県立自然公園にある池ケ原湿原等では多様な主体
（地域住民、農漁業者や学校、専門家、行政等）が
参加する協議会を設置し、自然再生について情報共
有や保全方法を協議し、協働で保全活動を進めてい
ます。
　三方五湖では平成23年５月に、北潟湖では平成
30年11月に、自然再生推進法に基づく自然再生協
議会が発足して自然再生活動が進められています。
　三方五湖では、「三方五湖アカミミガメ防除実施
計画(平成30年度作成)」により令和元年度から継
続して市民参加の駆除活動が実施されています。ま
た、三方湖や水月湖、久々子湖では「自然護岸再生
の手引書(令和元年度作成)」に基づき、石詰漁礁の
設置や浅場の造成が行われています。このほか、湖
周辺の水田での環境保全の普及のために、環境に優
しい自然農法の推進や、水田からの濁水流出防止の
ための調査・啓発を行っています。次世代の子ども

たちへの環境教育としては、平成30年度に発足し
た「子どもラムサールクラブ」での森里川湖海連環
を学ぶ講座の開催(令和５年度７回)や、自然再生と
漁業資源の維持のために湖周辺の田で育成したフナ
等の稚魚を、地元小学生により湖へ放流する取組み
が行われています。

　北潟湖自然再生協議会では、自然再生基本構想に
基づき令和２年３月に事業実施計画を作成し、毎
年、希少なトンボ等が生息する赤尾湿地や谷津田等
の保全活動が実施されています。また、北潟湖畔で
は、福井県立大学と協働し、特定外来生物であるオ
オキンケイギクの市民参加の駆除イベントなどが開
催されています。そのほか、湖の水質の改善に向け
た塩分濃度・水質の調査や、赤尾湿地での、地元の
自然再生活動団体による小学生への環境教育が行わ
れています。

子どもラムサールクラブ

水月湖でのシジミ等が棲める浅場造成(Ｒ２.６)

北潟湖の水質調査イベント(Ｒ５.７.30)
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　池ヶ原湿原（勝山市）では、池ヶ原湿原保全協議
会（事務局　県自然保護センター）が平成25年度
に設立され（平成29年度からは池ヶ原湿原保全・
活用協議会に改称）、地元住民や民間企業、自然再
生団体、地元小学校、勝山市、県施設の協働により、
ヨシの刈り取りや特定外来生物のオオハンゴンソウ
の駆除作業を行い、ミズチドリ等の貴重な植物を含
む湿地植物を保全しています。また、活動メンバー
である製紙会社の協力により刈り取ったヨシを和紙
として利用するほか、ヨシ刈りに参加している地元
の平泉寺小学校では、環境教育の一環としてヨシの
茎から作ったストローを地元の飲食店に提供すると
いった活動が進められています。この活動は、"環
境と社会によい暮らし"やこれを支える地道な取組
を表彰する令和３年度「第９回グッドライフアワー
ド」において、優れた活動として環境大臣賞優秀賞
を受賞しました。また令和５年度には、公益社団法
人ACジャパンの名古屋地域キャンペーンで広告作
品「ヨシ！ここから！～湿原に生えるヨシでスト
ローを～」が制作され、テレビ、ラジオ、新聞、イ
ンターネットで平泉寺小学校の活動が広く発信され
ました。

③ SATOYAMAイニシアティブ推進ネットワーク
　平成25年９月に福井県で開催されたSATO�
YAMAイニシアティブ国際パートナーシップ第４
回定例会合を契機に、福井県と石川県の両知事が
代表を務め、民間企業、NPO・NGO等、研究機関、
行政機関等の組織が参画する「SATOYAMAイニ
シアティブ推進ネットワーク」が設立されました。
　本ネットワークは、国内における多様な主体
がその垣根を超え、様々な交流・連携・情報交
換等を図るためのプラットフォームを構築し、
SATOYAMAにおける生物多様性の保全・利用の

池ヶ原湿原でのヨシ刈り取り作業

ふるさと環境フェア出展の様子

取組みを国民的取組みへ展開することを目的として
います。
　令和５年12月現在、全国の企業やNPO、行政な
どの116団体が参加しています。コロナ禍以前は、
自然再生の先進地の視察や、里山里海湖の保全・再
生活動に関するシンポジウムの開催、環境関連の展
示会での活動PRなどを行ってきましたが、令和２
年度以降は、オンラインで総会・交流会を開催して
います。全国の団体が参加しやすいというオンライ
ンのメリットを生かし、各団体の活動状況の共有や
情報交換などを行ってきました。
　また、環境展示会での活動ＰＲとして、いしかわ
環境フェア（石川県、令和５年８月）、ふるさと環
境フェア（福井県、令和５年11月）にて展示を行
い、訪れた方にSATOYAMAイニシアティブ推進
ネットワークの取組みや参加団体の活動を紹介し、
SATOYAMA保全の重要性を多くの人に伝えまし
た。
　令和５年度は、能登半島地震発生に伴う災害復旧
対応により、予定していたオンラインでの総会・交
流会が中止となったため、書面での各団体活動状況
の共有を行いました。
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（１）年縞研究の県外発信
　年代測定の「世界標準のものさし」である水月湖
の「年縞（ねんこう）」の実物を展示する福井県年
縞博物館では、平成30年９月のオープン以降、コ
ロナ禍でありながら令和３年10月には来館者15万
人、令和４年11月には20万人を達成しました。
　令和５年５月には第18回公共建築賞優秀賞、６
月には科学ジャーナリスト賞2023　特別賞を受賞
しました。この「特別賞」は県内初の受賞で、博物
館としての受賞は全国で３例目となります。
　また、隣接する若狭三方縄文博物館との共催で特
別展「湖　～湖底の年縞・湖畔の生業～」（８月２
日～10月２日）を開催しました。今回の特別展では、
年縞編「最新の研究からわかってきた地球環境」、
歴史編「縄文から現代までのレイクフーズを捕る技
術」と２つのテーマで開催し、大変好評でした。
　９月16日には「レイク・スイゲツ：年縞研究の
フロンティア」と題して、水月湖年縞掘削のリー
ダーを務めた中川毅氏（立命館大学古気候学研究セ
ンター長、教授）、ヴィクトリア・スミス氏（英オッ
クスフォード大学考古学教室教授）、レイチェル・
ウッド氏（英オックスフォード大学放射性炭素加速
器ユニット所長）の方々を講師として招へいし記念
シンポジウムを実施しました。

�

９月24日には記念イベント「シマシマにドキドキ」
を開催し、特別展の会期中(約２か月間)に約９千人
の方にご覧いただきました。

（２）年縞博物館への誘客促進
　北陸新幹線福井・敦賀開業をきっかけに、教育・
観光の拠点として、周辺施設や地元団体等と連携し
たイベント・企画を実施するとともに、立命館大学
との共同研究により水月湖年縞の学術的な価値を向
上させ、国内外に水月湖年縞や博物館をＰＲし、多
くの方にお越しいただけるよう努めてまいります。
　年縞博物館が開催するイベント等については、
ホームページやSNSで随時告知しています。一度
ご来館いただいたお客様にも楽しんでいただけるよ
うなイベントや企画も実施してまいりますので、ぜ
ひ確認してみてください。

２　水月湖の活用【自然環境課】 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

記念シンポジウムの様子

令和５年度特別展パンフレット

記念イベント「シマシマにドキドキ」ポスター
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（１）都市の緑の保全と整備【都市計画課】
① 都市公園
　都市公園は、良好な風致・景観を備えた地域環境
を形成し、自然とのふれあいを通じて、住民やまち
にうるおいを与える施設です。さらに、スポーツ・
レクリエーションの場の提供、公害防止・緩和、災
害時における被害の軽減、避難・救援活動の場など
の機能を有する都市の骨格をなす根幹的施設でもあ
ります。
　本県の都市公園は、主要都市部における戦災・震
災を契機に街区公園等の整備が進み、その後、土地
区画整理事業に伴う住区基幹公園の整備、さらに、
総合公園・運動公園等の都市基幹公園の整備を積極
的に進めてきました。また、県内４地域において広
域的な拠点となる県営公園の整備を進め、「若狭総
合公園」、「奥越ふれあい公園」、「トリムパークかな
づ」および「丹南総合公園」の４公園が供用されて
います。

　本県における都市公園は、令和３年３月末現在、
13市町（９市４町）において941か所、面積1,199ha
となっています。都市計画区域内人口一人当たりの
面積は、17 .5 ㎡（全国平均12 .5 ㎡）であり、全国
第12位の整備水準です。

３　環境と調和した景観づくりの推進 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

奥越ふれあい公園

図2-2-3　県内の都市公園面積の推移
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② 広域緑地計画、緑の基本計画
　緑は、都市環境に潤いとやすらぎをもたらすとと
もに、水・大気の浄化機能や動植物の生息地または
生育地を確保するなど、自然と人間が共生する生活
環境を形成する上で重要な役割を担っており、緑地
の適正な保全や緑化の推進、緑の創出に努めること
が必要です。
　県においては、県内の都市計画区域全域を対象と
して、広域的観点から緑とオープンスペースの確保
目標水準、配置計画などを明らかにした「広域緑地
計画」を策定しています。
　市町においては、官民一体となって緑地の保全お
よび緑化の推進に関する施策や取組みを総合的に展
開することを目的として、「都市緑地法」に基づく
「緑の基本計画」を策定しています（令和５年12月
末現在、勝山市、福井市、大野市、越前町、鯖江市、
敦賀市、坂井市、越前市、高浜町が策定済）。
　今後、緑につつまれた県土づくりを実現するた
め、これらの計画に基づき、公園整備や住民の合意
形成を図りながら緑地の保全・緑化を推進していき
ます。

表2-2-4　風致地区＊1の指定状況（令和５年12月末）
地　区　名 所在地 面積（ha）

福井城跡風致地区
足羽川風致地区
足羽山風致地区

福井市
福井市
福井市

6.9
108.8
194.9

表2-2-5　緑地協定＊2（緑化協定）の締結状況
 （令和５年12月末）

協　定　名 所在地 面積（ha）
八幡地区緑化協定
福井北インター流通センター
緑化協定
福井市中央工業団地緑地協定
北府地区緑地協定

越前市
福井市

福井市
越前市

�3.1
10.9

16.9
�3.2

③ 開発許可制度による緑地の保全と創出
　都市計画法に基づく開発許可制度は、宅地開発な
どの開発行為について、県などが宅地に必要な公共
施設が確保されているかなどを審査し、許可を行う
ものです。
　開発行為の規模に応じて、工場が目的の場合は、
必要に応じ、騒音、振動等による環境の悪化の防止
上必要な緑地帯や緩衝帯を、住宅団地が目的の場合
は、開発区域面積の３％以上の公園、緑地または広
場を設けることとしています。

（２）景観づくり【文化課、都市計画課】
　平成17年６月に全面施行された景観法では、景
観行政団体＊3が景観計画を策定することにより建
築物等のデザインや色彩を制限する等、強制力を伴
う規制が可能となっています。
　良好な景観の形成は、居住環境の向上等住民の生
活に密接に関係し、また、地域の特色に応じたきめ
細やかな規制誘導方策が有効であることから、市町
が中心的な役割を担っています。
　令和4年12月末現在、16市町（小浜市、大野市、
勝山市、福井市、永平寺町、池田町、越前市、坂井
市、鯖江市、敦賀市、あわら市、南越前町、越前町、
美浜町、高浜町、おおい町）について景観行政団体
となっています。また、大野市、小浜市、福井市、
永平寺町、坂井市、越前市、勝山市、あわら市、鯖
江市、敦賀市、南越前町、越前町が景観計画を策定
しています。
　今後も、県では、景観法を活用し、良好な景観形
成を進める市町を支援していきます。
　また、県では、美しい景観を県民の誇りとして再
認識するとともに、次の世代に守り伝えていくた
め、「福井ふるさと百景」を選定し、ガイドブック
の発刊、県内外でのパネル展を開催しています。さ
らに、百景の眺望を活かした植栽や花植え、行燈に
よる夜景の演出など、景観の保全・活用を進める団
体をこれまでに65団体認定し、地域の主体的な活
動を応援しています。
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＊１�風致地区：都市計画法に基づき、都市における樹林地等の良好な自然的景観と、それと一体になった史跡名勝等を含む区域の環境を保
全し、良好な都市環境を維持することを目的として定める地区です。風致地区内における建築物や工作物の建築、宅地の造成および木
竹の伐採等の行為に対しては、福井県および福井市の風致地区条例で一定の規制を行うことにより、風致の維持を図っています。

＊２�緑地協定：都市緑地法に基づき、良好な住環境を創るため、住民の合意によって緑地の保全や緑化に関する協定を締結する制度です。�
＊３�景観行政団体：景観法に基づき、県と協議して景観行政事務を実施する市町を景観行政団体といい、それ以外については県が景観行政
団体となります。



61

分
野
別
施
策
の

実
施
状
況

　県内には「妻壁を柱と梁で格子状とした漆喰塗り
の切妻屋根の農家」や「格子戸等町家の伝統的意匠
を基調とした切妻屋根の町家」など、地域特有の形
態や外観を有する伝統的民家や街並みが存在し、地
域性や独自性に富んだ景観が形成されています。県
では平成18年に「福井県伝統的民家の保存および
活用の推進に関する条例」を制定し、市町と連携し
た伝統的民家の改修等に対する補助や所有者等への
情報提供などを通じて、保存・活用を図っていま
す。さらに、伝統的民家が集積する地区を「伝統的
民家群保存活用推進地区」としてこれまでに49地
区指定し、地区で行う景観の保全・活用の取組みに
対して支援しています。
　景観に与える影響が大きい屋外広告物について
は、福井県屋外広告物条例により適切に規制・誘導
を図っています。平成18年４月からは、屋外広告
業者に関し、登録制を導入しており、平成28年に
は、北陸新幹線開業に向け、さらなる良好な景観づ
くりを進めるため、北陸新幹線沿線や観光地周辺
等、地域特性に応じたメリハリのある規制に改正し
ています。
　また、自治会、企業、ボランティア団体等と協同
して、人通りの多い沿道において花の植栽や歩道の
清掃活動等を行うことにより、美しい道路の景観づ
くりを行います。
　今後とも、県民および市町と連携しながら、これ
らの取組みを行うとともに、魅力ある公共施設の整
備、歴史的建造物・伝統的民家の保存等に取り組む
など、県民が誇りと愛着を持つことができる景観づ
くりを推進していきます。

（３）公共施設の緑化推進【公共建築課】
　公共施設の整備に際しては、敷地の周囲に植栽帯
を設けるとともに、雪対策もかねて敷地境界線から
建物までの離隔を確保するよう努めています。
　令和５年に完成した福井県立恐竜博物館の増築
工事においては、既存棟に倣い、建物に沿って築山
を設け屋上を緑化することで、誰でも自由に入れる屋
上広場を整備しました。屋上からは勝山市の市街地
を望むことができる眺望に優れた場所となっています。
　今後とも、施設の計画にあたっては、立地条件等
を勘案しながら、周囲に植栽のためのオープンス
ペースを確保し、公共施設の緑化推進を図っていき
ます。

（４）工場立地における緑地確保と
　　　　　　環境施設整備に対する支援
 【成長産業立地課】
　県では、工場立地法に基づき、工場立地の際に周
辺環境の保全が図られるよう、緑地や環境施設面積
の適正な確保に努めています。
　また、企業立地の促進を図り、地域振興に資する
ことを目的として、市町の産業団地の整備を支援し
ています。
　この事業では、快適な立地環境を創出するため、
企業への分譲用地の造成だけでなく、団地内の公園
や緑地など環境施設の整備も支援の対象としていま
す。

（５）歴史的・文化的環境の保全
 【生涯学習・文化財課】
　県内には、生活に豊かさや潤いを与えてくれる環
境として、明通寺本堂・三重塔（国宝）、一乗谷朝
倉氏遺跡（特別史跡）などの歴史的遺産や文化的景
観が数多くあります。
　国や県では、文化財保護法や文化財保護条例等に
基づき、こうした歴史的遺産等を文化財として指
定・登録し、また現状変更を伴う開発行為に対する
規制等を通じてその保存と活用を図るとともに、歴
史的・文化的環境の保全に努めています。
　さらに、改正文化財保護法が平成31年４月施行
され、本県でも令和元年度に福井県文化財保存活用
大綱を策定し、市町や所有者等と文化財の保存と活
用について共通の方針で文化財保護に取り組んでい
きます。
　今後とも、市町や文化財の所有者と連携を密に
し、文化財保護および歴史的・文化的環境の保全を
着実に推進します。

① 文化財の指定等の現況
ア 指定等の現況
　令和３年度には、「今庄宿」が国重要伝統的建造
物群保存地区に選定、「湯尾峠」が「国名勝おくの
ほそ道の風景地」�に追加指定されました。
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イ 保存・活用への支援
　文化財に指定された建造物等の修理や民俗芸能の
公開および後継者育成等に対する助成を通じて、歴
史的・文化的環境の保存と活用に努めています（令
和４年度補助46件）。

ウ 現状変更等に対する規制
　史跡、名勝および天然記念物の現状変更を伴う開
発行為に対する規制を通じて、景観の保存等を図っ
ています（令和４年度許可131件）。

② 重要伝統的建造物群保存地区の整備
　宿場町としての町並みが残る若狭町熊川宿および
近世城下町の歴史的風致を良く伝える小浜市小浜西
組の民家等の修理に対する助成を通じて、伝統的建
造物群の保存整備を図っています�（令和４年度補助
16件）。

表2-2-6　指定文化財件数（令和5年10月31日現在）
種　　　　別 国　指　定 県指定 種　　　　　　類

有形文化財
建　造　物 30（うち国宝 2） �28

美術工芸品 84（うち国宝 4） 251 絵画、彫刻、工芸品、書跡・典籍・古文書、考
古資料、歴史資料

無　 形 　文 　化 　財 2 ��4 芸能、工芸技術

民俗文化財
有形民俗文化財 1 ��10 無形の民俗文化財に用いられる衣服、器具、家

屋等

無形民俗文化財 5 �65 衣食住・生業・信仰・年中行事等に関する風俗
慣習、民俗芸能、民俗技術

記　念　物
史　　　跡 25（うち特別史跡1） �29 貝塚、古墳、都城跡、城跡、旧宅等の遺跡
名　　　勝 15（うち特別名勝1） ��7 庭園、橋梁、峡谷、海浜、山岳等の名勝地
天然記念物 22（うち特別天然記念物 4） �31 動物、植物および地質鉱物

国名勝おくのほそ道の風景地に追加指定された湯尾峠

③ 国登録有形文化財（建造物）の登録推進
　建築後50年を経過している建物や橋等の国登録
有形文化財（建造物）の登録を推進し、幅広い文化
財の保存に努めています（令和５年10月31日現在
237件登録）。

④ 歴史的建造物の保存・活用【文化課】
　文化財に指定されていない建造物の中にも、地域
の歴史、生活史を表現し、または地域の景観を形成
している貴重な歴史的建造物が数多く存在します。
これらの歴史的建造物の外観の改修等に対して市町
と連携して助成し、歴史的建造物の保存およびまち
づくりへの活用を推進しています。

⑤ 福井城址の魅力向上【交通まちづくり課】
　歴史的価値が極めて高く、「県都のシンボル」と
なり得る大切な歴史資産である福井城址を、「県民
の城」として気運の醸成を図りながら、「歴史に触れ、
学びを深める空間」、「人が集う、開かれた憩いの空
間」として活用します。

⑥ 重要文化的景観選定への取組み【文化課】
　福井市、越前町、南越前町と協力して、国の重要
文化的景観の選定を目指して取組んできた、「越前
海岸の水仙畑の文化的景観」が、令和３年３月に選
定されました。重要文化的景観への選定は県内初と
なります。市町への支援を通じて、文化的景観の保
全と活用、地域の活性化を推進していきます。
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（１）地域における貴重な生態系の保全
　白山国立公園、越前加賀海岸国定公園と若狭湾国
定公園（それぞれラムサール条約湿地の中池見湿地
と三方五湖を含む）、奥越高原県立自然公園の４つ
の自然公園や、池河内および楢俣自然環境保全地域
においては、優れた自然景観や豊かな自然環境を有
しており、自然公園法や条例に基づいて、一定の開
発行為について規制をすることにより、自然景観の
保全や貴重な生態系の保全を行っています。これら
について、国や関係する県、市町、地域の団体など
と連携して適切な管理を推進しています。
　また、越前加賀海岸国定公園、若狭湾国定公園で
は、県において重要景観地を管理しているところも
あり、土地管理権原に基づき国定公園の重要な景観
を保全しています。

第３節　生物多様性の保全

１　自然公園の開発規制などを通じた生態系保全【自然環境課】 　　　　　　　　　　　　　　　　

（２）県民への自然環境保全の呼びかけ
　自然公園などの適切な保全を推進するため、自然
公園法などの開発規制の内容について、ホームペー
ジなどを利用した周知や、相談指導を行っているほ
か、みどりの月間（４月～５月）や環境月間（６月）、
自然に親しむ運動（７月21日～８月20日）などに
おいて県民への自然環境保全の呼びかけを積極的に
実施しています。
　また、自然公園指導員や自然公園管理協力員など
と協力して、動植物の捕獲や採集および土石の採取
をしないことやごみを持ち帰るなど、公園利用者の
マナー向上に努めています。
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東尋坊（越前加賀海岸国定公園）

令和５年みどりの月間で開催されたイベント
　　（上）特別企画展「さあ、自然観察へ出かけよう」
　　（下）自然観察会「春の野鳥と草花の観察会in宝慶寺」

蘇洞門（若狭湾国定公園）
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（１）生物多様性の現状と課題
　豊かな自然環境を保全し、健全な生態系と生物多
様性を確保することは、持続可能な社会を実現して
いくために重要です。しかしながら、地球規模での
生物多様性の衰退が課題となっており、その絶滅の
スピードは、過去のどの大量絶滅をも上回ってい
るといわれています。国際的にも、令和４年12月
に開催された「生物多様性条約第15回締約国会議
（COP15）」において、2030年までのネイチャーポ
ジティブ※１の実現や、陸と海の30%以上を健全な
生態系として保全すること（30�by�30※２）などを目
指す、世界目標「昆明・モントリオール生物多様性
枠組」が採択されました。こうした中、国は令和５
年３月に、前戦略を見直す形で、同枠組に対応した
「生物多様性国家戦略2023 -2030」を新たに策定しま
した。この戦略では次の事項が挙げられています。

［１］� �2030年のネイチャーポジティブの実現に向
け、５つの基本戦略を設定

� ①生態系の健全性の回復
� ②自然を活用した社会課題の解決(NbS)
� ③ネイチャーポジティブ経済の実現
� ④�生活・消費活動における生物多様性の価値

の認識と行動
� ⑤�生物多様性に係る取組を支える基盤整備と

国際連携の推進
［２］� �基本戦略ごとに、状態目標（あるべき姿）15

個と行動目標（なすべき行動）25個を設定
［３］� �行動目標ごとに、関係府省庁の関連施策367

個を整理

　また、国は、30�by�30の達成のために、企業の保
有林や里地里山、ビオトープなど、国立公園等の保
護地域以外で生物多様性に貢献している場所を「自
然共生サイト」として認定する取組みを、令和５年
度から開始しています。

① 生物多様性の保全の普及啓発
　生物多様性の危機の現状は、本県においても同様
で、かつては身近な環境に普通に生息・生育してい
たメダカやゲンゴロウ、トチカガミやキキョウなど
の種が、福井県の絶滅のおそれのある野生動植物に
選定されています。
　県では、このような生物多様性の現状について、
これまで実施してきた自然環境保全基礎調査などを
はじめとした各種調査の成果を、報告書を通して公
開し、生物多様性の現状とその保全について普及啓
発に努めています。

２　希少野生生物の保全【自然環境課】 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＊１�ネイチャーポジティブ：生物多様性や自然の損失を止め、回復軌道に乗せること。この実現のためには、生態系の保全といった自然保
護だけでなく、気候変動対策、外来種や乱獲への対策、消費と廃棄物の削減など、様々な面での取組みが重要。

＊２�30 by 30（サーティ バイ サーティ）：生態系や生物多様性の保全のために、2030年までに、世界各国で陸域、海域それぞれにおい
て30%を保全する目標。2020年時点で、日本では陸域の20 .5%、海域の13 .3%が保護地域となっており、目標達成のためには、保護
地域以外の場所(OECM、Other�Effective�area�for�Conservation�Measures)での取組みが重要。

イヌワシ（県域絶滅危惧Ⅰ類）

オオキンレイカ（県域絶滅危惧Ⅰ類）
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改訂版レッドデータブック

② レッドデータブックの発行
　県では、本県の野生動植物の生息状況を評価し、
絶滅のおそれのある種についての現状をとりまとめ
た「福井県レッドデータブック」を作成しています。
平成13年度に「福井県の絶滅のおそれのある野生
動物」、平成15年度に「福井県の絶滅のおそれのあ
る野生植物」を発行しましたが、発行後10年を経
過したことから、現状を反映した効果的な絶滅危惧
種の保全につなげるため、平成27年度に改訂版を
発行しました。
　改訂版では亜高山帯を新たな対象地域として追加
したことにより維管束植物が大きく増加し、レッド
リスト（絶滅のおそれのある種のリスト）に掲載さ
れた種の総数は、９分類群の合計で、第１版では
829種でしたが、改訂版では1,264種となり、435種
増加しました。
　レッドデータブックの作成と絶滅のおそれの原因
を分析することにより、今後の対策に活かしていく
こととしています。

表2-3-1　福井県レッドデータブック

分類群
県域絶滅 県域絶滅危惧Ⅰ類 県域絶滅危惧Ⅱ類 県域準絶滅危惧 要注目 地域

個体群 計

第1版 改訂 第1版 改訂 第1版 改訂 第1版 改訂 第1版 改訂 改訂 第1版 改訂

哺 乳 類 2 2 2 3 4 7 2 2 10 14

鳥 類 1 1 21 25 27 17 29 32 11 48 6 89 129

爬 虫 類 1 3 1 2 4 3 8 6

両 生 類 1 2 1 1 1 1 4 1 3 5 10

淡 水 魚 類 8 8 17 20 7 4 1 6 1 33 39

昆 虫 類 2 4 34 35 34 43 34 47 78 129 182 258

陸 産 貝 類 3 3 4 9 16 15 6 6 21 29 54

淡水産貝類 3 3 3 3 5 8 3 5 1 4 15 23

維管束植物 13 20 159 235 130 199 76 119 80 158 458 731

統計 24 34 232 316 235 307 160 226 178 374 7 829 1､264
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（２）希少野生生物の保全活動
① 国内希少野生動植物種の保全
　国内希少野生動植物種に指定されている水棲昆虫
の「ヤシャゲンゴロウ」は、本県の夜叉ケ池が唯一
の生息地であり、環境変化によっては絶滅する可能
性が高い種です。そのため、環境省や林野庁、地元
の市民ボランティア、大学研究者、南越前町等が協
力した生息地の保全活動が行われています。また、
絶滅の危機に瀕してしまった場合に、人工繁殖に
よって種を存続させることができるよう、県自然保
護センターでは、平成30年に環境大臣から保護増
殖事業計画の確認を受け、安定した飼育技術の確立
に取り組んでいます。
　同じく環境大臣から確認を受けている福井市自然
史博物館や越前松島水族館と連携し、ヤシャゲンゴ
ロウの生育に適した餌の確保や、水温および照度管
理等の諸課題の解決に向け、試行錯誤を重ねていま
す。
　本県が生息地数において最多であるアベサンショ
ウウオは、国内希少野生動植物種に指定され絶滅の
危機に瀕する種であり保全が喫緊の課題となってい
ます。このため、専門家を中心とした自然再生団体
が、水田や遊水地などアベサンショウウオの生息場
所である水辺において、地元小学校の児童とともに
生息環境整備を実施するなど、地道な保全活動を続
けています。 希少種保全のための環境整備活動（白山小学校）（R5）

②「残そう・伝えよう！」生きもの保全事業
　絶滅のおそれのある野生生物の保全には専門的な
知識に基づいた継続的な環境整備活動が重要であ
り、生きものの保全に取り組む地域の自然再生団体
が重要な役割を果たしていますが、メンバーの高齢
化が一つの課題となっています。
　将来にわたって保全を行っていくためには、地域
の豊かな自然環境を若い世代に伝え、環境保全に関
心をもってもらうことが大切です。
　そこで、県では、小学校と協働で保全活動を行う
自然再生団体に対し、指導者の派遣や活動にかかる
経費の補助をしています。令和５年度（11月現在）
は、８校の小学校と協働で保全活動を行っている７
団体への活動補助を行いました。

表1-3-2　「残そう・伝えよう！」生きもの保全事業補助団体一覧（令和5年11月現在）

No 団体名 対象小学校 保全対象種

1 小原 ECOプロジェクト 勝山市立村岡小学校 ミチノクフクジュソウ

2 特定非営利活動法人中池見ねっと 敦賀市立角鹿小学校 水生昆虫・水草

3 あわらの自然を愛する会 あわら市北潟小学校・あわら市
細呂木小学校 海浜植物等

4 坂口エコメイト 越前市坂口小学校 コウノトリ

5 郷の森里楽 越前市白山小学校 両生類

6 天池を守る会 坂井市立雄島小学校 水生昆虫

7 加斗小学校みどりの少年団 小浜市立加斗小学校 シマモクセイ
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福井県で捕獲されたソウシチョウ

オオハンゴンソウ

（１）外来生物の駆除
 【自然環境課、中山間農業・畜産課】
　外来生物とは、もともとその地域に生息していな
かったにもかかわらず、人間活動によって海外から
持ち込まれた生物の総称です。現在、国内で定着が
確認された外来生物の種数は、2,000種を超えると
いわれ、一部の種は地域特有の生態系を破壊した
り、人体に悪影響を及ぼしたり、農林水産業被害を
引き起こすなどの恐れがあります。
　平成17年６月、「特定外来生物による生態系等に
係る被害の防止に関する法律(外来生物法)」が施行
され、侵略的な外来生物が特定外来生物に指定され
ています。
　この法律では、特定外来生物の飼育・栽培・保
管・運搬・販売・譲渡・輸入・野外への放出などが
原則として禁止されています。
　平成27年３月には、環境省、農林水産省、国土
交通省により「外来種被害防止行動計画」が策定さ
れるとともに、国内の最新の外来種の定着状況等も
踏まえて「我が国の生態系等に被害を及ぼすおそれ
のある外来種リスト（生態系被害防止外来種リス
ト）」が公表され、対策すべき対象種が明確化され
ました。また、外来種を「入れない」、「捨てない」、
「拡げない」という三原則が推進されています。
　本県の野外では23種の特定外来生物が見つかっ
ており（表2-3-3）、こういった特に被害が甚大な外
来生物を対象に分布状況を把握し、行政や地域住民
が一緒になって防除対策に取り組んでいます。
（外来生物法URL：
� 　https://www.env.go.jp/nature/intro/　）

（２）種別の現状と対策
① 植物
　外来植物の分布拡大に対処するため、駆除啓発チ
ラシやホームページによる周知・広報を行い、県民
が一斉に美化運動を行う「クリーンアップふくい大
作戦」等において、県民、事業者、大学、行政機関
等による外来植物の駆除が進められています。

【オオハンゴンソウ】
　オオハンゴンソウは、北米原産のキク科の多年草
で肥沃で湿った立地に生育し、在来の希少な湿原植
物を駆逐するなどの生態系被害が懸念されます。県
内では各地に点在し、河川上中流域で比較的多く確
認されています。県では平成21年から池ヶ原湿原
（勝山市）において毎年オオハンゴンソウの除去を
実施しており、令和５年は６月に地域住民や地元企
業等のボランティア等と協同で駆除活動を実施して
います。

３　地域が主体となった外来生物の防除 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
表2-3-3　本県の野外で確認された特定外来生物(23種)
 (令和５年10月現在）

分類群 種名

植物（9種）

オオハンゴンソウ、オオキンケイ
ギク、アレチウリ、オオフサモ、
オオカワヂシャ、ボタンウキクサ、
アゾルラ・クリスタタ、ナガエツ
ルノゲイトウ、オオバナミズキン
バイ

動物
（14種）

哺乳類（2種）アライグマ、ヌートリア
鳥類（2種） ソウシチョウ、ガビチョウ
爬虫類（2種）カミツキガメ、アカミミガメ

両生類（1種）ウシガエル

魚��類（4種） オオクチバス、コクチバス、ブルーギル、カダヤシ
無脊椎動物（3種）セアカゴケグモ、ウチダザリガニ、アメリカザリガニ
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【オオキンケイギク】
　オオキンケイギクは、北米原産のキク科の多年生
草本で黄色い花がきれいで観賞用や緑化用として用
いられ、特定外来生物と知らずに、庭や畑で育てて
いるケースが見られます。県内でも道路脇や民家の
庭先、公園等で生育しており、県では市町を通じて
駆除を呼び掛けています。花が咲き始める５月～６
月頃から県内各地で地域住民等による駆除活動が実
施されています。
　また、県の土木事務所では、道路管理における除
草作業時にオオキンケイギクの抜き取りを行ってい
ます。
　令和５年５月に、あわら市北潟湖畔では、北潟湖
自然再生協議会が中心となり、地域住民や県立大学
が協力し、オオキンケイギクの駆除が行われました。

【オオフサモ】
　オオフサモは、南米原産のアリノトウグサ科の水
草で、密集して生えるため、水路や河川に侵入する
と、水の流れをせき止めてしまいます。また、在来
の水草への影響も心配されています。県内では、越
前市やあわら市、小浜市の水路や河川などで生育が
確認されており、あわら市では、北潟湖自然再生協
議会が中心となって駆除活動が行われています。

【ナガエツルノゲイトウ】
　ナガエツルノゲイトウは、南米原産のヒユ科の多
年生の水草で、数㎝の茎断片からでも容易に発根す
る非常に強い再生力を有します。本県では、令和４
年５月にはじめて中池見湿地の休耕田内で２株が確
認され、中池見湿地で保全活動を行っている市民グ
ループによって速やかに駆除が行われました。その
後、同年９月や、令和５年にも株が確認され、駆除
が行われています。

【オオバナミズキンバイ】
　オオバナミズキンバイは、南米および北米南部原
産のアカバナ科の水生多年草で、ナガエツルノゲイ
トウと同様、茎の破片からも再生可能な非常に強い
繁殖能力を有しています。
　本県では、ナガエツルノゲイトウと同じく令和４
年５月に中池見湿地の休耕田内で、１株が初確認さ
れ、中池見湿地で保全活動を行っている市民グルー
プによって速やかに駆除が行われました。その後、
同年９月や、令和５年にも株が確認され、駆除が行
われています。

北潟湖でのオオキンケイギク除去講習(あわら市)

中池見湿地で初確認されたナガエツルノゲイトウ

農業用水路でのオオフサモの駆除活動 (あわら市) 中池見湿地で初確認されたオオバナミズキンバイ
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② 動物
　県内で特定外来生物に指定されている動物は、６
つの分類群14種が確認されています。生態系・農
業・生活・文化財への被害のほか、人的被害も懸念
され、地域住民からの通報などの協力を得ながら、
哺乳類などは行政主導の駆除も実施しています。

【アライグマ】
　アライグマは、北米原産のアライグマ科の哺乳類
で、平成７年に県内で初めて確認されて以降、県内
全域で生息し、農業・生活・文化財・生態系への被
害が確認されています。県では、平成21年度に外
来生物法に基づく「福井県アライグマ防除実施計画」
を策定し、「アライグマ捕獲従事者養成講習会」を
県内各地で開催し、捕獲者の育成、捕獲を進めてい
ます。
�

【アカミミガメ】
　アカミミガメは、北米原産のヌマガメ科のカメ
で、県内の多くの市町において生息しています。幼
体は「ミドリガメ」とも呼ばれ、ペットとして飼育
されていた個体が逃げ出したり捨てられたりして野
生化しました。在来のカメと餌や生息環境をめぐっ
て競合するほか、水生植物や水生生物を捕食するこ
とで生態系への影響を与えます。令和５年６月に、
条件付特定外来生物＊1として新規指定されました。

アライグマ

ヌートリア（三方湖(若狭町）

【ウシガエル】
　ウシガエルは、北米原産の大型のカエルで、多く
の生息が確認されている三方湖や北潟湖の周辺で
は、水生昆虫などの絶滅危惧種を捕食することによ
る生態系被害が懸念されています。若狭町中山のか
や田では平成26年４月から、北潟湖周辺のため池
では、平成28年から駆除を行っています。

【ヌートリア】
　ヌートリアは、南米原産のヌートリア科の水辺に
生息する哺乳類で、昭和51年に高浜町で初めて捕
獲されて以降、高浜町、おおい町、小浜市、若狭町
へと生息地を拡大しています。平成21年には稲の
苗への食害対策として有害捕獲が開始され、以降毎
年捕獲が続けられています。
　県では、平成25年３月に外来生物法に基づく「福
井県ヌートリア防除実施計画」を策定し、「ヌート
リア捕獲従事者養成講習会」を開催し、捕獲者を育
成して捕獲を進めています

＊１�条件付特定外来生物：外来生物法上は特定外来生物となりますが、通常の特定外来生物の規制の一部が、当分の間、適用除外となって
います。具体的には、一般家庭での飼育等については、許可や届出なしで行うことができます。令和５年時点で条件付特定外来生物に
指定されているのは、アカミミガメとアメリカザリガニの２種のみです。
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【セアカゴケグモ】
　セアカゴケグモは、メスに神経毒があり、咬まれ
た場合、人的被害が懸念されます。平成26年７月
に福井市内において、県内での生息が初確認されて
以降、複数の市町で確認されています。県外から搬
入された車の車体から見つかることもあり、県で
は、見つけたら殺虫剤等で駆除するほか、咬まれた
場合は医療機関に相談するよう呼びかけています。

【ウチダザリガニ】
　ウチダザリガニは、北米原産の淡水ザリガニで、
県内では、平成23年６月、大野市下半原の九頭竜
ダムで初確認されました。現在、本ダム湖でのみ確
認されており、在来動植物への生態系被害が懸念さ
れています。県では、拡散防止の看板を設置し、注
意喚起を行っています。

�

【アメリカザリガニ】
　アメリカザリガニは、北米原産の淡水ザリガニ
で、県内ではほぼ全域で確認されています。在来の
水生植物、水生昆虫、両生類、魚類を捕食すること

ウチダザリガニの注意喚起の看板

による生態系被害のほか、農林水産物への食害も問
題となります。アカミミガメと同じく、令和５年６
月から条件付特定外来生物に新規指定されました。

（３）外来魚対策【水産課、自然環境課】
　外来魚とは、もともと日本に生息していなかった
魚の総称ですが、中でもブラックバス(オオクチバ
ス、コクチバス等の総称)とブルーギルは、主に釣
りの対象魚として放流されたことにより分布が全国
に広がったと考えられています。これらの外来魚は、
魚や魚卵等を食べ、繁殖力の強さと環境適応能力の
高さから全国各地で河川・湖の生態系や内水面漁業
に被害を及ぼしています。
　本県でも、ブラックバスやブルーギルが三方湖や
北潟湖、九頭竜ダム、真名川ダム、河川等で確認さ
れています。
　ブラックバスやブルーギルの移植は外来生物法に
基づき禁止されており、県では、漁業者による駆除
への助成を行ってきました。
　さらに、外来魚の実態調査や効率的な駆除方法の
確立とそれに基づく漁業者への指導・助言、県民に
対する啓発活動を含めた総合的な対策を講じること
により、ブラックバスやブルーギルの撲滅を目指し
ています。

【ブラックバス・ブルーギル】
　平成14年度から三方湖で、平成20年度からはた
め池で、平成22年度からは九頭竜ダムで、平成30
年度からは真名川において外来魚の駆除を実施して
います。
　地域の住民の意識啓発や地域住民の主体的な防除
の拡大にも努め、モデル地区での防除を実施し、効
果的な駆除手法を収集しています。

（４）侵入防止対策【港湾空港課、自然環境課】
【ヒアリ】
　特定外来生物のヒアリは、平成29年６月に兵庫
県尼崎市で初確認されて以降、令和５年11月末ま
でに18都道府県で111事例が確認されています。
　県ではヒアリが多く確認されている韓国からの定
期コンテナ航路がある敦賀港において、平成29年
７月以降、国や港湾関係者等と協力してモニタリン
グ調査を実施しています。令和５年11月末時点で、
県内においてヒアリの生息は確認されていません。

セアカゴケグモの注意喚起のチラシ
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（１）鳥獣の現況
 【自然環境課、中山間農業・畜産課】
　本県で生息が確認されている陸生哺乳類は36種、
鳥類は317種あり、これらは県民の豊かな暮らしを
支える大切な財産となっています。しかし、近年の
社会環境や自然環境の変化により、一部の鳥獣が絶
滅の危機に瀕する一方、増えすぎた鳥獣は人間生活
や農林水産業等の生産活動に被害をもたらしていま
す。このような状況を解決するため、県では鳥獣保
護区を設定するなどし、減少傾向にある渡り鳥等の
保護を図るとともに、イノシシやニホンジカ、ニホ
ンザルをはじめ、ハクビシンやアライグマといった
特定の加害獣については、狩猟や有害鳥獣捕獲の強
化による被害対策を推進しています。

（２）鳥獣保護区等の指定【自然環境課】
　本県では、鳥獣保護区、鳥獣保護区特別保護地区、
特定猟具使用禁止区域（銃）および指定猟法禁止区
域（鉛製銃弾）を指定し、野生鳥獣の適切な保護や
狩猟による危険の防止、鉛汚染防止の普及といった
狩猟の適正化を図っています。これらの指定は、「鳥
獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律
（以下、鳥獣法）」に基づき、県において作成した「第
13次福井県鳥獣保護管理事業計画（令和４～令和
８年度）」に沿って、地元住民や狩猟団体、農林漁
業者、自然再生団体など多くの利害関係者の理解と
協力のもとに進めています。

（３）狩猟、有害鳥獣捕獲の現況
 【自然環境課、中山間農業・畜産課】
① 狩猟者の育成と狩猟による捕獲の強化等
　平成27年に鳥獣法の改正に伴い、捕獲の担い手
の確保を目的として、わな猟および網猟免許の取得
可能年齢が20歳以上から18歳以上に引き下げられ
ました。これを受けて県では、農林高校等への狩猟
免許取得の呼びかけや、捕獲技術研修会の開催によ
り狩猟者育成を図っています。令和６年１月には福
井市のアウトドアショップの協力により、狩猟の魅
力を発信するイベントを開催し、特にアウトドア派
の若者に対し狩猟の魅力や狩猟免許取得をＰＲしま
した。
　本県では、ニホンジカやイノシシによる農林業等
被害を防止するため、第二種特定鳥獣管理計画によ
り、両獣種の狩猟期間＊1を延長し、登録狩猟によ
る捕獲の強化を図っています。
　また、県では狩猟違反や狩猟事故等の防止のた
め、関係機関や警察と連携した指導と狩猟期間＊1

初日のパトロールを実施しています。

４　鳥獣の保護と管理 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＊１�狩猟期間：11月15日～翌年2�月15日（本県では、ニホンジカとイノシシに限り11月1日から3月31日までとします。ただし、わな猟
および止めさしのための銃に限る。）。なお、捕獲できる鳥獣の種類、場所、方法等は法令で細かく規制されています。

表2-3-4　鳥獣保護区等の指定状況
(令和５年11月１日現在)

区　　分 箇所数 面　　積　(ha)

鳥獣保護区
（うち特別保護地区）

47
（14）

32,783
 （1,319）

特定猟具使用禁止区域
（銃） 69 29,683

指定猟法禁止区域
（鉛製銃弾） 1 292

計 117 62,758
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表2-3-5　狩猟免許*1交付状況(令和５年３月末現在)
免許区分 所持者 試験合格者

網 猟 104 23
わ な 猟 1,428 89
第一種銃猟 678 39
第二種銃猟 12 3
計（のべ数） 2,222 154

表2-3-6　狩猟者登録＊1証交付状況（令和５年３月末現在）
登録区分 県内者 県外者 計

網 猟 13 0 13
わ な 猟 706 15 721
第一種銃猟 413 139 552
第二種銃猟 16 2 18

計 1,148 156 1,304

② 鳥獣被害の防止対策
　野生鳥獣による被害の防止のため、電気柵や追払
いなどの被害防除を行うとともに、農林業へ深刻な
被害を出している鳥獣については、市町の許可によ
る迅速かつ適切な有害鳥獣捕獲を行っています。さ
らに、個体数が増えすぎて農林業や生態系への被害
を出している獣類については、第二種特定鳥獣管理
計画による狩猟期間の延長措置や個体数調整の実
施、外来獣については防除実施計画により野外から
の完全排除を目指し、積極的な捕獲を行っていま
す。

　平成22年度から、各農林総合事務所や嶺南振興
局に鳥獣害対策推進チームを設け、被害地区の組織
体制の強化、人づくり、専門家の育成、情報収集分
析力の向上、電気柵や捕獲檻の整備拡充等の総合的
な対策を実施しています。また、令和２年度から、
県が事業主体となって捕獲を行う「指定管理鳥獣捕
獲等事業」を実施しており、豚熱の感染拡大防止と
国の重要文化的景観に選定された越前水仙の被害減
少を図るため、奥山等に生息するイノシシとニホン
ジカの集中捕獲を行っている他、令和４年度からは
行政域を跨いでニホンジカを捕獲する広域捕獲事業
を行っています。

表2-3-8　狩猟者による鳥獣捕獲数（令和４年度）
鳥類名 捕獲数 対前年度増減 獣  類  名 捕 獲 数 対前年度増減

カ モ 類 569 △261 イ ノ シ シ 408 128
キ ジ 84 0 ニホンジカ 737 △434
ヤ マ ド リ 34 9 ツキノワグマ 2 2
そ の 他 28 △101 そ の 他 17 △4

計 715 △353 計 1,164 △308

表2-3-7　狩猟者登録数の推移（県外在住者も含む）
免許区分（年度） H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4
網 猟 5 4 6 3 2 5 2 3 9 9 13
わ な 猟 595 602 651 711 720 741 761 752 734 729 721
第 一種銃猟 870 811 793 751 742 703 663 609 561 574 552
第 二種銃猟 10 7 7 11 14 13 16 19 20 20 18

計 1,480 1,424 1,457 1,476 1,478 1,462 1,442 1,383 1,324 1,332 1,304

＊1�狩猟免許と狩猟者登録：狩猟をしようとする人は、住所地の都道府県が行う狩猟免許試験に合格し、免許（全国で有効）を取得（３年
ごとに更新が必要）し、狩猟をしようとする都道府県で狩猟者登録を毎年行う必要があります。
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（４）特定鳥獣の保護管理
 【自然環境課、中山間農業・畜産課】
　県では、ニホンジカやイノシシ等による自然生態
系への影響や農林業被害が深刻化する現状を踏ま
え、個体数の低減を目的とした「第二種特定鳥獣管
理計画（ニホンジカ・イノシシ・ニホンザル）」と、
繁殖力が弱く捕獲しすぎると絶滅のおそれのあるツ
キノワグマの保護を目的とした「第一種特定鳥獣保
護計画（ツキノワグマ）」を作成しています。

① ニホンジカ
　ニホンジカの計画的な個体数管理を行うため、平
成16年９月に「特定鳥獣保護管理計画（ニホンジ
カ）」（現在、第二種特定鳥獣管理計画（ニホンジカ）
に改題）を策定しました。令和４年３月に第５期計
画を策定し、令和５年度は年間捕獲目標数を嶺北地
域では7,200頭以上、嶺南地域では5,500頭以上に
設定し、シカの捕獲技術普及のための講習会の実施
等による有害捕獲体制の強化や狩猟規制の緩和等に
よる被害対策を進めています。

② イノシシ
　令和４年のイノシシによる農作物被害額は48 ,546
千円で、野生鳥獣による農作物被害全体の50 ％を
占めており、農業振興の大きな障害となっていま
す。県では、イノシシ被害の低減を目的に平成22
年10月に「特定鳥獣保護管理計画（イノシシ）」（現
在、第二種特定鳥獣管理計画（イノシシ）に改題）
を策定しました。令和４年３月に第３期計画を策定
し、被害対策を進めています。

③ ニホンザル
　ニホンザルは、古くから嶺南地方を中心に生息が
知られていますが、近年、奥越地域や丹南地域でも
出没が増加し、農業被害や生活被害を与えていま
す。県では、ニホンザル被害の低減を目的に平成
27年10月に「第二種特定鳥獣管理計画（ニホンザ
ル）」を策定しました。令和４年３月に第２期計画
を策定し、被害対策を進めています。

表2-3-9　有害鳥獣捕獲による捕獲頭数と農林業被害面積の推移
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④ ツキノワグマ
　近年、ツキノワグマの集落付近への出没が増加し、
人身被害の危険性が高まっていることから、ツキノ
ワグマによる人身被害を防止しつつ、科学的な知見
に基づく計画的な保護管理を行うために、令和４年
３月に「第３期第一種特定鳥獣保護計画（R４～ R
８）」を策定しました。
　本計画に基づき、令和４年度から、年間捕獲上限
数を嶺北地域では120頭、嶺南地域では36頭に引き
上げ、捕獲を強化するとともに、ツキノワグマを集
落に誘引しないよう、果樹等を適切に管理する対策
を進めています。一方で、ツキノワグマの棲み場所
である奥山では広葉樹を増やす等の取り組みを行
い、人身被害の防止とツキノワグマの保護の両立を
図っています。

（５）獣肉の利活用【中山間農業・畜産課】
　県では、鳥獣害対策の一つとして、捕獲したイノ
シシやニホンジカの獣肉の有効活用を進めていま
す。捕獲した有害獣の肉を有効に活用することは、
処分費用の軽減や、捕獲に当たる方々のやる気の向
上などを通じて、捕獲数の増加につながることから
非常に重要なことです。
　ジビエ＊1の魅力を広く伝えるため、平成22年度
から、レストランの紹介パンフレットの配布、家庭
向けレシピ集の発行を行っている他、平成26年度
から、小学校等で学校給食にジビエ料理を提供する
際の補助を行っています。令和４年度には、高等学
校の調理科などを対象としたジビエ調理実習を行う
など、ジビエの普及を推進しています。

（６）野生鳥獣との共存に向けた情報収集
 【自然環境課、中山間農業・畜産課】
　県では、鳥獣の保護や鳥獣による被害対策のた
め、生息状況や環境調査を実施しています。
　日本野鳥の会福井県の協力を得て、国内外から季
節的に飛来してくる鳥類の生息状況や繁殖状況のモ
ニタリング調査として、渡り鳥保全調査（昭和52
年～）を実施しており、令和３年度は、県内の２か
所で５～６月および９～ 10月の期間に飛来状況や
繁殖状況調査を実施しました。また、カモ科鳥類生
息調査(昭和44年～ )では、毎年１月初旬に県内の
主な飛来地となる17の河川、湖沼等においてガン・
カモ・ハクチョウ類の飛来種と数のカウント調査を
実施しています。令和４年度の調査では17調査地
で23種、計29 ,003羽のガン・カモ・ハクチョウ類
が確認されました。こういった調査を通じて本県の
豊かな野生鳥獣の生息環境が良好に維持されている
かを確認しています。

　ツキノワグマについては、秋の大量出没発生を予
測するため平成17年度から毎年、８月上旬～９月
上旬に秋のツキノワグマの食物となるブナ科堅果
（ドングリ類）の豊凶調査を実施しています。
　この調査の結果、令和５年度の秋はブナ凶作、ミ
ズナラ不作、コナラ不作であるため、クマの餌が不
足し、クマが人里に大量に出没するおそれがあると
予測されました。この内容は９月に開催された「ツ
キノワグマ出没対策連絡会」で市町等に広く情報共
有されました。

カモ科鳥類生息調査の様子

＊1�ジビエ：ジビエ（gibier）とは、フランス語で野生動物や鳥の狩猟肉のことです。丁寧に加工・調理された新鮮なイノシシやシカの肉は、
他にはない味わいや香りを楽しめるだけでなく、高たんぱく・低脂肪で、今注目されている食材の一つです。
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　平成27年10月からは、県内の住民等から市町
等へ寄せられたツキノワグマの出没情報の収集お
よび地域住民、農林業者、観光客等への迅速な配
信と情報共有をするため、インターネットを使っ
た情報収集配信システム（福井クマ情報　https://
tsukinowaguma.pref.fukui.lg.jp/KUMA/Top.aspx)
を再整備しました。これにより、メールマガジンの
個人登録者へ携帯メールにて出没等の情報を提供す
ることが可能となり、事故防止対策を強化しまし
た。
　ニホンジカについては、平成15年度から狩猟者
の目撃・捕獲情報の収集やシカの糞塊密度調査を実
施し、生息個体数の推定を行うとともに、個体数指
標の増減傾向を見ながら、適切な個体数密度へ誘導
する施策を行っています。
　さらに、近年、全国的に内水面漁業に深刻な被害
を与えているカワウについて、平成19年度から県
内12 ～ 13か所のねぐらや営巣地で個体数調査を実
施し、増減傾向の把握を行っています。
　人間の自然へのはたらきかけ方や気候変動など環
境の変化に応じて、野生鳥獣の生息数や分布などは
常に変化します。こうしたことから、野生鳥獣との
共存を図るためには、状況の変化を常にモニタリン
グし、状況に応じた対策を行っていく必要がありま
す。
　県では今後とも、野生鳥獣の情報収集を行い、順
応的な対応により人と野生鳥獣との共存を図ってい
きます。

ツキノワグマの餌となるブナ科堅果類調査
(県内42か所、県自然保護センター実施)

自然保護センターにおいて収容されたコウノトリ

�（７）傷病鳥獣の保護【自然環境課】
　県では昭和55年に（公社）福井県獣医師会と連
携し、傷病を負った野生鳥獣の救護事業を開始しま
した。現在、県自然保護センターを中心とし、（公社）
福井県獣医師会、市町、動物園、自然保護団体、県
民ボランティア等と連携し、野外で人為的な原因で
負傷等した野生鳥獣を救護し、野生へ復帰させる活
動を行っています。
　令和４年度の傷病鳥獣の救護および治療件数は全
体で27件、33個体でした。その内訳は、鳥類25件、
31羽（93 .9%）、哺乳類２件、２頭（6.1%）となっ
ています。この中には、県絶滅危惧種のコウノトリ
や県域準絶滅危惧Ⅱ種のアオハズクが含まれていま
す。
　傷病鳥獣の救護の通報の多くは、県民から寄せら
れますが、県では、巣立ちビナを迷子やケガをして
いると間違えて保護するケースの防止や、野生鳥獣
には寄生虫など人にも感染する病気もあることか
ら、素手で野生動物を触らない、触った場合はうが
い手洗いを行うことなど、「野生鳥獣との接し方」
についても普及しています。
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（１）河川における自然環境の保全【河川課】
① 水生生物の生息に必要な水の流れの確保
　市街地等を流れる中小河川では、コンクリートの
護岸におおわれ、また、水深も浅いことから、自然
環境が損なわれ、水質も悪化している区間がありま
す。このような区間において、自然な河岸や瀬と淵
を創出し、良好な河川環境を再生する試みを進めて
おり、福井市の足羽川、底喰川、狐川などでは、低
水路＊1を設けて、適度な水の流れを確保すること
により、川が本来持っている自然浄化機能の回復と
生物が生息できるような河川環境の保全を図ってい
ます。

② 生態系＊2や親水性、景観等に配慮した事業の推進
　河川空間は、都市における生物の重要な生息環境
であり、また水と緑の貴重なオープンスペースとし
て地域社会に潤いを与えるとともに、街の景観形成
や地域住民の憩いとやすらぎの場として重要な役割
を果たしています。
　河川改修事業等の実施にあたっては、このような
河川の役割と周辺の利用状況に配慮しながら、多種
多様な動植物が生息しやすい、自然がそのまま残っ
たような多自然川づくりを進めています。
　また、市町が行う公園整備等と連携しながら水辺
に近づける河岸の整備などを進めています。

５　生物多様性を育む農林水産業等の推進 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＊1低水路：通常の水量が少ない時に、水深を確保するために設けた水路。
＊2�生態系：生物（有機物）と生物を取り巻く非生物的な環境（無機物）が互いに影響を及ぼしながら、太陽の光と水から生命（エネルギー）
の循環を作り出すシステムのことで、身近には、森林、草原、湿原、湖、河川、海岸など、小規模なまとまりのある地域に存在してい
ます。

＊3高水敷：常に水が流れる低水路より一段高い部分の敷地。
＊4エコトーン：生態系の推移帯。

表2-3-10　河川改修事業等による事例
施　工　河　川 内　　　　　　容　　【事 業 期 間】

一乗谷川
（福井市安波賀町～福井市西新町）

一乗谷朝倉氏遺跡周辺の自然環境を保全し、地域住民の生活と調和した
良好な河川環境の創出を図るため、自然石積の護岸・ホタル生息に配慮
した緩勾配の低水護岸等を整備しています。【S63 ～ R3】

狐川
（福井市角折町～福井市花堂北）

本来の狐川の自然を復元し、また子どもたちが水辺にふれあえるように、�
住民と行政等が協力して低水路や河畔林等を整備しています。
� 【H15 ～ R2】

足羽川
（福井市大瀬町～板垣）

表土覆土等による在来植生の早期復元や低水護岸への自然的素材の採用
など、水際・水域環境の保全に努めています。また、水域から高水敷＊3

への連続したエコトーン＊4の形成にも配慮しました。【H16 ～ H21】

一乗谷川の整備状況
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（２）農村環境の保全【農村振興課】
① 自然環境を活かした魅力ある農村環境づくり
　農村は、健全で持続的な農業が維持されることに
より、食料の安定供給とともに、国土・環境保全、
水源の涵養、保健休養、やすらぎ、伝統文化の継承
などの多面的機能を発揮しており、人々の生活に不
可欠なものです。
　また、人々にやすらぎを与えてくれる緑豊かな農
村環境は、地域住民のみならず、農村にゆとりとや
すらぎを求める都市住民にとっても極めて重要であ
り、地域共有の財産として維持・保全していくこと
が必要です。
　県では、農村の環境を適切に維持・保全するとと
もに、将来を担う感性豊かな子どもたちを育てるた
め、農村環境の重要な要素となっている水田、水路、
ため池、里山などを生き物とのふれあいの場として
活用し、農村の持つ多面的機能の啓発普及など、農
業・農村や自然環境への関心と理解を深める取組み
を行っています。

② 環境との調和に配慮した農業農村の整備
　農村では、水田などの農地のほか、用排水路、た
め池、畦や土手・堤といった様々な環境により、多
様な生態系が形成されてきました。
　しかし、近年の開発等により野生生物種の個体群
の絶滅が危惧されています。
　このため、農業・農村の整備においては、可能な
限り環境への負荷や影響を回避・低減し、良好な環
境を維持・供給する「環境との調和に配慮」した整
備を進めるため、環境配慮に係る検討会議を開催
し、地域住民や専門家を交えて意見交換を行い、事
業計画に反映しています。
　また、田んぼや用排水路などに生息する生き物を
調査し、「環境との調和に配慮」した整備手法・工
法の検討も行っています。
　検討結果を踏まえ、水系の連続性を確保する水田
魚道の設置、水路への適度な土砂堆積、周年水が確
保される「深み」、生き物の生息場所や這い上がり
スロープなどの設置、工事資材への木材の活用な
ど、様々な工夫により施工しています。

　施工の前後に行っている生き物調査は地元小学校
では環境学習として利用されています。

③ 地域共同による地域資源の保全活動の推進
　多面的な機能を有する農地や農業用水などは、農
村地域にとって欠かすことのできない資源です。し
かしながら、近年の農村地域の過疎化、高齢化、混
住化等の進行に伴う集落機能の低下により、適切な
保全管理が困難となっている状況にあります。
　このため、農業者だけでなく非農家等の多様な主
体の参加による、地域ぐるみで行う地域資源の保全
活動に係る支援を行い、その広がりを進めています。
　令和５年度は、県内約31 ,800haで農地や農業用
水などの地域資源や農村環境の保全に向けた活動が
展開されています。

地域住民による草刈り作業
（小浜市　松永）

水田魚道の設置による水系の連続性の確保
（越前町）
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（３）水と緑のネットワーク整備【河川課】
　福井市の中心域には、歴史のある用水路が張りめ
ぐらされ、市内の河川とともに、市民が身近にふれ
あえる貴重な水辺として重要な役割を果たしてきま
した。しかし、近年の都市化の進展や農地の減少に
より、水路や河川を流れる水量が減少するととも
に、水路の埋立てや蓋がけが進むなど、市内の貴重
な水と緑の空間が失われつつありました。
　このため、平成16年に「水と緑のネットワーク
整備計画」を策定し、九頭竜川から市内の用水路や
河川に環境用水を導水する整備を行い、河川浄化、
良好な水辺環境の向上、防災機能の向上を図りまし
た。また、底喰川、権現川、光明寺用水、内輪用水
にモデル箇所を定め、水辺空間の整備を行いまし
た。

（４）海岸における砂浜保全と自然環境への配慮
 【砂防防災課】
　海岸は海水浴等のレジャーやスポーツ、体験活動
等といった様々な用途に利用されるとともに、魚介
類をはじめとして野鳥、海藻、海浜植物等の多様な
動植物が生息していることから、国土の保全を目的
とした離岸堤や突堤などの海岸保全施設について
も、自然環境に配慮しながら整備しています。
　また、漂流・漂着ごみにより海岸機能の低下や、
生態系を含めた環境・景観の悪化が近年深刻化して
いることから、「美しく豊かな自然を保護するため
の海岸における良好な景観及び環境の保全に係る海
岸漂着物等の処理等の推進に関する法律（海岸漂着
物処理推進法）」に基づき、関係部局と連携し、漂
流・漂着ごみに対する実効的な対策を行っていま
す。

底喰川における水辺空間の整備 自然環境に配慮して整備された海岸（福井市浜住海岸）
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（５）港湾施設における環境配慮【港湾空港課】
　港湾施設の整備にあたっては、施設が地域住民に
とって生活空間の一部であることから、施設の機能
向上に加え、レクリエーションなどで施設を訪れる
人たちにとって快適な空間になるように、景観や親
水性に配慮した整備を行っています。
　敦賀港金ヶ崎緑地は、敦賀港を訪れる人たちに
とっての憩いの場として、また「うみんぴあ大飯」
の環境緑地は、こども家族館と一体となり「うみん
ぴあ大飯」を訪れる人たちが楽しめる場として快適
な空間となっています。

（６）自然環境に配慮した土石流対策【砂防防災課】
　砂防堰堤の整備においては、平常時には無害な土
砂が流れ出る構造で、河道を寸断せず、土砂や流木
の捕捉効果も高い「透過型砂防堰堤」を原則採用す
るとともに、渓流の侵食防止工事においても、底張
りを原則廃止するなど、自然環境に配慮した土石流
対策を進めています。
　また、砂防堰堤の残存型枠については、森林を健
全化し土砂災害防止に貢献するため、県内産間伐材
の利用を推進しています。

（７）自然環境に配慮したがけ崩れ対策
 【砂防防災課】
　がけ崩れ対策の主な工法である待受け擁壁におい
て、従前からのコンクリート擁壁ではなく、掘削土
などの現地発生材を活用した補強土壁工を積極的に
採用しています。
　この工法では、残土として処分する土量を減らす
ことができるだけでなく、擁壁表面の緑化が可能と
なり、景観にも配慮した対策工事を行うことができ
ます。

敦賀市金ヶ崎緑地

うみんぴあ大飯環境緑地

補強土壁工法（東黒田地区　若狭町東黒田）

透過型砂防堰堤（滝ヶ谷川　敦賀市田尻） 自
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（８）採石場、土採取場跡地の緑化
 【産業技術課、砂防防災課】
　砕石および石材は、道路の路盤材あるいはコンク
リートに混入する骨材等として用いられており、社
会資本の整備に必要不可欠な資源です。しかし、そ
の原料である岩石の採取にあたっては、大規模な森
林開発を要する場合が多く、森林保全との調整が重
要です。
　県内では、令和５年12月現在、20か所の岩石採
取場が稼働中であり、主に山腹の森林を伐採し、表
土を除去後、地下の岩石を採取する形態となってい
ます。
　それぞれの事業者は、採石法に基づいて岩石採取
計画を知事に提出し、認可を受けて操業しているほ
か、県条例によって一定面積以上の場合には環境影
響評価の実施が義務付けられています。
採取にあたっては、計画に従って岩石の採取が最終
岩壁に達した部分から順次種子吹付け、植栽等を実
施して、採掘終了後の緑化を図るよう指導していま
す。
　また、県土採取規制条例に基づき、土の採取に伴
い災害が発生するおそれのある区域（24区域）を
土採取規制区域として指定しています。規制区域内
において土の採取を行う場合は、知事の認可を受け
なければなりません。同時に、土の採取に伴う災害
防止や県民の生活環境保全のために適切な措置をと
ること、採取跡地の整備を適切に行うことが義務付
けられています。
　なお、樹木のうち景観上重要と思われるものにつ
いては、その全部または一部の保存を極力図ること、
採取跡地については、植樹や種子吹付け等により緑
化を図るよう指導しています。さらに、採石、土採
取が適正に行われるよう、巡回パトロール等を通じ
て、事業者等に対し指導・監督を行っています。

（９）自然環境、景観に配慮した道路整備
 【道路建設課】
　道路環境に関する課題として、渋滞の解消や自動
車交通量の抑制、沿道景観と調和した道路整備など
があります。
　これら課題に対応するため、「公共交通機関との
連携・支援」および「環境と調和した道路整備」を
進めています。
　「公共交通機関との連携・支援」においては、二
酸化炭素や窒素酸化物などの排出量を減らし、
燃料消費の少ない低炭素社会につながる公共交通機
関の利用を促進するとともに、交通の円滑化を図る
ため、交通結節点の改善や付近のアクセス道路の整
備を進めています。
　「環境と調和した道路整備」においては、福井県
の有する豊かな自然環境や生態系との共生・調和を
図るとともに、「福井県橋りょう景観ガイドライン」
により周辺景観に配慮した橋りょう整備を行うなど
沿道環境および景観の保全に配慮した道路整備を進
めています。自
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（10）環境に配慮した林道の整備【森づくり課】
　林道の整備にあたっては、全体計画調査において
地形や自然環境の調査を行い、希少な動植物への影
響や地形改変を最小限にとどめるよう工事を進めて
います。
　また、間伐材を利用した丸太、木材チップによる
法面保護など環境負荷の少ない木質資材の積極的な
利用や、在来種を活用した緑化による自然環境の復
元など、環境に配慮した林道整備に取り組んでいま
す。

表2-3-11　環境、景観に配慮した主な道路施策

主　　　な　　　施　　　策

公共交通機関との連携・支援 ○駅へのアクセス道路の整備
○駅前広場の整備

環境と調和した道路整備

○無電柱化の推進
○街路樹植栽などによる道路緑化
○�バイパス道路の整備や右折レーン設置による渋滞の解消と走行速度の
向上
○�循環型社会を目指し、建設副産物の発生の抑制、建設資源のリサイク
ルを推進
○�動植物の生息・生育空間に配慮し、生態系全般との調和を図るため道
路法面の緑化などを推進

間伐材の活用例
（林道　若狭遠敷線　丸太伏工）
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第３章　循環型社会の推進

第１節　一般廃棄物＊1の減量化とリサイクル推進

１　プラスチックごみ対策の強化【循環社会推進課】�　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（２）マイボトル運動の展開
　令和元年度より、ペットボトル等の使い捨てプラ
スチックに代わり、水筒やタンブラー等の利用を推
進する「マイボトル運動」を展開しています。
　持参したマイボトルに購入した飲料を提供してく
れる県内飲食店等を「マイボトル運動協力店」とし
て県ホームページで紹介しており、令和６年２月末
現在、56店舗に協力をいただいています。
　令和３年度からは、マイボトル利用推進に取り組
む県内企業・団体等を「マイボトル運動推進サポー
ター」として登録しています。令和６年２月末現在、
119団体に登録をいただいています。

（３）脱プラスチック生活の取組推進
　家庭でできる使い捨てプラスチックを極力使わな
い生活の意識付けを図るため、マイバックの持参や
洗剤などの詰め替え用製品の購入、量り売りによる
購入など、プラスチックごみ削減の取組事例をパン
フレットや県ホームページ、出前講座などの機会に
紹介しています。

（１）プラスチック代替製品の利用促進
　プラスチック資源循環促進法施行を受けて、令和
５年度から紙や木、バイオマスプラスチックなどの
プラスチック代替製品を導入する事業者に対し、費
用の一部を補助する制度を創設しました。
　さらに、令和５年度は県内で製造されたプラス
チック代替製品を紹介するリーフレットを作成する
とともに、ふるさと環境フェア2023においてリー
フレット掲載製品の展示を行いました。
　これらの取組みにより、県民がプラスチック代替
製品を身近なものとして使用できる環境づくりを推
進し、使い捨てプラスチック削減意識の醸成を図り
ます。

ふるさと環境フェア2023での展示

（１）「おいしいふくい食べきり運動」の実施 
　県では、食品廃棄物の減量化と食品ロスの削減の
ため、全国に先駆けて「おいしいふくい食べきり運
動」を実施しています。
　「おいしいふくい食べきり運動」を進めるため、
平成25年度から消費者団体である福井県連合婦人
会と協働して啓発活動を行っており、飲食店や企業
に対する働きかけ、地域イベントでの住民への啓
発、保育園での食べきり運動学習会などを実施して
います。
　また、本県が事務局を担う「全国おいしいふくい
食べきり運動ネットワーク協議会」において、「情
報共有・発信」と「全国共同キャンペーン」を実施

しています。「情報共有・発信」として、各自治体
が実施している食品ロス削減のための取組み事例を
会員自治体に共有しているほか、「全国共同キャン
ペーン」として、10月には家庭での「おいしい食
べきり」を呼びかけ、12月から１月には、外食時
の「おいしい食べきり」を呼びかけています。
　今後も、協議会参加の自治体や県内の市町、団体、
民間企業とも協力し、幅広い世代に対して「おいし
いふくい食べきり運動」の普及啓発を進めていきま
す。

２　食品ロス削減の推進【循環社会推進課】 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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第３章　循環型社会の推進

全国共同キャンペーンちらし

（１）一般廃棄物の状況
① ごみの排出量
　県内のごみ総排出量は、令和３年度において25
万ｔ、１人１日当たりは888ｇであり、前年度と比
較すると、総排出量は6,133ｔ（2.40 ％）減少して
おり、１人１日当たり排出量は13ｇ減少していま
す。

（２）てまえどりの推進
　食品ロス削減のためには、「消費期限」「賞味期限」
の違いについての啓発や、商品棚の手前にある消費
期限の近い商品を積極的に選ぶ購買行動「てまえど
り」など、事業者の売れ残りによる食品ロス削減に

令和３年度においては、生活系ごみ（家庭から排出
される一般廃棄物）が5,189ｔ減少し、事業系ごみ
（事業所から排出される一般廃棄物）は944ｔ減少
しました。

向けた取組みも重要です。そのため、令和５年度に
は、県民に広く「てまえどり」が普及するよう、県
内スーパー等の小売事業者に県独自のポップやポス
ターを配布しました。

（３）フードロスマイスターの養成
　県では、令和３年度から「使いきりレシピ」や
「冷蔵庫収納術」などの講座を開催し、食品ロスに
ついての知識や削減方法のノウハウを習得した人を
「フードロスマイスター」として養成しています。
現在まで「フードロスマイスター」の認定数は着実
に増加しており、引き続き食品ロス削減のための知
識等を習得した県民を増やす取組みを進めていきま
す。

３　一般廃棄物＊１の削減とリサイクル推進 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＊１�一般廃棄物：廃棄物処理法において、産業廃棄物以外のものと定義されており、具体的には、ごみ(生活系ごみと事業系ごみに区分)や
し尿などを指します。
産業廃棄物：事業活動に伴って生じた廃棄物のうち、燃え殻、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチック類その他について廃棄
物処理法で定められています。

＊２中間処理：埋立て等の最終処分に対して、焼却や破砕等を中間処理といいます。

循
環
型
社
会
の
推
進



◆第２部　分野別施策の実施状況

84

分
野
別
施
策
の

実
施
状
況

② ごみの処理状況
　市町（一部事務組合を含む。）では、通常、収集
されたごみを、資源化、焼却、破砕等の中間処理＊2

をした上で、その残さなどを埋立処分しています。

③ リサイクルの状況
　令和３年度に市町において資源ごみの分別収集
や中間処理により資源化された量は、２万４千tと
なっています。
　また、住民団体等によって資源として集団回収さ
れた量は２万８千tとなっています。
　市町における資源化と集団回収を併せた５万２千t�

　令和３年度に市町が収集し、処理されたごみ25�
万ｔのうち、資源化された「資源化量」は２万４千t、�
焼却等で減量化された「減量化量」は19万５千t、
埋め立てられた「最終処分量」は２万８千tでした。

がリサイクルにまわされ、リサイクル率は18 .8 ％
となっています（令和２年度：18 .2 ％）。
リサイクル率は、全国と比べて低い結果となってお
り、今後、県民のさらなるリサイクルに対する取組
みが必要となっています。

リサイクル量　５２，２１１ｔ
リサイクル率　１８．８％

図3-1-2　令和３年度ごみ処理フロー図  

ごみ処理量
２４９，５３６ｔ

最終処分量
２７，７０８ｔ

減量化量
１９４，７１０t

資源化量
２３，９９４ｔ

集団回収量
２８，２１７ｔ

表3-1-3　リサイクル量の推移 （単位：千t）

年　　度 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1 R2 R3
資源化量 33 33 33 32 31 29 28 26 25 25 25 25 24
集団回収量 21 21 21 20 18 18 17 23 26 28 27 26 28
リサイクル量 54 54 54 52 49 47 45 49 51 53 52 51 52

図3-1-4　リサイクル率(注)の推移

（注）リサイクル率＝リサイクル量÷（ごみ処理量＋集団回収）
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④ 廃棄物処理施設の状況
　市町では、収集された一般廃棄物を処理するた
め、ごみ焼却施設、粗大ごみ処理施設、埋立処分地
施設等の廃棄物処理施設を設置しています。
令和５年３月現在、ごみ焼却施設は９施設設置さ

（２）ごみ減量化・リサイクルへの取組み
 【循環社会推進課】
① 行動指針および推進体制
　県では、「福井県廃棄物処理計画」、またこの計画
の上位計画となる「福井県環境基本計画」に基づき、
「おいしいふくい食べきり運動」などによる食品ロ
ス削減や紙資源の分別強化、プラスチックの使用削
減などにより、廃棄物の減量化やリサイクルを推進
しています。令和３年３月に策定した廃棄物処理計
画では、令和７年度の目標値を次表のとおり設定し
ています。

② ごみの減量化・リサイクルの推進
ア ごみの分別強化、紙類のリサイクル
　一般廃棄物の減量化推進のため、平成28年度か
ら、県、市町、住民代表による「福井県ごみ減量化
推進会議」を開催し、県と市町が一丸となってごみ
減量化および分別徹底によるリサイクルを推進して
います。令和３年からは、「福井県ごみ減量化推進
会議」内に設置した、実務担当者で構成する「ごみ
減量化推進部会」において、食品ロス、プラスチッ
クごみなどの課題解決のための効果的な施策の検討
を行っています。

れており、処理能力は1,055ｔ/日となっています。
また、一般廃棄物最終処分場は10施設設置されて
おり、残余容量等を考慮しながら計画的に新しい施
設の整備が進められています。

　「福井県廃棄物処理計画」に基づく施策を着実に
推進するためには、県民全体で推進していくという
機運づくりが重要であり、そのため、女性団体や消
費者団体、事業者等と協力し啓発活動等を展開しま
す。
　また、一般廃棄物の排出状況や処理体制等は各市
町によって異なることから、市町間での共有化を図
るための情報を提供したり、全県的な運動を主体的
に展開したりします。

　また、燃やせるこみの約４割を占めると推計され
る紙類については、リサイクル可能な紙資源である
「雑がみ」の分別徹底を呼び掛けるとともに、紙資
源回収拠点の拡充や周知を行っています。
　令和５年度は、イベントで雑がみ分別クイズの
ブースを設けたり、事業者に対して優良事例を紹介
して分別実践を呼びかけたりするなど、分別徹底に
ついてさらなる普及啓発を図りました。

表3-1-5　「福井県廃棄物処理計画」の目標値

目標値

指　　　　標
平成 30 年度 令和７年度
現　　　状 目標値（予測値）

一人一日当たりごみ排出量 903g 858g （922ｇ）

一般廃棄物のリサイクル率 18 .6% 21 .0% （20 .8 ％）

循
環
型
社
会
の
推
進

第３章　循環型社会の推進



◆第２部　分野別施策の実施状況

86

分
野
別
施
策
の

実
施
状
況

イ リペア・リユース推進事業
　修理ボランティアの養成や修理事業者の利用促進
を通じて、「ものを大切にする」意識の醸成を図る
ため、おもちゃや洋服・ぬいぐるみを修理するボラ
ンティアの養成講座やリユースイベントの開催、修
理事業者「まちの修理屋さん」の利用促進を行って
います。
　県では、おもちゃの修理ボランティア「おもちゃ
ドクター」を養成するため、平成23年度より、お
もちゃの修理技術等を学ぶ養成講座を開催していま
す。
　令和元年度からは洋服やぬいぐるみを補修するボ
ランティア「洋服・ぬいぐるみお直し隊」の養成に
取り組んでおり、今後ボランティア団体として活動
していけるよう支援しています。

③ 容器包装廃棄物、家電製品、
　　　　自動車のリサイクル推進体制の確立
ア 容器包装リサイクル法
　一般廃棄物の容積比で約６割を占める缶、びん、
ペットボトルなどの容器包装廃棄物のリサイクルを
推進するため、平成９年４月から「容器包装に係る
分別収集及び再商品化の促進等に関する法律」（容
器包装リサイクル法）が施行されました。平成12
年度からは同法が完全施行され、それまでの缶、び
ん、ペットボトルおよび紙パックに加え、その他の
紙製容器包装、プラスチック製容器包装およびダン
ボールが同法の対象となりました。
　平成18年12月には容器包装リサイクル法が一部
改正され、事業者に対する排出抑制を促進するため
の措置の導入や事業者が市町村に資金を拠出する仕
組みの創設などが盛り込まれました。
　県では、令和４年度に「第10期福井県分別収集
促進計画＊１」を策定し、県民に対する容器包装廃
棄物の排出抑制や市町における容器包装廃棄物の収
集品目の拡大を図る等の取組みを進めています。

令和５年度には、福井県産業会館で開催されたふる
さと環境フェア2023において、古本市やおもちゃ
病院によるおもちゃの無料修理などを実施しまし
た。

ふるさと環境フェア2023でのリユースイベント

＊1�福井県分別収集促進計画：各市町が策定する「市町村分別収集計画」を踏まえ、県全体の容器包装廃棄物の発生見込量および容器包装
廃棄物の分別収集の促進等について定めるもの。

表3-1-6　容器包装廃棄物の分別収集取組状況
 (令和５年３月末現在)

区　　　　分
取組市町数

（令和４年度
現在）

令和５年度
見　込

び
ん
類

無　色 全市町 全市町

茶　色 全市町 全市町

その他の色 16 16

缶
類

スチール缶 全市町 全市町

アルミ缶 全市町 全市町
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
類

ペットボトル 全市町 全市町

プラスチック製
容器包装 11 11

紙
類

飲料用紙パック 16 16

段ボール 全市町 全市町

その他の紙製容器
包装 全市町 全市町

循
環
型
社
会
の
推
進



87

分
野
別
施
策
の

実
施
状
況

イ 家電リサイクル法
　家電製品のリサイクルを推進するため、平成13
年４月から「特定家庭用機器再商品化法」（家電リ
サイクル法）が施行されています。この法律は、家
電製品の小売業者に引取義務を、製造業者等（家電
メーカー、家電輸入業者）に再商品化等（リサイク
ル）の義務を課し、消費者に収集・再商品化等に要
する費用の負担を求めるものです。
　テレビ、冷蔵庫・冷凍庫、洗濯機・乾燥機および
エアコンの４品目が対象になっています。
　県では、消費者（排出者）、小売店に対して、こ
の法律に基づくリサイクルが円滑に進むよう普及啓
発を進めています。また、廃家電の不法投棄への監
視にも力を入れていきます。

ウ パソコンリサイクル
　平成15年10月から「資源の有効な利用の促進に
関する法律」（資源有効利用促進法）に基づき、家
庭系パソコンのリサイクルが始まりました。これま
で自治体が回収・処理していた家庭用使用済パソコ
ンを製造等事業者（パソコンメーカー等）が自主回
収および再資源化を行い、消費者は収集・再資源化
に要する費用を負担するものです。

エ 小型家電リサイクル法
　平成25年４月から「使用済小型電子機器等の再
資源化の促進に関する法律」が施行され、家庭の電
気や電池で動く小型家電（携帯電話、デジカメ、ド
ライヤー、ゲーム機など）を市町が回収し、国の認
定を受けたリサイクル事業者等が再資源化する「小
型家電リサイクル制度」が始まりました。これまで
使用済小型家電は、市町において廃棄物として処分
され、その中に含まれる有用な金属が十分に回収さ
れていませんでしたが、この制度のスタートにより、
使用済小型家電の回収や再資源化が進められること
となりました。

オ 自動車リサイクル
年間約274万台排出される使用済自動車は、有用金
属・部品を含み資源として価値が高いものであるた
め、従来は解体業者や破砕業者において売買を通じ
て流通し、リサイクル・処理が行われてきました。

　しかし、産業廃棄物処分場の逼迫や従来のリサイ
クルシステムの機能不全により、不法投棄・不適正
処理の懸念がもたれていました。
　このため、自動車製造業者を中心とした関係者に
適切な役割分担を義務付けることにより、使用済自
動車のリサイクル・適正処理を図るため使用済自動
車の再資源化等に関する法律（自動車リサイクル法）
が平成14年７月に制定されました。平成17年１月
からリサイクル料金の預託や電子マニフェストによ
る移動報告が開始されるなど、本格施行されていま
す（解体業等の許可制度は平成16年７月から先行
施行）。
　法施行に伴い、関係事業者の電子情報による使用
済自動車の移動報告および「フロン類」、「エアバッ
ク類」の回収や「廃タイヤ」、「バッテリー」等の適
正処理が行われ、これらに必要な費用を自動車の所
有者が負担することとされました。令和４年度に本
県において引取業者に引き渡された使用済自動車
は、約１万５千台あり、この使用済自動車はフロン
類回収業者、解体業者および破砕業者等に引き渡さ
れました。
　今後とも、使用済自動車のリサイクル・適正処理
を推進するため、関係事業者に対する監視指導を適
切に行っていきます。

表3-1-7　自動車リサイクル法関連事業者の種別
 （令和５年３月末現在）

業　種 事　 業　 内　 容 事業者数

引 取 業 使用済自動車の引取りを行う
登録業者 199 件

フロン類
回 収 業

カーエアコンからフロン類を
回収する登録業者 64 件

解 体 業

エアバック類を回収するとと
もに、バッテリー、タイヤ、
廃油・廃液等を再資源化基準
に従って適切な解体を行う許
可業者
（基準に従って解体を行った
場合のみ、使用済自動車から
の部品取りを行うことができ
る。）

23 件

破 砕 業

解体された使用済自動車を破
砕するため、プレス・せん断
など破砕前処理を行う許可業
者および解体された使用済自
動車を破砕する許可業者

8件

※�事業者数は福井県で登録・許可を受けている業者数であり、
福井市で登録・許可を受けている事業者数は含みません。
　（福井市は平成 31 年 4 月 1 日に中核市に移行）

循
環
型
社
会
の
推
進

第３章　循環型社会の推進



◆第２部　分野別施策の実施状況

88

分
野
別
施
策
の

実
施
状
況

④ 下水汚泥有効利用促進【河川課】
　下水道の普及拡大に伴い、下水汚泥は年々増加し
ており、下水汚泥の減量化とリサイクルを推進して
います。
　福井県では９市８町１事務組合で下水道による汚
水処理を行っており、令和４年度に発生した下水
汚泥約36 ,200ｔのうち85 ％をセメント原料、肥料、
建設資材などに有効利用しています。
　今後も下水汚泥の有効活用に積極的に取り組んで
いきます。

（３）建設リサイクル【土木管理課】
① 建設リサイクルの現状
　建設工事から発生する廃棄物の本県におけるリサ
イクル率は全体で９割を超えています。

② 法律制定の背景
　建設工事から発生する廃棄物は種類が多く、本県
では産業廃棄物全体の約２割を占めており、分別し
なければごみとして最終処分されることになりま
す。また、全国的にみても最終処分場の残存容量は
あとわずかとなっています。
　さらに、昭和40年代の高度経済成長期に大量に
建設された建築物が今後更新期を迎えることから、
解体による廃棄物の排出量の増加が予想されます。

図3-1-8　下水汚泥リサイクル率の推移

　このため、廃棄物の分別・リサイクルおよび適正
処理をより一層促進させることを目的に、「建設工
事に係る資材の再資源化等に関する法律」（建設リ
サイクル法）が、平成14年５月30日から全面施行
されました。

③ 法律の概要
　この法律は、下記の３つの柱から成り立ってお
り、発注者（施主）による工事の事前届出の他、元
請業者から発注者への再資源化完了報告などが義務
付けられています。

①分別解体・リサイクルの義務付け
②�分別解体・リサイクルの実施を確保するため
の措置
③解体工事業の登録制度の創設
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図3-1-9　建設廃棄物のリサイクル率

図 3-1-10　分別解体・リサイクル実施の流れ
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④ 建設リサイクルの促進
　法の実効性を確保するため、日常のパトロールに
加え、年２回、施工中の工事現場を対象に、県内一
斉パトロールを実施しています。
　また、建設リサイクルを総合的に推進するため、
県内の国、県、市町の工事発注機関、建設業団体等
からなる「建設副産物対策連絡協議会」において、
廃棄物の利用実態の把握と情報交換を進め、リサイ
クル率の向上に取り組んでいます。

（４）食品リサイクル【循環社会推進課】
① 食品廃棄物の現状
　食品廃棄物は、食品の製造の段階で発生する動植
物性の残さが産業廃棄物に分類され、食品の流通段
階（スーパー等）や消費段階（レストラン・家庭等）
で発生する売れ残り、調理残、食べ残し等が一般廃
棄物に分類されます。
　一般廃棄物の生ごみの大半が、市町等の施設にお
いて焼却処理される中、池田町および越前町では�
行政が中心となって、回収・堆肥化に取り組んでい
ます。
　また、NPO法人や民間事業者による生ごみの�
リサイクルも行われています。

② 食品リサイクル法
　平成19年12月に「食品循環資源の再生利用等の
促進に関する法律」（食品リサイクル法）が改正さ�
れ、食品廃棄物の発生量が100ｔ以上の事業者は、

毎年度、食品廃棄物等の発生量や食品循環資源の�
再生利用等の状況を報告することが義務付けられま
した。
　また、再生利用事業計画の認定制度の見直し等の
措置が講じられました。
　平成24年４月に暫定的に設定をした食品廃棄物
等の「発生抑制の目標値」に関して、業種の追加を
行い、平成26年４月から26業種について発生抑制
の目標値を設定し、さらに平成27年８月より５業
種の目標値を追加しました。
　令和３年度における食品循環資源の再生利用等実
施率は、業種別に食品製造業で96%、食品卸売業
で70%、食品小売業で55%、外食産業で35%となっ
ています。

（５）有機性資源等の活用【流通販売課】
　農業による環境への負荷を軽減するとともに、よ
り安全で安心な農産物の生産拡大を図るため、化学
肥料や化学合成農薬の投入を抑えた生産技術の普及
と併せ、家畜排せつ物や籾殻、生ごみ等の有機性資
源を堆肥化し、利活用するエコ農業を推進していま
す。
　また、有機性資源の活用による土づくりを行い、
化学肥料や化学合成農薬の使用を削減するエコ農業
に取り組む農業者の育成を図るため、グループでエ
コ農業に取り組む生産者の支援や、特別栽培農産物
の認証制度の普及推進、生産者と消費者の相互理解
の促進を図っています。

福井県特別栽培農産物認証制度
　県では、より安全・安心な農産物の生産を目指して、化学合
成農薬や化学肥料の使用を極力抑えた（慣行栽培の５割以上削
減）「特別栽培農産物」について、平成13年４月から独自の基
準を設けて認証しています。

福井県特別栽培農産物認証制度の実績

年度 農家数(戸) 面積(ha)

H23 731 1 ,597

H24 880 2 ,015

H25 834 1 ,940

H26 789 1 ,794

H27 829 2 ,079

H28 858 2 ,223

H29 841 2 ,240

H30 768 2 ,035

R1 661 1 ,706

R2 606 1 ,603

R3 556 1 ,583

R4 520 1 ,619

コラム

認証区分① 認証区分② 認証区分③ 認証区分④

循
環
型
社
会
の
推
進

第３章　循環型社会の推進



◆第２部　分野別施策の実施状況

90

分
野
別
施
策
の

実
施
状
況

（１）県内の発生状況
① 県内総排出量
　平成30年度に本県で排出した産業廃棄物は2,943
千tであり、平成25年度の2,895千tと比較すると、
約1.6 ％増加しています。

② 種類別排出量
　産業廃棄物の排出量を種類別にみると、汚泥の排
出量が最も多く、1,576千t（全排出量の54 ％）、次
いで、がれき類553千t（19 ％）、ばいじん270千t
（９％）､ 廃プラスチック類148千t（５％）、木くず
87千t（３％）の順で、この５種類で全体の約90 ％
を占めています。（図3-2 -3）

③ 業種別排出量
　産業廃棄物の排出量を業種別にみると、製造業が
最も多く、1,195千t（全排出量の41 ％）、次いで、
建設業753千t（26 ％）、水道業520千t（18 ％）の
順となっており、この３業種で85 ％を占めていま
す。（図3-2 -4）

（２）処理処分状況
① 発生からの処理処分状況
　排出量2,943千tの処理処分状況は、再生利用量
1,292千t（44�％）、減量化量1,571千t（53％）、最
終処分量81千t（３％）等となっています。（図3-2 -5）
　平成25年度と比較すると、再生利用量の割合が
減少（45 ％→44 ％）し、最終処分量の割合が増加
（２％→３％）しています。

１　産業廃棄物の３R促進 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（注）�産業廃棄物の実態調査については、県内事業所から産業廃棄物排出事業所を抽出し、アンケート調査により実施しています。調

査は５年ごとに実施しており、直近のデ－タは、平成30年度の値です。

汚泥
54%

がれき類
19%

ばいじん
9％

ばいじん
9％

廃プラス
チック類

5%

木くず
3%

その他
10%

製造業
41%

建築業
26%

水道業
18%

電気業
10%

鉱業
3%

その他
2%

図3-2-1　種類別排出量構成比（平成30年度）

図3-2-2　種類別排出量構成比（平成30年度）

第２節　産業廃棄物の減量化とリサイクル推進
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② 種類別処理状況
　汚泥については、1,576千tの排出量があります
が、88 ％が減量化され、最終処分量は１％となっ
ています。
　がれき類については、553千tのうち97 ％が再生
利用されています。

　廃プラスチック類では、148千tのうち66 ％が減
量化されています。
　最終処分量を種類別にみると、がれき類が14千
tで最も多く、次いで、汚泥、廃プラスチック類12
千tの順となっています。

図3-2-3　平成30年度処理処分状況

図3-2-4　種類別処理状況（平成30年度）
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（３）産業廃棄物処理業の状況
　産業廃棄物の処理について、廃棄物処理法では、
「事業者は、その事業活動に伴って生じた廃棄物を
自らの責任において適正に処理しなければならな
い」と規定しています。「自らの責任において適正
に処理する」とは、排出事業者が「自ら処理する場
合」と「許可を持っている処理業者に処理を委託す
る場合」とがあります。
　実際には、排出事業者が自ら中間処理施設や最終

（４）産業廃棄物処理施設の状況 
　廃棄物処理法第15条の規定に基づく産業廃棄物
処理施設の施設数は､ 令和５年３月末現在102件で
す。令和４年度の産業廃棄物処理施設の新たな設置
許可は１件ありました。

処分場を設置することは少なく、産業廃棄物の処理
を産業廃棄物処理業者に委託しています。
　本県における産業廃棄物処理業の許可件数は、令
和５年３月末現在2,422件で、業の種類別では、収
集運搬業（特別管理産業廃棄物の収集運搬業を含
む。）の許可は2,274件と全体の約94 ％を占めてい
ます。

表3-2-5　産業廃棄物処理業許可件数（令和５年３月末現在）

許 可 区 分 収集運搬 中間処理（処分） 最終処分 中間処理・最終処分 計

産 業 廃 棄 物 2 ,020 137 2 3 2 ,162

特別管理産業廃棄物 254 5 0 1 260

合 　 　 　 計 2 ,274 142 2 4 2 ,422

表3-2-6　産業廃棄物処理施設数（令和５年３月末現在）

種　別 施　設　数 備　　　　　　考

破 砕 施 設 ７３施設 廃プラスチック類、木くず、がれき類

焼 却 施 設 　１４施設 汚泥、廃油、廃プラスチック類

最 終 処 分 場 　８施設 安定型、管理型

そ の 他 ７施設 脱水、油水分離、中和

合 　 計 　１０２施設
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（１）減量化・リサイクルへの取組み
　産業廃棄物の減量化やリサイクルを達成するに
は、排出事業者の自主的な取組みが重要です。そこ
で、産業廃棄物の発生量が年間500t以上（特別管
理産業廃棄物の場合は年間50t以上）である事業場
を設置している事業者（多量排出事業者）を対象に、
廃棄物の処理計画の策定および実施状況の報告を求
め、事業者の自主的な取組みを促しています。また、
事業者を対象にした研修会を開催し、減量化・リサ
イクルに関する先進的な事例やリサイクル認定製品
制度を紹介し、啓発を行っています。
　そのほか適正処理を推進する観点から、産業廃棄
物の適正処理の手続きを解説したパンフレットを作
成・配布するほか、主に中小規模の排出事業者を対
象に、適正処理に関する手続きをわかりやすく解説
する研修会を開催しています。

（２）リサイクル製品の利用拡大
　リサイクル製品の活用は、埋立処分場の延命化や
バージン原材料の節約など、循環型社会の推進に大
きく貢献することになります。
　そこで県では、リサイクル製品の利用促進および
リサイクル産業の育成を図り、資源循環型社会を推
進していくため、主に県内で発生する再生資源を利
用して製造される製品を認定する「福井県リサイク
ル製品認定制度」を運用しています。
　平成11年12月の施行から24年目を迎え、令和５
年９月末現在で33製品を認定しています。
　リサイクル製品普及促進のため、県の公共工事等
において、地域から発生した再生資源を活用した製
品を同一地域内で積極的に利用しているほか、市町
や国の出先機関にも積極的な活用を呼びかけていま
す。
　また、「フクイ建設技術フェア」などのイベント
への出展や県庁ホールでの展示およびホームページ
による広報等により、リサイクル製品のＰＲや認定
制度の周知を行っています。
　今後も、リサイクル製品がさらに広く普及するよ
う取り組んでいきます。

２　使用済み資源の有効利用の推進【循環社会推進課】 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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（１）廃棄物処理法の周知
　廃棄物の適正処理を確保するため、廃棄物処理
法では、産業廃棄物委託基準＊1や産業廃棄物管理
票（マニフェスト）＊2制度などが定められています。
しかしながら、不法投棄などの不適正処理事案が後
を絶たないことから、近年、同法の改正が頻繁に行

（２）不法投棄対策の推進
　不法投棄対策としては、「福井県廃棄物不法投棄
等対策要領」（平成３年策定）や「産業廃棄物処理
業者等監視指導マニュアル」（平成12年策定）に基
づき、各健康福祉センターにおいて不法投棄の重点
監視地域を定め、県職員が休日を含めて実施してい
る監視パトロールに、民間委託の監視パトロールを
加えたパトロール体制で、年間を通じて監視を実施
しています。そのほか、不法投棄１１０番の設置に
より広く県民から情報提供を受けたり、県が依頼し
ている不法投棄等連絡員からの情報の提供を受けた
りするなどして、不法投棄等の未然防止と早期発見
に努めています。
　また、一般社団法人福井県産業資源循環協会が平
成８年に設置した「産業廃棄物適正処理指導員」や
市町等の各種関係団体と連携した重点監視地域への
合同パトロール、県警ヘリコプターによるスカイパ
トロールなど広域的なパトロールを実施し、不法投
棄の撲滅に努めています。

第３節　廃棄物の適正な処理の推進【循環社会推進課】

１　不法投棄防止に向けたパトロール・監視強化 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

われ、規制の強化が図られています。
　県では、事業者や産業廃棄物処理業者に対する講
習会を開催し、同法の多岐にわたる改正内容につい
て周知徹底を図っています。

　さらに、広域・悪質化する不適正事案に迅速かつ
的確に対応するため、平成15年度には、警察本部
からの出向職員を増員し、監視・指導グループを設
置したほか、市町職員を県職員に併任し、産業廃棄
物に係る立入検査権限を付与するとともに、県の土
木事務所職員や農林総合事務所職員等にも立入検査
権限を付与し、監視体制の強化を図っています。
　また、隣接県との共同取組みとして、県境を走行
する産業廃棄物運搬車両の合同路上検査を実施し、
廃棄物の適正処理について指導・啓発を行っていま
す。
　健康福祉センター、土木事務所、農林総合事務所、
市町、警察署、森林組合、内水面漁業協同組合等か
ら組織される「廃棄物不法処理防止連絡協議会」を
福井、坂井、奥越、丹南、二州、若狭の６ブロック
別に設置し、地域ごとに監視体制の強化を図ってい
ます。

＊１�産業廃棄物委託基準：排出事業者は、産業廃棄物の運搬または処分を他人に委託する場合には、法令に定められた委託基準に従わなけ
ればなりません。

＊２�産業廃棄物管理票（マニフェスト）：排出事業者は、産業廃棄物の収集運搬または処分を他人に委託する場合には、必要事項を記載し
た産業廃棄物管理票（マニフェスト）を交付しなければなりません。この産業廃棄物管理票制度とは、産業廃棄物の処理の工程（収集
運搬、中間処理等）ごとに終了の報告を受けていくことで、委託した産業廃棄物が適正に処理されたことを排出事業者が確認する制度
であり、排出事業者は最終処分の終了を確認するまで、自らが排出した産業廃棄物についてその処理の責任を負うことになります。

表3-3-1　廃棄物処理法の近年の改正状況

平成18年
改正

無害化処理認定制度の創設、石綿含有廃棄
物処理基準の創設、石綿含有産業廃棄物等
の溶融施設の許可対象施設への追加など。

平成22年
改正

排出事業者の適正処理確保のための対策の強化、廃棄物処理施
設維持管理対策の強化、廃棄物処理業の優良化の推進、排出抑
制の徹底、適正な循環的利用の確保、焼却時の熱利用の促進、
収集運搬業の許可の合理化など。

平成19年
改正

産業廃棄物である「木くず」の範囲の変更
など。

平成29年
改正

許可を取り消された者等に対する措置の強化、特別管理産業廃
棄物の多量排出事業者に対する電子マニフェストの使用義務
化、有害使用済み機器の保管等にかかる届出等の義務化など。

平成21年
改正

無害化処理に係る特例の対象に微量PCB汚
染廃電気機器等の追加、PCB廃棄物の焼却
施設の維持管理基準の追加など。

令和元年
改正 成年被後見人等に係る欠格条項の見直しなど。
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　平成21年度からは、不法投棄防止体制強化のた
めの監視カメラの運用を開始し、県内の不法投棄多
発場所等に設置しています。

表3-3-2　令和４年中の廃棄物処理法違反の検挙状況
 【福井県警察本部生活環境課調べ】

区 　分 検挙件数 検挙人員
不 法 投 棄 22 22
野 外 焼 却 20 31
そ の 他 2 1

計 44 54

（３）普及啓発事業の実施
　廃棄物の不法投棄や野外焼却を未然に防止する意
識を高めるため、12月を「不法投棄等防止啓発強
調月間」と定め、各種啓発活動を行っています。
　令和４年度は、次の事業を実施しています。
 ① �新聞、ラジオ、ケーブルテレビ、市町の広報誌
による啓発

 ② �電光掲示板による啓発、啓発パネルの展示、パ
ンフレットの配布

 ③ 事業所への立入検査、パトロールの実施

（４）敦賀市民間最終処分場抜本対策事業の推進
　昭和62年、キンキクリーンセンター株式会社が
敦賀市樫曲地係に設置した廃棄物の管理型最終処分
場については、無許可による違法増設が判明したこ
とから、平成12年に施設の使用停止を指導しまし
た。
　また、生活環境保全上の支障を除去するため、平
成14年から行政代執行に着手しています。
　県では「特定産業廃棄物に起因する支障の除去等
に関する特別措置法」の実施計画に基づき、水注入
等による浄化促進対策や水処理等の維持管理を行っ
てきました。同法は令和４年度末で失効しましたが、
令和５年度以降も水処理等の維持管理を継続し、早
期の事業完了を目指します。

※�抜本対策事業の取組み状況は、循環社会推進課のホー
ムページに掲載しています。
　�https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/junkan/tsuruga-
shisyoujyokyo-top.html

監視カメラの設置

合同路上検査

不法投棄、野外焼却を見かけたら・・・

【不法投棄 110 番】
ゼロごみはよい

電話０７７６－２０－０５８４
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（１）安全で信頼性のある廃棄物処理施設の確保
　「福井県産業廃棄物等適正処理指導要綱｣ におい
て、廃棄物処理施設設置等許可の事前審査手続きと
廃棄物処理法に定める基準よりも厳しい構造･維持
管理基準を定め、施設設置等許可の事前審査を行っ
ています｡
　また、｢産業廃棄物処理業者等監視指導マニュア
ル｣ に基づき、最終処分場等の立入検査回数を増や
すなど施設への監視指導を強化しており、今後と�
も､ 処理施設の安全性と信頼性を確保し、県民の生
活環境の保全を図っていきます。

（２）優良な処理業者の育成
　平成23年の廃棄物処理法改正により、遵法性や
事業の透明性、環境配慮の取組みなど、一定の基準
を満たした処理業者を認定する「優良産業廃棄物処
理業者認定制度」が創設されました。当該制度は、
優良基準に適合し、認定を受けた処理業者(以下「優
良認定処理業者」という。)について、処理業更新
期間の延長等の特例＊１を付与するとともに、排出
事業者が優良な処理業者を選定しやすい環境を整備
することで、産業廃棄物の適正処理の推進を図るこ
とを目的としています。
　本県では、127社が優良認定処理業者となってい
ます（令和５年３月末日現在）。

（３）廃棄物処理施設、リサイクル施設見学会
　廃棄物処理施設の重要性に対する地域住民の理解
促進を図るため、施設見学会を実施しています。
　令和４年度は、太陽光パネルのリサイクルという
テーマで開催し、22名の参加がありました。

２　優良産業廃棄物処理業者認定制度の普及と啓発 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＊１�優良認定処理業者に対する特例措置：産業廃棄物処理業の許可更新時において一定の基準を満たした処理業者に対し、通常5年の産業
廃棄物処理業の許可の有効期間を7年に延長する等の特例措置が設けられています。
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（１）海岸漂着物の回収・処理
　本県では、冬季の季節風や海流の影響による海外
からのごみの漂着や、河川を通じて生活ごみが流れ
着くといった要因により、毎年多くのごみが海岸に
漂着し、景観、観光、漁業等に大きな影響を及ぼし
ています。
　県では、海岸漂着ごみの円滑な回収・処分や発生
抑制を推進するため、令和４年３月に「福井県海岸
漂着物対策推進計画」を策定しました。
本計画に基づき、県、市町、地域住民、民間団体な
ど、様々な主体が連携・協力し、地域の回収スケ
ジュールを把握することなどにより、国の補助金を
活用しながら計画的かつ効率的に海岸漂着物などの
回収・処理を進めています。

（２）海岸漂着物の発生抑制
　令和３年度から、海ごみの発生防止をテーマに、
県内の河川上流域から下流域ならびに海岸におい
て、住民・企業・団体などが清掃を行う「ふくい海
ごみゼロチャレンジ」を実施しています。
　また、福井県の海岸漂着ごみの実態周知・啓発を
目的として、令和２年度から「福井県海岸漂着物等
実態調査」を実施しています。
　令和４年度には「みんなで海ごみを減らそう」啓
発動画コンテストと称し、福井県の海岸漂着ごみの

　近年は地球温暖化の影響もあり、全国で災害が頻
発化・激甚化していますが、ひとたび大規模災害が
起こると、大量かつ多種類の廃棄物が混在して発生
します。これらの災害廃棄物の処理は、生活環境の
保全および公衆衛生の悪化の防止、被災地域の早期
の復旧・復興への第一歩となることから、迅速な処
理を行うため、平時から市町の対応力の向上を図る
など事前の備えが重要となります。
　県では、市町の災害廃棄物処理計画の策定を促進
するとともに、国、地方公共団体、関係団体と協力・
連携しながら、大規模災害にそなえ、広域処理も含
めた適正かつ円滑・迅速な処理体制の整備を進めて
います。

３　海岸漂着物の円滑な回収・処理や発生抑制の推進 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４　災害廃棄物の処理体制の整備 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

現状、一人ひとりができることなどについて、海岸
から遠い地域にお住いの県民にも興味を持って視聴
し、学んでいただけるような動画作品を募集しまし
た。
　令和５年度には一般社団法人福丼県プロジェクト
と共催で、地元住民や大学生・留学生を交えて海岸
漂着ごみの組成調査イベントを開催し、その様子を
まとめた動画を作成しました。
　県調査結果や動画作品等は、環境学習に自由に活
用できるよう、県のホームページで公開していま
す。

　令和５年度では、７月に嶺北を中心に広く浸水被
害をもたらす大雨が発生し、水に浸かった畳や家具
といった災害廃棄物が発生しました。県では大雨発
生時から各市町と連絡を密にし、災害廃棄物の発生
状況や廃棄物処理施設の被災状況等の確認を行うと
ともに、必要に応じて市町とともに現場確認を行う
など、市町が円滑に災害廃棄物を処理できるよう協
力しました。

海岸漂着ごみ組成調査イベントの様子
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第４章　生活環境の保全

第１節　水・大気環境の保全

１　河川・湖沼・海域の水質保全� 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＊１�公共用水域：河川・湖沼・港湾・沿岸海域その他公共の用に供される水域およびこれに接続する公共溝きょ、かんがい用水路その他公
共の用に供される水路のことです。

＊２�環境基準：人の健康を保護し、生活環境を保全する上で維持されることが望ましい基準で、環境施策に係る行政上の目標のことです。
大気汚染・水質汚濁・土壌汚染・騒音について定められています。

＊３�カドミウム：四大公害病の一つイタイイタイ病の原因物質とされており、大量に体内に入ると慢性中毒となり、腎尿細管の再吸収機能
が阻害され、カルシウムが失われて骨軟化症を起こすといわれています。

＊４�BOD（生物化学的酸素要求量）：水中の汚濁物が微生物の働きによって分解されるときに必要な酸素の量で、河川の有機汚濁を測る
代表的な指標です。この値が大きいほど河川の汚濁が進んでいることになります。

＊５�COD（化学的酸素要求量）：水中の汚濁物を酸化剤で化学的に分解したときに消費される酸素の量で、湖沼や海の有機汚濁を測る代
表的な指標です。この値が大きいほど湖沼や海の汚濁が進んでいることになります。

＊６�要監視項目：人の健康の保護に関連する物質ですが、公共用水域等における検出状況等からみて、現時点では直ちに環境基準健康項目
とはせず、引き続き知見の集積に努めるべきものとして、クロロホルム等27項目が指定されています。

＊７�富栄養化：水が循環しにくい水域において、生活排水等の流入による窒素・燐濃度の上昇により、植物プラクトンが異常に繁殖して水
質が著しく悪化する状態をいいます。

（１）公共用水域＊1の水質【環境政策課】
① 水質汚濁に係る環境基準＊2等
　「人の健康の保護に関する項目」（以下「健康項目」
という。）は、カドミウム＊3等の有害物質27項目に
ついて定められ、全ての公共用水域に一律に適用さ
れています（ダイオキシン類については、第2節で
記載）。
　「生活環境の保全に関する項目」（以下「生活環境
項目」という。）は、BOD＊4、COD＊5等９項目に
ついて、利用目的等に応じて定められた各公共用水
域の類型ごとに基準値が定められています。県内で
は24河川、２湖沼、８海域について類型が指定さ
れています。
　また、環境基準項目のほかに「要監視項目＊6」に
指定されている物質があります。
　国土交通省、県および福井市では、水質汚濁防止
法の規定に基づき、公共用水域の水質汚濁の状況を
把握するため、毎年、常時監視を実施しています。
② 環境基準の達成状況
　令和４年度の結果は、次のとおりです。
ア 健康項目
　河川43、湖沼３および海域６の計52地点で測定
を行いました。その結果、全ての地点で環境基準を
達成していました。
イ 生活環境項目
　県内の公共用水域のBOD、CODの状況は、図
4-1-1のとおりです。

１）河川
　類型が指定されている24河川・36水域の全てに
おいて、環境基準を達成しました。測定地点ごとの
BODの値をランク付けすると表4-1-2のとおりで
あり、人為汚濁の少ない河川が上位となっており、
一方、市街地下流部の河川では汚濁がみられます。

表4-1-2　測定地点別の水質ランキング
（BOD75％値ベスト３）� (単位�:�mg/L)
順位 河川名 測定地点 類型 BOD 環境基準
1 北川 西津橋 A <0 .5 2
2 大納川 末端 - <0 .5 -

3 足羽川 天神橋 A <0 .5 2
北川 上中橋 A <0 .5 2

（BOD75％値ワースト３）� (単位�:�mg/L)
順位 河川名 測定地点 類型 BOD 環境基準
1 馬渡川 馬渡大橋 - 9 .1 -
2 鞍谷川 小富士橋 D 5.4 8
3 磯部川 安沢橋 D 5.2 8

２）湖沼
　北潟湖および三方五湖における測定の結果、
CODについては、類型が指定されている４水域の
うち２水域で環境基準を達成し、環境基準達成率は
50 ％でした。
　また、富栄養化＊7の指標である全窒素および全
燐について、類型が指定されている３水域のうち、
全窒素は３水域で環境基準を達成しませんでした
が、全燐は１水域で環境基準を達成し、環境基準達
成率は33 ％でした。（表4-1-3）
　湖沼の水質は、年度による変動が大きく、今後も
その推移を注視していく必要があります。
（図4-1-4 ～ 6）
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図4-1-1　公共用水域水質測定結果（令和４年度）� （BOD・COD　75％値）
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３）海域
　８海域における測定の結果、CODについては、
類型が指定されている10水域全てにおいて、環境
基準を達成しました。また、全窒素および全燐につ
いては、類型が指定されている６水域全てにおい
て、環境基準を達成しました（表4-1-3）。

表4-1-3　環境基準の達成状況（令和４年度）
水　域　区　分 河　川 湖　沼 海　域
健　康　項　目 100 ％ 100 ％ 100 ％

生活環境
項目

BOD・COD 100 ％ 50 ％ 100 ％
全　窒　素 ― 0％ 100 ％
全　　　燐 ― 33 ％ 100 ％
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図4-1-4　環境基準達成率（BOD･COD）の推移

図4-1-5　北潟湖の水質の推移 図4-1-6　三方五湖の水質の推移
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③ 海水浴場の状況
　県内15海水浴場（利用者数おおむね１万人以上）
において、令和５年４～５月の水浴シーズン前に水
質検査を実施しました。
　その結果、環境省の定めた判定基準において、全
ての海水浴場が「適」に該当しており、また、病原
性大腸菌O157については全て不検出でした。
　県内の海水浴場は、引き続き全国でトップクラス
の良好な水質が保たれています。

コラム 「環境基準」と「類型」と「きれいな水」の関係
　水の汚れ具合を判断する代表的な指標として、河川についてはBOD、湖沼と海域についてはCODが
あります。これらは有機物の汚れを分解するために必要な酸素の量を汚れの目安とするもので、この
値が小さいほど「きれいな水」ということになります。
　環境基準は、人の健康を保護し、生活環境を保全する上で維持されることが望ましい目標値です。
水質に係る環境基準のうち生活環境に関する基準は、河川、湖沼、海域のそれぞれについて、その利
用形態や目的に応じた類型が定められており、類型ごとにBODやCODの基準値は異なっています。
例えば河川では、「AA」、「A」、「B」、「C」、「D」、「E」の６段階に類型が分けられ、一番上のランクに
なる「AA」類型では、簡易な浄水操作を行えば飲める程度の水質で、BODの基準値は1mg/L以下、
一番下の「E」類型では、特殊な浄水操作で工業用水にでき、日常生活において不快感を生じない程度
の水質で、BODの基準値は10mg/L以下になっています。ある河川のBODの値が5mg/Lの時、その
類型が「AA」ならば環境基準不適合ですが、「E」類型ならば環境基準達成となります。
　従って、環境基準を達成しているかどうかだけで「きれいな水」かどうかは判断できません。BOD
の値を確認する必要があります。
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（２）公共用水域の水質保全の取組み
①工場・事業場等に対する規制と指導【環境政策課】
ア　排水基準等による規制
１）法律に基づく規制
　水質汚濁防止法では、特定施設＊1を設置する工
場や事業場（以下「特定事業場」という。）に対し、
有害物質28項目、生活環境項目14項目について排
水基準を設けて排水濃度を規制しています。
　生活環境項目のうち全窒素および全燐の排水基準
については、「湖沼｣（日向湖を除く三方五湖、北潟
湖等）、「閉鎖性海域｣（敦賀湾、小浜湾、矢代湾、
世久見湾、内浦湾）およびこれらに流入する公共用
水域に排水する特定事業場に対して適用されます。
２）条例・要綱に基づく規制
　県では、水質汚濁防止法の全国一律の排水基準
では環境基準の維持達成が困難な九頭竜川水域等
11水域において、法に基づく条例により、BOD、
CODおよびSS＊2の上乗せ排水基準を設け、一律基
準よりも厳しい規制を行っています。
　また、排水量が一定規模以上の工場等に対して
は、独自の条例により、排出水のBOD、CODおよ
びSSについて負荷量による総量規制を行っていま
す。
　湖沼については、アオコ＊3の発生等を防止する
ため「湖沼の富栄養化防止に関する工場・事業場排
水指導要綱」に基づき指導基準を定め、三方五湖�
（日向湖を除く。）に流入する窒素・燐の負荷を抑制
しています。

イ　工場・事業場に対する監視・指導
　令和４年度の特定施設の届出状況および排水基準
適合状況等の確認のために実施した立入検査の結果
は、次のとおりです。
　水質検査により排水基準不適合となった項目は、
鉄鋼業におけるほう素や、食料品製造業におけるＳ
Ｓ等です。
　排水基準不適合の事業場に対しては排水処理施
設の維持管理の徹底等を指導しており、その結果、�
各事業場とも排水の水質は改善されています。

表4-1-7　特定事業場の立入検査結果

検　査　結　果
検査事業場数 111
排水基準適合 100
排水基準不適合 11

（注）�水質汚濁防止法の事務が移管されている福井市実施分は含
んでいない。

図4-1-8　県内の特定事業場の内訳（福井市を除く）
（令和５年３月末現在）

② 農林業における指導
ア　農業における指導【流通販売課】
　農業における化学肥料や農薬による水など環境へ
の負荷を低減するため、土づくりを進め、化学肥
料・農薬の使用の適正化を図ることが重要です。
　このため県では、農地から公共用水域に排出する
肥料成分を抑制するため、土壌診断による適正施肥
や肥効調節型肥料の普及を推進するとともに、施肥
基準や農作物病害虫防除指針を定め、適切な資材使
用を指導しています。

イ　水産業に対する指導【水産課】
　県では、海面養殖漁場において養殖環境の調査・
監視を行うとともに、トラフグ（若狭ふぐ）を中心
に、適正な飼育方法（飼育密度、給餌量）について
指導しています。

＊１�特定施設：カドミウム等の有害物質を含むなど、BOD等の水の汚染状態を示す項目に関して、生活環境に係る被害を生じるおそれが
ある程度ある汚水や廃液を排出する施設で、水質汚濁防止法施行令で定められています。

＊２�SS（浮遊物質量）：水中に浮遊している微細な固形物の量で、この値が大きいほど汚濁が進んでいることになります。
＊３�アオコ：植物プランクトンの一種で、藍藻類の俗称。窒素や燐濃度の高い富栄養化した湖沼において夏から秋にかけて異常繁殖し、�
湖沼の水を緑色に変色させます。アオコが発生すると透明度が低下したり、着臭等により上水道への利用が不適当となったりします。
さらに、アオコが死滅する際、悪臭を発生するとともに水中の溶存酸素を奪うため、水産や観光上重大な被害をもたらすこともあり�
ます。

パルプ、紙又は
紙加工品の
製造業
64 洗たく業

82 し尿処理施設
125

車両洗浄施設
197

旅館業
919合計

2,025

その他
638
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図4-1-9　県内の集落排水施設整備状況

ウ　畜産業における指導【流通販売課】
　「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に
関する法律」が平成16年11月１日から本格施行さ
れ、畜産農家から排出されるふん尿等が地下浸透し
ないよう適切な家畜排せつ物の処理や施設の管理が
義務化されています。家畜のふん尿は堆肥化して有
用な資源として活用し、処理できない尿汚水につい
ては、浄化処理を行うよう指導しています。

③ 汚水処理施設の整備による生活排水等汚水対策
　私たちの身近な水路や小川には生活排水が流れ込
み、河川や湖沼の汚れの原因となっています。汚れ
をなくすためには、生活排水をきれいにして流すこ
とが必要です。
　生活排水や事業場からの汚水を処理する施設には
下水道、集落排水施設、合併処理浄化槽などがあり、
県および市町において効率的かつ経済的な汚水処理
施設の整備推進を図っています。

ア　下水道の整備【河川課】
１）公共下水道
　公共下水道は、家庭や事業場からの汚水を処理し
たり、雨水を排除したりするために地方公共団体が
事業を実施し、管理している下水道です。
　令和４年度末現在、９市８町１事務組合で処理を
開始しています。下水道普及率は、令和４年度末で
83 .0%となっており、今後も県と市町との連携を密
にして、整備を推進していきます。

２）流域下水道
　流域下水道は、２以上の市町村の公共下水道から
汚水を集めて処理するもので、主に公共用水域の水
質保全を効率的に行うことを目的とし、原則として
県が設置し、管理する下水道です。
　本県では、３市（福井市の森田地区、河合地区、
棗地区、あわら市、坂井市）で九頭竜川流域下水
道の整備を進めており、昭和52年度から事業に着
手し、昭和57年度から順次供用を開始しています。
また、北潟湖周辺については、汚濁負荷量の軽減、
および効率的整備の観点から、北潟湖流域の生活排
水等を九頭竜川流域下水道に排出することとしてい
ます。

イ　集落排水施設の整備
� 【農地保全整備課、水産課、森づくり課】
　農業用水や公共用水域の水質保全と農村・漁村・
山村等の生活環境の改善を目的として、集落排水施
設の整備を進めています。
　集落排水施設は、１集落または数集落を単位とし
て実施する、集落形態に応じた比較的小規模な汚水
集合処理施設です。

１）農業集落排水
　令和４年度末現在の農業集落排水施設の、汚水処
理人口は73 ,046人となりました。

２）漁業集落排水
　令和４年度末現在の漁業集落排水施設は、県内
24地区で、汚水処理人口は7,227人となりました。

３）林業集落排水
　令和４年度末現在の林業集落排水施設は、県内３
地区で、汚水処理人口は213人となりました。
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図4-1-10　汚水処理施設の概要

小規模

集合排水

処理施設

浄化槽市町村
整備推進施設

林業集落
排水施設

簡易排水施設

農林水産省
所管

その他の
汚水処理施設

個別排水
処理施設

総務省所管

環境省所管

総務省所管

コミュニティ・
プラント

合併処理浄化槽
（個人設置）

農業集落
排水施設

漁業集落
排水施設

１.農業振興地域内で計画規模２０戸以上概ね１，０００人以下
２.市町村において資源循環促進計画を定めていること

地方団体、公社、公団等の公的機関、民間開発者の開発行為による住
宅団地等に設置されているし尿と家庭雑排水を処理する施設のうち環境
省所管の地域し尿処理施設整備事業により設置されるもの
計画人口１０１～３０，０００人

集合処理が非効率もしくは、整備が遅れる地域において個人等に市町村
が補助して整備される施設

水道水源の水質保全等を目的として市町村が設置する合併浄化槽
（２０戸以上）

集合処理区域の周辺地域等において市町村が設置する合併浄化槽
（地方単独、２０戸未満）

１.人口が１００人以上、５，０００人以下の漁業集落。ただし、辺地・過疎・
山村・離島については、５０人以上、５，０００人以下の漁業集落
２.漁業依存度または漁家比率が第１位の漁業集落

林野率０．８以上の市町村に存する集落又は、０．８未満の市町村に存す
る集落であって、０．５以上の集落のうち受益戸数が２０戸以上（原則）の
集落を対象に実施

中山間地域で３戸以上２０戸未満

２戸以上２０戸未満の規模の施設整備を個別排水処理施設と整合を図り
事業実施（地方単独）

個
別
処
理

２市町村以上の区域の下水を排除し処理する下水道で、原則県が管
理するもの
公共下水道により排除される雨水のみを受けて、２市町村以上の区
域の雨水を排除する下水道で、原則県が管理するもの

都市下水路
主として市街地における下水を排除するために、地方公共団体が管
理するもので、政令で定める規模以上のもの

公共下水道
(広義)

公共下水道
(狭義)

主として市街地における下水を排除し、処理するもの

単独公共下水道(独自に終末処理場を有する下水道)

流域関連公共下水道(流域下水道に接続する下水道)

特定公共下水道
特定の事業者の事業活動に主として利用され、計画汚水量のうち、事

業者の事業活動に起因する汚水量が概ね２／３以上を占めるもの

特定環境保全
公共下水道(*)

市街化区域以外の区域において設置されるもの

自然保護下水道(自然公園の区域内の水域の水質を保全するもの)
農山漁村下水道(農山漁村において生活環境の改善を図るもの)

(*)公共と同様に単独、流域関連の種別があり、公共処理場への接続も可能

下水道法に
基づく下水道

(国土交通省所管)
流域下水道

簡易な公共下水道(計画処理人口1,000人未満で緊急的な水質保全
                を目的とするもの)

集
合
処
理
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）

S62 S63 H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H17 H19 H21 H23 H25 H27 H29 R3H16 H18 H20 H22 H24 H26 H28 H30 R元 R4

年次

R2

39 39 40 40 
42 42 

44 44 45 45 
47 47 

49 49 
51 51 

54 54 55 55 56 56 
58 58 

60 60 
62 62 63.5 63.5 

65.2 65.2 66.7 66.7 68.1 68.1 69.3 69.3 70.5 70.5 71.7 71.7 72.7 72.7 73.7 73.7 75.1 75.1 75.8 75.8 76.3 76.3 77.0 77.0 77.6 77.6 77.8 77.8 78.3 78.3 78.8 78.8 79.3 79.3 79.779.7 80.180.1 80.680.6 8181

30 30 31 31 
33 33 

36 36 37 37 38 38 
40 40 

43 43 
47 47 48 48 49 49 

51 51 
53 53 

55 55 
56.9 56.9 57.8 57.8 59.4 59.4 

61.4 61.4 62.9 62.9 
65.0 65.0 

67.0 67.0 68.2 68.2 
70.5 70.5 72.1 72.1 

73.5 73.5 74.4 74.4 75.6 75.6 76.5 76.5 77.5 77.5 78.7 78.7 79.6 79.6 80.3 80.3 80.980.9 81.681.6 82.282.2 8383

：福井県普及率
：全国普及率

：福井県普及率
：全国普及率

20

40

60

80

100

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R2 R3 R4

年次

普
及
率
（
％
）

R元

5858
6262

6565
6969

71.471.4
73.573.5

75.675.6
78.078.0

80.280.2 82.082.0 85.185.1 86.386.3 88.888.8 90.490.4 91.591.5 92.192.1 92.792.7 93.593.5 94.294.2 95.295.2 95.795.7 96.196.1 96.496.4 96.796.7 97.197.1 97.497.4

6464
6666

6969
7171

73.773.7
75.875.8

77.777.7 79.479.4 80.980.9 82.482.4 83.783.7 84.884.8 85.785.7 86.986.9 87.687.6 88.188.1 88.988.9 89.589.5 89.989.9 90.490.4 90.990.9 91.491.4 91.791.7 92.192.1 92.692.6 92.992.9

図4-1-11　福井県の下水道普及率の推移

図4-1-12　福井県の汚水処理人口普及率の推移
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表4-1-14　北潟湖・三方五湖水質保全対策の概要（令和４年度）

ウ　合併処理浄化槽の普及促進【医薬食品・衛生課】
　下水道が整備されていない区域では、生活排水を
浄化槽で処理し、きれいな水にしてから放流しなけ
ればなりません。しかし、生活排水のうち、し尿の
みしか処理できない単独処理浄化槽では、風呂や台
所等の排水を未処理のまま放流しており、水質汚濁
の大きな要因となっています。このため、下水道区
域外の公共用水域の水質保全には、し尿と生活雑排
水を併せて処理することができる合併処理浄化槽の
普及を進めることが重要です。
　県では、合併処理浄化槽の普及促進に取り組む市
町に対して財政的支援を行っています。また、浄化
槽設置者を対象とした維持管理に関するリーフレッ
トの配布や指定検査機関との協力による法定検査の
受検案内など、浄化槽の適正な維持管理に向けた啓
発活動を行うとともに、放流水の検査結果等に基づ
き、必要な改善等を指導しています。

図4-1-13　県内の浄化槽新設基数の推移
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④ 閉鎖性水域※1の水質保全対策【環境政策課】
ア　湖沼の水質保全対策
　北潟湖および三方五湖は、富栄養化によって環境
基準を超過していることから、下水道の整備など、
総合的な水質保全対策を進めています（表4-1-14）。
　平成12年度以降、三方湖などで大規模なアオコ
の発生はみられていません。
　また、水質浄化対策の研究として、令和３年度か
ら、湖内での汚濁物質の生産機構の解明に向け、微
生物を用いた調査を開始し、湖沼の水環境保全のた
めの基礎情報を収集しています。

イ　海域の水質保全対策
　敦賀湾、小浜湾、矢代湾、世久見湾および内浦湾
については、特に入り組んだ閉鎖的地形で、水が循
環しにくいことから、富栄養化による水質の悪化が
進行しやすい環境です。
　このため、この５湾については、水質汚濁防止法
に基づき、平成５年から特定事業場排水に含まれる
窒素・燐を規制するとともに、平成10年３月には
窒素・燐に係る環境基準の類型指定を行いました。
　現在のところ、COD、窒素、燐ともおおむね環
境基準を達成していますが、今後とも、下水道等の
整備などの対策を推進し、環境基準の達成に努めて
いきます。

対　　策　　内　　容 担当課

発生源対策
生活排水

公共下水道の整備 河川課
浄化槽排水対策 医薬食品・衛生課

工場排水 排水処理施設維持管理の徹底 環境政策課
農畜産排水 畜　産 ふん尿の適正処理の徹底 流通販売課

湖沼内対策
�監視・調査

水質監視 環境政策課
水質調査と生物モニタリング調査 水産課

研　究
微生物を用いた試験による湖沼環境の影響評価に関する研究 環境政策課
里海湖の水産資源回復に関する研究 水産課

その他

ヒシの除去による水質悪化防止 自然環境課
外来魚の駆除 水産課
貝類放流による水質浄化 水産課
自然再生事業 自然環境課
ウナギ放流調査 水産課
水産多面的機能発揮対策事業 水産課

＊１閉鎖性水域：湖や湾など、その形状から水の循環が悪い水域のことをいい、水質の悪化をきたしやすい傾向にあります。
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　地下水は、一般に水質が良好で水温の変化が少な
いことなどから、身近にある貴重な水資源として広
く活用されています。特に、本県では飲用水として
の需要が高く、令和３年度末では、県内水道水の
51 .7 ％が地下水を水源としています。
　また、土壌は食物を育て、水を浄化し地下水をか
ん養するなど人が生存する上で重要な役割を担って
います。
　一方で地下水や土壌は、一旦汚染されるとその影
響が長期間にわたり継続することから、汚染の未然
防止と浄化対策の推進が重要になります。

（１）地下水汚染
① 地下水汚染に係る環境基準
　地下水質の環境基準は、人の健康を保護する観点
から、28項目について設定されています。
　また、要監視項目として25項目が指定されてい
ます。

② 地下水汚染の監視
ア　監視体制
　毎年、「地下水の水質の測定に関する計画」を作
成し、県および福井市が連携して、計画的に調査を

２　地下水・土壌の汚染対策【環境政策課】�　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
実施しています（図4-1-15）。

イ　汚染発見時の対応
１）住民の方への説明等
　環境基準を超える地下水汚染が発見された場合
は、当該市町や健康福祉センターが、地区住民の方
に対し調査結果を説明するとともに、飲用の自粛や
水道水への切り替えを指導しています。

２）浄化対策の推進
　環境基準を超える地下水汚染が発見された地区に
ついて、事業者からの聞き取り調査等から汚染源を
特定し、汚染原因者負担の原則を基本とした浄化対
策を推進しています。

③ 地下水汚染の状況
　令和４年度までの調査により、環境基準を超える
地下水汚染が確認された地区は33地区となってい
ます。その内訳は、人為的汚染によるものが26地区、
自然由来の砒素＊1またはふっ素によるものが９地
区となっています（１地区では、人為的汚染と自然
由来が重複しています。）（表4-1-16、図4-1-17）。

図4-1-15　地下水常時監視調査の概要と調査手順

汚染が発見された時

地区内の数地点を選定

汚染状況の再確認

汚 染 井 戸

周辺地区調査

継続監視調査

地 下 水 質

概 況 調 査

汚 染 状 況

詳 細 調 査

・全体的な地下水質の概況を把握するための調査
・地下水の利用状況、工場等の立地状況などを考慮して県内 30 井戸を選定
・環境基準項目と要監視項目を年１回調査

・地下水汚染の範囲を特定するための調査
・汚染井戸の周辺で、井戸を選定
・汚染が確認された項目とその分解生成物等について調査

・汚染地区を継続的に監視し、経年的な変化を把握するための調査
・汚染地区内で、地下水の流れなどを考慮して井戸を選定
・汚染が確認された項目とその分解生成物等を年２回（春、秋）調査

・広範囲な汚染で長期間調査を行っている地区、または全地点で 3年以上継続して
環境基準以下である地区において、汚染状況の再確認をするための詳細な調査

・汚染地区内およびその下流側で、井戸を選定
・汚染が確認された項目とその分解生成物等について調査

＊１�砒素：金属と非金属との中間的性質を持つ元素であり、化合物の方が毒性は強いです。自然界にあっては、主として、銅・鉄・水銀・
ニッケルなどの鉱物と共存し、自然水中に溶出することがあり、地下水に溶出した場合、その汚染が問題となるケースがあります。平
均的な含有量は、海水中で2.3μg/L、地殻中で0.5mg/gです。
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図4-1-17　地下水汚染状況

表4-1-16　地下水汚染地区数
汚　染　物　質 汚染地区数

VOC 22
六価クロム 1
総水銀 1
硝酸性及び亜硝酸性窒素 3
砒素 8
ふっ素 1

（注）汚染物質が複数ある地区があります。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

       

  

  

   

  

(限)福井市石橋【VOC】 (限)福井市新田塚【VOC】 

鯖江市立待西部【VOC】 

鯖江市立待東部【VOC】 

鯖江市立待南部【VOC】 

鯖江市立待北部【VOC】 福井市麻生津【As】 
永平寺町牧福島【VOC】 

福井市美山町【VOC】 

鯖江市神明南部【VOC】 鯖江市豊【VOC】 

越前町小曽原(南部)【VOC】 
(限)越前町小曽原(北部)【VOC】 

大野市新町【VOC】 
鯖江市水落【Cr6+】 

越前市家久町【VOC ，Hg，As】 鯖江市本町【VOC】 

越前市塚町・三ツ屋町【As】 

越前市吉野【VOC】 

越前市米口町【VOC】 

越前市池ノ上町【As】 

越前市北府【VOC】 

越前市大虫【VOC】 

越前市王子保【VOC】 

越前市長尾町・戸谷町【As】 
高浜町東三松【N】 

敦賀市布田町【VOC】 高浜町立石【N】 

高浜町薗部【As】 

小浜市下竹原【N】 

(限)小浜市駅前町【VOC】 

美浜町竹波【F】 

 

（注）１　（限）は環境基準の超過が工場敷地内の地下水に限定された地区です。
　　 ２　砒素による汚染の原因は、いずれも自然由来と考えられ、
　　　　 継続監視調査を終了した地区（*）も含みます。

【　】内は汚染物質名

VOC：揮発性有機化合物（トリクロロエチレン等）

Cr6+ ：六価クロム　　　　　　

As　：砒素

Hg　：総水銀

N　 ：硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素

F　 ：ふっ素

高浜町東三松【N ，As*】

若狭町東部町【As*】

(限)
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④ 令和４年度の調査結果
ア　概況調査
１）環境基準項目
　県内30地点の概況調査の結果、砒素とふっ素が
２地区で検出されました。
２）要監視項目
　県内８地点の概況調査の結果、指針値を超過した
地点はありませんでした。
イ　汚染井戸周辺地区調査
　概況調査で検出されたふっ素については、１地区
で汚染井戸周辺地区調査を実施し、１地点で環境基
準を超過するふっ素が検出されましたが、自然由来
と推測されました。なお、砒素については自然由来
のものと考えられたため、汚染井戸周辺地区調査は
実施しませんでした。
ウ　継続監視調査
　これまでの調査で環境基準を超える地下水汚染が
確認された31地区について、継続監視調査を実施
しており、令和３年度の調査の結果、21地区で環
境基準を下回っていました。
エ　汚染状況詳細調査
　継続監視調査を行ってきた１地区において、周辺
の汚染状況を再確認するために詳細調査を実施した
結果、汚染された井戸はありませんでした。

⑤ 未然防止の指導等
　地下水調査のほか地下水汚染を防止するため、次
のような監視・指導等を行っています。
○�水質汚濁防止法や県公害防止条例に基づき、工
場・事業場に対し、有害物質の地下浸透規制の徹
底を図っています。
○�有害化学物質の使用実態の把握に努め、使用事業
者に対しては、適正な使用、管理および処理を指
導しています。

（２）土壌汚染
① 工場・事業場における土壌汚染の未然防止
　水質汚濁防止法や県公害防止条例に基づき、有害
物質の地下浸透規制の徹底、有害化学物質使用事業
者に対する適正管理・使用・処理の指導を行ってい
ます。

② 土壌汚染対策法に基づく対策
　3,000 ㎡（現に有害物質使用特定施設が設置され

ている土地では900 ㎡）以上の土地の形質の変更を
行う場合には、事前に届出をしなければならず、そ
の際、土壌汚染のおそれがあると知事等が認めた場
合、土地の所有者等は指定調査機関に土壌調査等を
行わせ、その結果を知事等に報告しなければなりま
せん。
　令和４年度は、99件の届出があり、調査命令の
発出は１件でした。
　今後も、土壌汚染対策法に基づく形質変更の届出
などの周知、徹底など法の規定に基づいた指導を
行っていきます。

表4-1-18　県内の土壌汚染対策法施行状況（令和４年度）

法第 3 条関係

有害物質使用特定施設の使用
が廃止された件数 8件

土壌汚染状況調査の結果が
報告された件数 5件

都道府県知事の確認により
調査が猶予された件数 9件

法第 4 条関係
形質変更の届出件数 99 件
調査命令を発出した件数 1件

法第 5 条関係 調査命令を発出した件数 0件
法第 6 条関係 要措置区域として指定した件数 1件
法第 7 条関係 措置命令を発出した件数 0件

法第11条関係 形質変更時要届出区域として
指定した件数 2件

法第12条関係 形質変更時要届出区域におけ
る形質変更の届出件数 4件

法第14条関係 指定の申請件数 0件

③ 農用地の土壌汚染対策【流通販売課】
　「農用地の土壌の汚染防止等に関する法律」（農用
地土壌汚染防止法）により、農作物の摂取による健
康被害を防止する観点からカドミウムについて、ま
た、農作物の生育阻害を防止する観点から銅・砒素
について、基準が定められています。基準を超える
汚染が発見された場合には、「重金属汚染地域」に
指定するとともに、当該地域で生産される農産物を
食用に供することを禁止します。本県には指定地域
はありません。
　県では、土壌汚染未然防止のための「土壌環境基
礎調査」により、定点圃場を設置し、土壌汚染の実
態を継続調査しており、いずれの地域においても汚
染は認められず、各有害成分とも自然賦存量の範囲
内でした。
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（１）地盤沈下＊1の現状【環境政策課】
　地盤沈下とは、地下水の過剰な揚水によって地盤
が沈下する現象です。
　福井市南部地域の下荒井地区では、昭和41年か
ら49年までの８年間に最大43 .5 ㎝（年平均5.4 ㎝）
の沈下が観測されましたが、諸対策を講じた結果、
地下水位は年々上昇傾向を示し、沈下は昭和53年
以降沈静化しています。

（２）地盤沈下の監視体制【環境政策課】
① 水準測量＊2

　福井平野における水準測量を昭和50年度から概
ね４年ごとに実施しており、昭和60年度から平成
24年度において、年間１㎝以上の地盤沈下が計測
された地点はありませんでした。平成28年度にお
いて、１地点で年間１㎝以上の地盤沈下が観測され
ましたが、近傍で行われた工事の影響と考えられ、
約99 ％の地点が年間沈下量５㎜未満となっており、
沈下は沈静化しています。

３　地盤沈下の防止� 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
② 観測井
　県内には、地下水位の変動を観測するため、国、
県および福井市が設置した井戸が29井戸あり、そ
のうち、６井戸には地盤沈下計＊3が設置されてい
ます。
　各観測井における年間平均の地下水位は、上昇傾
向が続いており、累積沈下量も沈静化の状況にあり
ます。

（３）地盤沈下の防止対策【環境政策課】
① 条例による規制
　県公害防止条例では、揚水機の吐出口の断面積
（２つ以上ある場合には、その合計）が19 .6cm2以
上のものについて、事前の届出を義務付けていま
す。また、地下水の採取により、地下水の水位が著
しく低下した場合等には、必要な措置をとるよう勧
告することとしています。

地下水位（m）
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図4-1-19　福井市南部地域における地下水位の状況
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図4-1-20　福井市南部地域における地盤沈下の状況

＊１�地盤沈下：地盤沈下とは、地下水の過剰揚水によって帯水層の水位が低下し、粘土層の間隙水が帯水層に排出され、その結果、粘土層
が圧密収縮を起こし、地表面が広い範囲にわたって徐々に沈下していく現象です。地盤沈下の進行は緩慢で確認しにくく、また、いっ
たん沈下するとほとんど復元は不可能といわれています。

＊２�水準測量：地盤沈下現象を把握する方法として一般的に行われているのが水準測量です。水準測量は、2地点に標尺を立てて、その中
間に水準儀の望遠鏡を水平において、2つの縮尺の目盛りを読み、その差から高低差を求める作業のことです。

＊３�地盤沈下計：地層の位置およびその量を調査することで地盤沈下の状況を観測する機器で、通常、二重管構造の井戸を設置し、内管の
抜け上がり量によって、地盤の沈下量を測定します。
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② 要綱
　「福井県地盤沈下対策要綱」（昭和50年10月）に
基づき、地盤沈下が観測された福井市南部地域（約
14km2）について、新しい井戸の掘削を抑制すると
ともに、地下水採取者に対して、節水および水利用
の合理化を指導しています。

また、各事業所に水量測定器の設置を義務付けると
ともに、1,000m3/日以上の地下水を採取する事業
所に対しては、水管理者の選任や地下水利用計画書
の提出等を義務付けています。

図4-1-21　福井市南部地域における地下水採取状況
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（４）消雪、融雪方策に関する技術開発【産業技術課】
　雪対策や凍結対策として、しばしば消雪・融雪�
（以下「消融雪」という。）が行われていますが、道
路においては、地下水の利用が一般的です。
　しかし、広範囲にわたる消融雪の実施は、地下水
位の低下と地盤沈下を引き起こす原因となっていま
す。
　一方、消融雪のための電力や石油の消費は、二酸
化炭素の排出削減の視点からも再検討が必要です。
　こうしたことから、本県の地域性を踏まえて、地
下水の節減もしくは使用しない方策および環境に配
慮したよりクリーンなエネルギー利用について、県
工業技術センターでは下記の技術開発を行い、実用
化しています。これらの新技術の普及を図りながら、
新たな技術開発を進めます。

≪消雪、融雪方策に関する研究開発≫

○地下水の有効利用
　�　地下水の温度を利用して歩道を無散水で融雪した後、その水を車道に散水して消雪する技術。国内で最初に開発
し、北陸の代表的な融雪方法になった。福井市木田橋、泉橋等の橋梁でも適用できるようにした。
○地下水使用の節減
　�　路面の状況を的確に把握して稼働させるマイコン画像処理型積雪センサーの開発に成功し県内に普及が進んでい
る。従来の降雪を検知するセンサーに比べて消雪装置の稼働時間の短縮を実現している。
　　また、消雪区間を分割し、一定時間ごとに交互に散水することにより、消雪効果を保ちながら節水を図る。
○地中熱・太陽熱の利用
　クリーンなエネルギーである地中熱または太陽熱を利用した消融雪技術の研究開発
　　ａ　基礎杭を利用した地中熱融雪システム
　　　・建物の基礎杭を熱交換杭として兼用することで、安価に施工ができる福井県オリジナルの技術である。
　　　・基礎杭内部に満たされた水を地中熱により温め、これを路面に埋設した放熱管に循環させて融雪する。
　　　・県立音楽堂、県立図書館などで供用された。空調にも応用でき、県立図書館等で供用された。
　　b　夏の太陽熱を地中に保存し、冬に利用する融雪システム
　　　・夏の太陽熱により地中に大きな熱塊を作り、冬の融雪に利用する（地中内の熱塊は大きく冷めにくい。）。
　　　・新清永橋、幸橋、上中 ICアクセス道路、敦賀市駅前広場、歩道、民間駐車場等で採用された。
　　c　蓄熱材封入による路面凍結抑制技術
　　　・路面に蓄熱材を封入したパイプを埋設すると、冷え込んだ日でも路面が氷点下になりにくくなる。
　　　・鋼床版橋は凍結頻度が高いが、蓄熱材により一般道路並みのレベルにすることができる。
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（１）大気環境の現状
① 大気汚染に係る環境基準＊1等�
　大気汚染については、二酸化窒素、ベンゼン、ダ
イオキシン類等11項目について環境基準が定めら
れています（ダイオキシン類については、第２節で
記載）。
　県および４市１組合では、汚染を未然に防止する
ため、ばい煙＊2排出量の多い地区や交通量の多い

４　大気環境の保全【環境政策課】� 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
道路沿いを中心に23測定局で大気の汚染状況を測
定し、環境基準の達成状況等を把握しています。
　また、緊急時に迅速かつ的確に対応できるよう各
測定局と中央監視局を通信回線で結ぶテレメータシ
ステムにより常時監視しています。

表4-1-22　大気汚染常時監視測定局の設置状況（令和５年３月末現在）

区　　　　分 設　置
主　体

地　　　　　　　　　　区 計福井 坂井 奥越 丹南 二州 若狭

一般環境大気測定局 県 3 1 3 3 1 11
市、組合 3 2 4 9

自動車排出ガス測定局 県 1 1 2
市 1 1

計 4 5 1 8 4 1 23

図4-1-23　大気汚染常時監視測定局の設置状況

＊１�環境基準：人の健康を保護し、生活環境を保全する上で維持されることが望ましい基準で、環境施策に係る行政上の目標のことです。
大気汚染、水質汚濁、土壌汚染および騒音について定められています。

＊２�ばい煙：燃料その他の物の燃焼に伴い発生する硫黄酸化物、ばいじんおよび物の燃焼、合成、分解その他の処理に伴い発生するカドミ
ウム、塩素、ふっ化水素などの物質をいいます。
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（２）環境基準の達成状況等
　令和４年度における環境基準の達成状況は、二酸
化硫黄、二酸化窒素、微小粒子状物質（PM2.5）＊1�

および一酸化炭素については、全ての測定局で環境
基準を達成しており、良好な大気環境が維持されて
います。
　浮遊粒子状物質＊2については、長期的評価＊3で
は全ての測定局で環境規準を達成しましたが、短期
的評価＊3では20局中1局において環境規準を超過
しました。
　光化学オキシダント＊4については、全ての測定
局で環境基準を超過しました。
　また、有害大気汚染物質＊5のうち21物質につい
て大気中濃度を測定しましたが、環境基準の定めら
れているベンゼン、トリクロロエチレン、テトラク
ロロエチレンおよびジクロロメタンの４物質につい
ては、全ての地点で環境基準を達成していました。

① 大気汚染物質別の状況
ア　硫黄酸化物＊6

　硫黄酸化物の環境基準は、その大部分を占める二
酸化硫黄について定められています。
　県内の測定局における二酸化硫黄濃度は、低い濃
度レベルで推移しています。

イ　窒素酸化物＊7

　窒素酸化物の環境基準は、二酸化窒素について定
められています。
　県内の測定局における二酸化窒素濃度は、おおむ
ね横ばいに推移しています。

図4-1-24　二酸化硫黄の年平均値の推移 図4-1-25　二酸化窒素の年平均値の推移

＊１�微小粒子状物質（PM2.5）：浮遊粒子状物質のうち、粒径が2.5 ㎛以下のものをいいます。平成21年度に環境基準が設定されました。
＊２�浮遊粒子状物質：大気中に浮遊しているほこり、砂じん、すす等の粒子状物質のうち、粒径10 ㎛以下のものをいいます。発生源とし
ては、工場などからのばいじんや粉じん、ディーゼル車の黒煙、自然原因などがあります。

＊３�短期的評価・長期的評価：大気の環境基準の評価は、基準として1時間値が定められているものについては短期的評価を、１時間値の
１日平均値が定められているものについては長期的評価を行い、両方が定められているものについては両方の評価を行います。短期的
評価とは、１時間ごとの測定結果を基準の1時間値に照らして評価することです。長期的評価とは年間にわたる1日平均値について、
測定値の高い方から２％の範囲にあるものを除した1日平均値（年間365日分の測定値がある場合、高い方から７日分を除いた８日目
の測定値=２％除外値）もしくは、測定値の低い方から98 ％目に該当する1日平均値（年間365日分の測定値がある場合、低い方から
358番目の測定値=98 ％タイル値）を、基準の1時間値の1日平均値に照らして評価することです。２％除外値と98 ％タイル値は、有
効測定日数によって異なる場合があります。

＊４�光化学オキシダント：大気中の窒素酸化物や炭化水素が紫外線により光化学反応を起こし、二次汚染物質として生成するオゾンや�
ＰＡＮ（パーオキシアセチルナイトレート）等の酸化性物質のうち、二酸化窒素を除いたものをいい、光化学スモッグの状態を示す指
標として用いられます。

＊５�有害大気汚染物質：低濃度であっても長期的な摂取により健康影響が生ずるおそれのある物質で大気の汚染の原因となるもののことを
いい、該当する可能性のある物質として248種類、そのうち特に優先的に対策に取り組むべき物質（優先取組物質）としてトリクロロ
エチレン等23種類がリストアップされています。

＊６�硫黄酸化物：主に重油等の燃料や原料中に含まれる硫黄分が燃焼することにより生じ、呼吸器に悪影響を及ぼすほか、酸性雨の原因物
質にもなっています。

＊７�窒素酸化物：主に石油等の化石燃料の燃焼によって生じ、発生源としてはボイラーや自動車等があります。排出ガス中の窒素酸化物の
主成分は一酸化窒素ですが、大気中に排出されると、次第に酸化されて二酸化窒素になり、呼吸器に悪影響を及ぼすほか、酸性雨や光
化学スモッグ汚染の原因物質にもなっています。
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ウ　浮遊粒子状物質・微小粒子状物質（PM2.5）
　浮遊粒子状物質は、大気中に比較的長時間滞留す
ること、気道や肺胞に沈着して呼吸器に影響を及ぼ
すことから、環境基準が定められています。
　県内の測定局における浮遊粒子状物質および微小
粒子状物質（PM2.5）の濃度は、おおむね横ばいに
推移しています。

図4-1-26　浮遊粒子状物質・微小粒子状物質の
年平均値の推移

図4-1-27　一酸化炭素の年平均値の推移

図4-1-28　光化学オキシダントの年平均値の推移

図4-1-29　非メタン炭化水素の年平均値の推移
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エ　一酸化炭素＊1

　一酸化炭素は、血液中のヘモグロビンと結合して
酸素を運搬する機能を阻害するなど、人の健康に影
響を与えることから、環境基準が定められていま
す。
　県内の測定局における一酸化炭素の濃度は、おお
むね横ばいで推移しています。

オ�光化学オキシダント
　県内の測定局における光化学オキシダントの濃度
は、おおむね横ばいで推移しています。
　環境基準を超過していることから、今後も注視し
ていく必要があります。
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カ　非メタン炭化水素＊2

　県内の測定局における非メタン炭化水素の濃度
は、おおむね横ばいで推移しています。

＊１�一酸化炭素：物の不完全燃焼により発生し、主に自動車が発生源となっていることから、交通量の多い道路沿いにおいて重点的に監視
を行っています。

＊２�非メタン炭化水素：メタンを除く炭化水素は、光化学オキシダントの原因物質の一つと考えられており、自動車、塗装工場、有機溶剤
使用工場やガソリンスタンドなど、種々の発生源から排出されています。�
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表4-1-30　一般環境大気測定局環境基準達成状況

表4-1-31　自動車排出ガス測定局環境基準達成状況

測�定�局�名 設置
主体

二酸化窒素 浮遊粒子状物質 微小粒子状物質 一酸化炭素
H30 R1 2 3 4 H30 R1 2 3 4 H30 R1 2 3 4 H30 R1 2 3 4

自 排 福 井 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
自 排 敦 賀 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
自 排 丹 南 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
測　定　局　数 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 1 1 1 1 1 3 3 3 3 3
達  成  率（%） 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

（注）○は環境基準達成であることを示します。また、空欄は測定を行っていない項目です。

測定局名 設置�
主体

二酸化窒素 浮遊粒子状物質 微小粒子状物質 光化学オキシダント 二酸化硫黄
H30 R1 2 3 4 H30 R1 2 3 4 H30 R1 2 3 4 H30 R1 2 3 4 H30 R1 2 3 4

福 井 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○
センター 県 ○ ○ ●
石 橋 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
岡 保 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ○ ○ ○ ○
敦 賀 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○
和 久 野 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○
小 浜 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○
大 野 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○
神 明 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○
鯖 江 東 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
御 幸 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
金 津 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ●
中 川 組合 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
武 生 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ●
味真野大気 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
武 生 北 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
武 生 西 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○
今 立 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ●
三 国 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○
安島保育所 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
坂 井 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ●
三 方 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ●
測 定 局 数 16 16 16 16 16 21 21 21 20 20 8 8 8 8 8 13 13 13 13 13 15 16 16 15 15
達 成 率（%） 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 0 0 0 0 0 100 100 100 100 100

（注１）○は環境基準達成、●は環境基準超過であることを示します。また、空欄は測定を行っていない項目です。
（注２）光化学オキシダントについては短期的評価、それ以外については長期的評価の結果です。
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② 有害大気汚染物質の状況
　令和４年度は、優先取組物質23物質のうち、環
境基準が定められているベンゼン、トリクロロエチ
レン、テトラクロロエチレンおよびジクロロメタン
の４物質のほか、アクリロニトリル、塩化ビニルモ
ノマー、クロロホルム、1,2 -ジクロロエタン、水銀
及びその化合物、ニッケル化合物、ヒ素及びその化
合物、1,3-ブタジエン、マンガン及びその化合物、
アセトアルデヒド、塩化メチル、クロム及びその化

合物、酸化エチレン、トルエン、ベリリウム及びそ
の化合物、ベンゾ［ａ］ピレン、ホルムアルデヒド
の17物質について、一般環境、固定発生源＊1周辺
および沿道を含む５地点で調査を行いました。
　その結果、ベンゼン、トリクロロエチレン、テ
トラクロロエチレンおよびジクロロメタンについ
ては、全ての地点で環境基準を達成していました。
また、指針値が定められている11物質についても、
指針値を超過した地点はありませんでした。

図4-1-32　ベンゼンの年平均値の推移 図4-1-33　トリクロロエチレンの年平均値の推移

図4-1-34　テトラクロロエチレンの年平均値の推移 図4-1-35　ジクロロメタンの年平均値の推移
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＊１�固定発生源：自動車などの移動する発生源と異なり、工場・事業場に設置されるボイラーや廃棄物焼却炉などのばい煙発生施設をいい
ます。
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＊１�酸性雨：雨は、もともと空気中の二酸化炭素を吸収するため弱い酸性です。通常、酸性の強さはpH（ピーエイチ）で表し、pHが低い
ほど酸性の度合いが大きいことを示します。酸性雨とは、化石燃料等の燃焼に伴い発生する硫黄酸化物や窒素酸化物といった酸性物質
が溶け込むことによって、pHが5.6以下となった雨のことをいい、1960年代から北米やヨーロッパで湖沼や森林等の生態系あるいは
遺跡等の建造物などに大きな影響を及ぼすとして、問題化してきました。

③ 大気環境測定車(みどり号)による測定
　県では大気汚染常時監視測定局がない地域の大気
環境を大気環境測定車「みどり号」で測定していま
す。
　測定機器は、硫黄酸化物・浮遊粒子状物質計、微
小粒子状物質、窒素酸化物計、オキシダント計、一
酸化炭素計、炭化水素計、風向風速計、温湿度計を
搭載しており、県内に設置されている測定局舎と同
程度の測定が可能です。
　令和４年度に行った結果は、表4-1-36のとおり
です。

④�酸性雨＊1の監視
　化石燃料等の燃焼に伴い発生する硫黄酸化物や窒
素酸化物といった酸性物質が溶け込むことによっ
て、pHが5.6以下となった雨を酸性雨といい、福井
市（原目町）で監視を行っています。
　現在のところ酸性雨による土壌・植生、陸水等へ
の影響は、明確には認められていませんが、国では、
全国の状況を把握するため、酸性雨対策調査を実施
しています。
　令和４年度の結果は、表4-1-37のとおりであり、
全国と比べて同程度でした。

表4-1-37　降雨pHの監視結果（令和４年度）

地点名 監視結果 全国平均値

福井市
（原目町） 5.0 5.1

表4-1-36　みどり号による測定結果（令和４年度）

測定地点 越前市
池ノ上

勝山市
昭和

高浜町
宮崎

おおい町
本郷

美浜町
郷市

南越前町
甲楽城

大野市
朝日

測定月 4 -5 5 -6 6 -7 7 -8 8 -9 10 -11 11 -12

測定日数 30 30 32 29 31 25 32

二酸化硫黄 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

二酸化窒素 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

一酸化炭素 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

浮遊粒子状物質 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

光化学オキシダント ● ● ● ○ ● ● 〇
（注）○：環境基準達成　●：環境基準超過

大気環境測定車「みどり号」
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（３）大気環境保全対策
① 固定発生源対策
ア　法律に基づく規制
　大気汚染防止法では、工場・事業場から排出され
るばい煙、揮発性有機化合物（VOC）＊1および水銀
等、建築物の解体作業等から発生する特定粉じん＊2

について規制しています。

表4-1-38　大気汚染防止法による規制の概要

表4-1-39　区域別Ｋ値

表4-1-40　燃料中の硫黄分についての指導基準

区　分 項　　目 規　制　の　概　要

ばい煙

硫黄酸化物
ばい煙の排出口の高さや区域
に応じた排出基準（Ｋ値＊3 規
制）が定められています。

窒素酸化物

昭和 48 年の規制開始以降、排
出基準が段階的に強化される
とともに、規制対象施設とし
てディーゼル機関やガスター
ビン等が追加されています。

ば い じ ん

昭和 43 年の規制開始以降、排
出基準が段階的に強化される
とともに､ 規制対象となる施
設が追加されています。

有 害 物 質

カドミウムおよびその化合物、
塩素、塩化水素、ふっ素・ふっ
化水素およびふっ化珪素、鉛
およびその化合物について、
廃棄物焼却炉や溶解炉などの
ばい煙発生施設ごとに排出基
準を定め、規制を行っていま
す。

揮発性有機化合物
（VOC）

揮発性有機化合物排出施設ご
とに排出基準が定められてい
ます。

水銀等 水銀排出施設ごとに排出基準
が定められています。

粉じん

一般粉じん＊2

一般粉じん発生施設について、
粉じん飛散防止のため、施設
の構造および使用、管理に関
する基準が設定されています。

特定粉じん
特定粉じん排出等作業＊4 の実
施に係る届出と作業基準が規
定されています。

＊１�揮発性有機化合物（VOC）：大気中でガス状となる有機化合物の総称で、浮遊粒子状物質および光化学オキシダントの原因の一つと考
えられており、塗料、印刷インキ、接着剤、洗浄剤などに使用されています。

＊２�一般粉じん・特定粉じん：粉じんのうち、石綿（アスベスト）を特定粉じん、それ以外のものを一般粉じんと規定しています。
＊３�Ｋ値：大気汚染防止法に基づき、施設ごとに煙突の高さに応じた硫黄酸化物許容排出量を算出する際に使用する定数です。区域ごとに
定められ、施設が集合して設置されている区域ほど規制が厳しく、その値は小さくなります。

＊４�特定粉じん排出等作業：建築物の解体等の作業により、特定粉じんを発生し、または飛散させる作業をいいます。

区　　　　域 Ｋ　値
福井市（旧清水町、旧美山町、旧越廼
村を除く）、あわら市、坂井市 7.0

敦賀市 8.0
丹南地域（旧武生市、鯖江市の区域） 10.0
その他の区域 17.5

イ　条例に基づく規制
１）特定工場
　県公害防止条例では、通常の燃料使用量が
600kg/時間以上(重油換算)の工場・事業場を特定
工場と定め、硫黄酸化物の総量規制を実施していま
す。また、低硫黄分の燃料を使用するよう指導して
います。
　特定工場以外の中小規模の工場・事業場に対して
も、低硫黄分の燃料を使用するよう指導し、硫黄酸
化物の排出抑制を図っています。

地　　域 特定工場 特定工場以外
福井市街地 1.3％以下 1.3％以下
旧福井市、坂井市、
あわら市、敦賀市、
旧武生市、鯖江市

1.3％以下 1.5％以下

その他の地域 1.5％以下 ―

２）ばい煙に係る特定施設
　廃棄物焼却炉や酸による反応施設など有害物質を
使用または排出する施設をばい煙に係る特定施設と
して規定し、施設の設置者には届出義務を課してい
ます。
　また、金属の精製または鋳造の用に供する溶解炉
については、ばいじん、廃棄物焼却炉についてはカ
ドミウム等の有害物質４項目、その他の有害物質使
用施設についてはカドミウム等有害物質５項目のう
ち関係する項目について規制基準を定め、大気汚染
のより一層の軽減を図ることとしています。
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表4-1-42　届出等の件数（令和４年度）

表4-1-41　立入検査等状況（令和４年度）

届　出　区　分 届 出 数 立　入
検査数

特定粉じん排出等作業実施
届出（大気汚染防止法） 59 75

（注）�大気汚染防止法の事務が移管されている福井市実施
分は含んでいない。

種　別 立入検査 排ガス中の
ばい煙検査 ＶＯＣ検査

検 査 数 115 工場 ･
事業場 14 施設 5施設

結果概要 ― 排出基準超過
施設はなし

排出基準超過
施設はなし

（注）�大気汚染防止法の事務が移管されている福井市実施
分は含んでいない。

３）炭化水素類に係る特定施設
　揮発性の高い石油類の貯蔵施設（タンク）、出荷
施設（タンクローリー積込施設）および給油施設（ガ
ソリンスタンドの地下タンク）を炭化水素類に係る
特定施設として規定し、これらの施設を設置する者
に届出義務を課すとともに施設の構造・使用・管理
基準を定め、光化学オキシダントの発生抑制および
地球温暖化対策の推進を図ることとしています。

４）吹付けアスベスト使用建築物
　福井県アスベストによる健康被害の防止に関する
条例では、吹付けアスベストを使用した建築物の管
理者等に対し、その適正管理の努力を義務付けてお
り、損傷・劣化等によるアスベストの飛散防止を図
ることとしています。

ウ　工場等に対する監視・指導
　規制対象となる施設を設置している工場・事業場
のうち、大規模施設や公害苦情の発生施設を重点に
立入検査を実施し、施設の維持管理状況等の確認と
指導を行うとともに、排出ガス中のばい煙等検査を
行っています。

　また、大気汚染防止法に基づく特定粉じん（アス
ベスト）排出等作業の届出があった建築物の解体等
の作業実施の際に立入検査を行い、作業基準の遵守
状況を確認し、排出されたアスベスト廃棄物の適正
処理を指導しています。さらに、作業現場周辺にお
いて、大気中のアスベスト濃度を測定し、アスベス
トが周辺に飛散していないことを確認しています。

② 移動発生源対策
ア　自動車排出ガス規制
　自動車は、窒素酸化物や浮遊粒子状物質等の発生
源として大きな割合を占めているため、大気汚染防
止法に基づき、その排出ガスについての規制が実施
されており、昭和47年以降、対象とする汚染物質
や車種の拡大など、排出規制の強化が図られていま
す。
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ウ　新幹線鉄道騒音
　新幹線鉄道騒音については、環境基準が定められ
ており、県は類型を当てはめる地域を指定すること
とされています。また、新設新幹線に係る達成目標
期間は、開業時に直ちにとされています。
　県では北陸新幹線（金沢～敦賀駅間）の開業にあ
たり、令和５年度に土地利用の状況を調査し、その
結果に応じて、沿線区域※４において地域類型の当
てはめを行いました。

エ　振動に関する苦情
　県内の振動に関する苦情は、例年数件程度で推移
しています。
　令和４年度の苦情は２件で、工事現場の作業振動
等に起因するものでした。

② 騒音・振動対策
ア　法律による規制
　騒音規制法および振動規制法では、知事(池田町
および南越前町以外の市町については市町長)が住
民の生活環境を保全する必要があると認める地域を
指定し、当該規制地域＊3内の工場・事業場および
建設作業に規制基準が適用されます。
　本県では、令和５年３月末現在、９市４町につい
て規制地域を指定しています。
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（１）騒音・振動
① 騒音・振動の現状
ア　騒音に関する苦情
　令和４年度は、202件の騒音に関する苦情があり、
昨年度と比べて減少しています。
　発生源別には、工場・事業場や工事現場の作業音
等に起因するものがあります。

５　騒音・振動・悪臭防止対策【環境政策課】�　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

図4-1-43　騒音苦情の推移

図4-1-45　騒音規制法および振動規制法に基づく規制地域

表4-1-44　自動車騒音常時監視結果（令和４年度）

評価路線・区間数

25 区間
（北陸自動車道　 0 区間
 一般国道　　　19 区間
 　　県道　　　 5 区間
　　　市道　　　 1 区間）

評 価 区 間 距 離 65 .9km
評価区間住居等戸数 4 ,489戸

環境基準
達成戸数
（達成率）

昼　　間 4 ,472戸（99 .6%）
夜　　間 4 ,442戸（99 .0%）
昼夜とも 4 ,442戸（99 .0%）

（注）昼間は 6～ 22 時、夜間は 22 ～翌日 6時

勝山市
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坂井市

福井市

鯖江市越前町

越前市
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敦賀市

美浜町
若狭町

小浜市

おおい町

高浜町

イ　自動車騒音
　自動車騒音については、道路に面する地域の環境
基準および要請限度＊1が定められています。
　令和４年度は、県および市において25区間で自
動車騒音の面的評価＊2を実施しました。幹線交通
を担う道路に面する住居等を対象に実施した面的評
価の結果は、表4-1-44のとおりです。

＊１�要請限度：自動車騒音によって道路周辺の生活環境が著しく損なわれている場合であって、かつ、超えた場合には県公安委員会に対し、
道路交通法による措置をとるよう要請することとなる基準です。道路交通振動についても定められています。

＊２�面的評価：道路に面する地域における環境基準達成状況の評価方法で、基準値を超える騒音に曝露される住居等の戸数やその割合を把
握することにより評価するものです。

＊３�規制地域：住居が集合している地域、病院または学校の周辺の地域、その他の地域で住民の生活環境を保全する必要があるとして知事
が指定する地域です。

＊４�沿線区域：軌道中心線から両側300メートル以内の区域（トンネル、河川、その他の居住のない地域を除く）。
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表4-1-46　�特定工場数、特定施設数および特定
建設作業届出件数

＊１�特定施設：金属加工機械、織機等著しい騒音・振動を発生する施設をいいます。騒音については11種類の施設、振動については10種
類の施設が定められています。

＊２�特定建設作業：くい打ち機等を使用する作業等著しい騒音・振動を発生する作業をいいます。騒音については8種類の作業、振動につ
いては4種類の作業が定められています。

１）工場・事業場の騒音・振動対策
　騒音規制法および振動規制法では、規制地域内に
おいて、工場・事業場に特定施設＊1を設置しよう
とする者に対し、事前に当該市町長に届け出ること
と、敷地境界における規制基準を遵守することを義
務付けています。
　また、市町長は、特定工場等から発生する騒音・
振動が規制基準に適合しないことにより、周辺の生
活環境が損なわれると認めるときは、特定工場等の
設置者に対して、騒音・振動の防止方法の改善等を
勧告・命令することができるとされています。なお、
令和４年度は、これらの措置に至った事例はありませ
んでした。

２）建設作業の騒音・振動対策
　騒音規制法および振動規制法では、規制地域内に
おいて、特定建設作業＊2を伴う建設工事を実施し
ようとする者に対し、事前に当該市町長に届け出る
ことと、敷地境界における規制基準を遵守すること
を義務付けています。
　また、市町長は、特定建設作業で発生する騒音・
振動が規制基準に適合しないことにより、周辺の生
活環境が損なわれると認めるときは、工事の施工者
に対して、騒音・振動の防止方法の改善等を勧告・
命令することができるとされています。なお、令和
４年度は、これらの措置に至った事例はありません
でした。

特定工場数
（R4年度末）

特定施設数
（R4年度末）

特定建設作業
届出件数

（R4年度中）
騒 音 2 ,181 36 ,516 137
振 動 1 ,204 22 ,015 97

３）自動車交通騒音対策
　自動車本体からの騒音の大きさについては、騒音
規制法において、自動車の車種ごとの許容限度が定
められています。

イ　条例による規制
　県公害防止条例では、特定工場において発生する
騒音（騒音規制法で規制されているものを除く。）、
飲食店営業（風俗営業法で規制されているものを除
く。）、カラオケボックス営業、ボーリング場営業お
よび車両洗浄装置使用営業における深夜（午後11
時から翌日の午前５時まで）の騒音を規制していま
す。
　また、午後９時から翌朝８時までの屋外における
拡声機放送についても、公共のためにする広報等の
行為を除き禁止しています。

（２）悪臭
① 悪臭の現状
　令和４年度は、49件の悪臭に関する苦情があり、
前年度と比べて減少しています。
　苦情件数を発生源別にみると、製造業、サービス
業、飲食店小売業に起因するものがあります。

図4-1-47　悪臭苦情の推移
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② 悪臭防止対策
ア　法律による規制
　悪臭防止法では、知事（池田町および南越前町以
外の市町については市町長）が、住民の生活環境を
保全する必要があると認める地域を指定し、当該地
域内のすべての工場・事業場に規制基準が適用され
ます。本県では、令和５年３月末現在、９市４町に
ついて規制地域を指定しています。

イ　条例による規制
　県公害防止条例では、悪臭に係る特定施設を定
め、当該特定施設の設置に際し、施設の構造や使用
方法等を市町長に届け出ることを義務付けていま
す。また、悪臭防止法の規制地域以外の地域におい
ては、当該特定施設を有する事業場の敷地境界線に
おける規制基準を臭気指数＊118と定めています。

勝山市

大野市

永平寺町

あわら市

坂井市

福井市

鯖江市越前町

越前市
池田町

南越前町

敦賀市

美浜町
若狭町

小浜市

おおい町

高浜町

表4-1-49　悪臭に係る特定施設届出状況
（令和５年３月末現在）

対�象�工�場�等 特�定�施�設
種　　類 工場数 種　　類 施設数

牛、豚または鶏
の飼養場 82

飼養施設
飼料調理施設
ふん尿処理施設

261

けいふんの乾燥
または焼却を行
う工場

3 乾燥施設
焼却施設 4

死亡獣畜取扱場 0
解体室
汚物処理施設
焼却炉

0

化製場＊2 0

原料処理施設
煮熟施設
圧搾施設
汚物処理施設
乾燥施設

0

ウ　畜産業における指導【流通販売課】
　畜産に起因する悪臭の防止対策として、市町と連
携しながら、農林総合事務所や家畜保健衛生所等の
関係機関が、家畜ふん尿処理を適正に処理すること
により、悪臭の発生を抑制するよう畜産農家に対し
て指導しています。

＊１�臭気指数：人間の嗅覚で臭気を感知することができなくなるまで気体を希釈した場合に、次式で算定される値をいいます。
Y＝10logX（Y：臭気指数、X：人間の嗅覚で臭気を感知することができなくなるまで気体を希釈したときの希釈倍数）
（例）臭いのする空気や水を、100倍に希釈したときに臭いが感じられなくなった場合、その臭気指数は20となります。
　　 臭気指数＝10×log（100）＝10×2＝20

＊２�化製場：獣畜の肉、皮、骨、臓器等を原料として皮革、油脂、にかわ、肥料、飼料その他の物を製造するために設けられた施設をいいます。

図4-1-48　悪臭防止法に基づく規制地域
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（１）水質異常時対策【環境政策課、河川課】
① 水質事故の発生状況
　河川等では、事業場における油類や有害物質の不
適切な取扱い等により油の流出や魚のへい死等の水
質事故が発生します。
　令和４年度は、事業者の不注意や自動車事故等に
より、６件の油の流出事故が発生しました。

② 事故に対する対応
　水質事故に対しては、「九頭竜川・北川水系河川
水質汚濁防止連絡協議会」および「二級河川水質汚
濁防止連絡協議会」が中心となり、関係機関が連携
して、その原因の究明、被害の拡大防止および原因
者に対する指導等を行っています。

③ 未然防止のための事業者への指導・啓発
　水質汚濁防止法や県公害防止条例に基づく各種届
出の受理にあたって、計画段階で事業者への指導を
行うとともに、各事業場の立入検査等を通じて、排
水処理施設や使用する有害物質の適正な管理を指導
しています。

表4-1-51　光化学オキシダント注意報発令状況

６　環境汚染事故時・災害時における環境保全対策� 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

0
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20

30 R1 R2 R3 R4

件数

年度

22

66

1414

1010

6611

11

11

11

22

その他の事故
魚へい死
油流出

（２）大気汚染緊急時対策【環境政策課】
① 健康被害防止対策
　大気汚染防止法では、硫黄酸化物、二酸化窒素、
浮遊粒子状物質、一酸化炭素およびオキシダントに
よって、大気の汚染が著しくなり、人の健康または
生活環境に係る被害が生ずるおそれがあるような緊
急の事態が発生した場合に、知事がとるべき措置を
定めています。
　これを受けて、県では、「福井県光化学オキシダ
ント対応マニュアル」および「福井県大気汚染（硫
黄酸化物）対応マニュアル」を定め、人の健康また
は生活環境に被害が生ずるおそれが発生した場合に
は、注意報等を発令し、地域住民に注意を呼びかけ
る一方、工場・事業場に対し、ばい煙等の排出削減
を要請することとしています。
　また、平成25年３月、国において微小粒子状物
質（PM2.5）に関する注意喚起の暫定的な指針が示
されたことを受け、県ではPM2.5濃度上昇が発生
した場合における対応措置を定めたマニュアルを策
定しています。

発�令�日�時 発�令�地�区
昭和 53 年 6 月 5 日� 15:10 敦賀地区
平成 2年 4月 11 日� 13:00

敦賀地区平成 2年 5月 10 日� 15:50
平成 2年 6月 19 日� 15:50
平成 14 年 6 月 10 日
� 16:40

二州地区
（敦賀市、旧三方町、美浜町）

令和元年 5月 25 日
� 17:50

二州地区
（敦賀市、旧三方町、美浜町）

② 事故等に対する対策
　県では、工場等の事故または火災が発生した際
に、発生現場周辺において、有害物質による大気汚
染の状況を把握するため、令和元年度から検知管を
配備しています。

図4-1-50　水質事故発生状況の推移
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図4-1-52　光化学オキシダント緊急時措置連絡系統図
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（１）化学物質の管理【環境政策課】
①PRTR＊１制度
　PRTR法の正式名称は、「特定化学物質の環境へ
の排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法
律」で、名称のとおり、有害性のある化学物質を取
り扱う事業者が、環境への排出量などを把握して、
化学物質の管理を改善していこうとする制度です。
　PRTR法に基づき、対象となる事業者は、環境中
への化学物質の排出量等を自ら把握・管理し、年1�
回、県を経由して国に届出を行っています。

第２節　化学物質対策の推進

１　化学物質の管理の促進� 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
②排出・移動量集計結果
　令和４年度には、令和３年度の排出量・移動量
について、県内の327事業所（全国の1.0 ％、全国
32 ,729事業所）から164種類の物質について届出が
ありました。届出による排出量は1,795t（全国の
1.4 ％、全国約12 .5万t）、移動量は6,716t（全国の
2.6 ％、全国約25 .9万t）でした。
　また、県内の届出外事業所＊2や家庭から排出さ
れた化学物質を国が推計した量は、1,687t（全国の
0.87 ％、全国約18 .8万t）でした。
　なお、県内の届出の集計結果および届出外排出量
の推計値は、図4-2 -2 ～ 7のとおりです。

図4-2-1　事業場からの化学物質の排出・移動経路

＊１�ＰＲＴＲ：Pollutant�Release�and�Transfer�Registerの略で、環境汚染物質排出・移動登録という意味です。
＊２�届出外事業所：届出が必要な業種に該当しない、従業員数や対象化学物質の取扱量が小さいといった理由から、ＰＲＴＲ制度で届出を
行うことが義務付けられていない事業所を指します。

図4-2-2　届出排出量および移動量（令和３年度） 図4-2-3　大気への排出：物質別内訳（令和３年度）
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その他
7.9％
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図4-2-4　公共用水域への排出：物質別内訳
（令和３年度）

図4-2-6　届出排出量および移動量の多かった
　　　　　上位５業種とその量（令和３年度）

図4-2-5　事業所の外への移動：物質別内訳
（令和３年度）

図4-2-7　届出排出量と届出外排出量（推計値）の
　　　　　�上位５物質とその量（令和３年度）
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（２）ダイオキシン類対策
　ダイオキシン類とは、ポリ塩化ジベンゾ-パラ-
ジオキシン（PCDD）類、ポリ塩化ジベンゾフラン
（PCDF)類およびコプラナーポリ塩化ビフェニル
（コプラナー PCB）類の総称をいいます。
　ダイオキシン類は、物質によって毒性の強さがそ
れぞれ異なっているため、毒性が最も強い物質の毒
性を１として他の物質の毒性を換算した毒性等量
（TEQ）＊1を用いて評価します。

①法律等による規制【環境政策課】
ア　ダイオキシン類対策特別措置法
　ダイオキシン類対策特別措置法では、耐容一日摂
取量＊2（TDI：４pg-TEQ/㎏ /日）や大気・水質・

底質・土壌に係る環境基準、排出ガスや排出水の規
制基準および県による常時監視義務等が規定されて
います。

イ　国の排出削減計画
　国は、法に基づき平成24年に、「我が国における
事業活動に伴い排出されるダイオキシン類の量を
削減するための計画」を改訂し、改善した環境を
悪化させないことを原則に、新たな削減目標を事
業分類別に設定し、ダイオキシン類の排出総量を
176g-TEQ/年としました。令和３年における削減
目標設定対象に係る排出総量は96g-TEQ/年で、削
減目標を達成しています。

＊１�毒性等量(TEQ)：ダイオキシン類は多くの異性体を持ち、それぞれ毒性が異なります。毒性等量とは、異性体の中で最も毒性の強い
2,3,7,8-TCDDの毒性を1とし、各異性体の毒性を毒性等価係数により換算した量のことです。

＊２�耐容一日摂取量（TDI）：人が生涯にわたって継続的に摂取したとしても健康に影響を及ぼすおそれがない1日当たりの摂取量のこと
です。
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②県等における取組み
　大気、公共用水域の水質・底質、地下水および土
壌の常時監視をはじめ、発生源の監視指導を行って
います。

ア　常時監視結果【環境政策課】
　令和４年　度の常時監視結果は、表4-2 -8のとお
りであり、大気、公共用水域の水質・底質、地下水
質および土壌について、全ての地点で環境基準を達
成していました。
�
イ　発生源監視結果【循環社会推進課・環境政策課】
１）産業廃棄物焼却施設
　産業廃棄物焼却施設について、施設への立入検査
や改善指導を行っています。
　産業廃棄物処理施設の排ガス中のダイオキシン類
濃度は、令和４年度の行政検査および事業者による
自主検査において、規制基準を超えた施設はありま
せんでした。
　また、燃え殻およびばいじんの自主検査におい
て、報告のあった全ての施設で処理基準に適合また
はセメント固化等により適正に処理されていまし
た。

２）市町ごみ焼却施設
　市町が設置するごみ焼却施設の排ガス中ダイオキ
シン類濃度は、令和４年度に行った実態調査の結
果、規制基準を超えた施設はありませんでした。
　また、燃え殻およびばいじんの自主検査におい
て、報告のあったすべての施設で処理基準に適合ま
たはセメント固化等により適正に処理されていまし
た。

３）廃棄物焼却施設以外
　廃棄物焼却施設以外の発生源として、アルミニウ
ム合金製造炉等施設への立入検査や改善指導を行っ
ています。
　令和４年度の行政検査および事業者による自主検
査において、規制基準を超えた施設はありませんで
した。

４）排出水
　下水道終末処理場等の排出水のダイオキシン類濃
度は、令和４年度の行政検査および事業者による自
主検査において、規制基準を超えた施設はありませ
んでした。

表4-2-8　ダイオキシン類常時監視結果（令和４年度）

調　査　種　別 調査地点数 調査結果範囲 環境基準 単　�位

大 　 気
一般地域 3 0.0061 ～ 0.030

0.6 pg-TEQ/ ｍ 3
廃棄物焼却施設周辺地域 4 0.0046 ～ 0.18

水 　 質

河　　川 20 0.056 ～ 0.41

1 pg-TEQ/L湖　　沼 1 0.32

海　　域 0 ―

底 　 質

河　　川 20 0.097 ～ 19

150 pg-TEQ/g湖　　沼 1 29

海　　域 0 ―

地下水質 廃棄物最終処分場周辺地域 7 0.044 ～ 0.10 1 pg-TEQ/L

土 　 壌 廃棄物焼却施設周辺地域 7 0.062�～ 9.5 1,000 pg-TEQ/g

（注）pg（ピコグラム）：1ピコグラムは、1兆分の 1グラム。
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（３）水銀廃棄物の適正処理【循環社会推進課】
　蛍光管や水銀体温計等に使用されている水銀は、
破損した場合、気化して水銀蒸気となり、蒸気を吸
い込むことにより人体に神経系の中毒症状が現れる
おそれがあります。
　特に、水銀体温計、水銀温度計および水銀血圧計
は水銀の含有量が多く、不適正に処理された場合に
環境へ与える影響が懸念されています。
　環境省が平成27年12月に策定した「家庭から排
出される水銀使用廃製品の分別回収ガイドライン」
では、水銀使用廃製品の適正な回収についての留意
点や具体的対策が示されており、水銀使用廃製品の
適正な分別回収が求められています。
　また、産業廃棄物については、平成29年10月か
ら水銀使用製品産業廃棄物や水銀含有ばいじん等の
新たな処理基準が適用されるなど、適正処理を目的
とした規制強化が図られました。
　県では、水銀使用廃製品の適正な回収や処理につ
いて、引き続き、各市町や事業者への指導を実施し
ていきます。

調査地点 調査区分 調査対象物質 調査媒体

笙の川三島橋
（敦賀市三島町）

モニタリング調査

11 物質（ＰＣＢ類、ヘキサクロロベンゼン、ヘキ
サクロロシクロエキサン類、ポリプロモジフェニ
ルエーテル類、ペルフルオロオクタンスルホン酸、
ペルフルオロオクタン酸、ペンタクロロベンゼン、
1,2,5,6,9,10- ヘキサブロモシクロドデカン、ヘキサク
ロロブタ -1,3,- ジエン、短鎖塩素化パラフィン、ペ
ルフルオロヘキサンスルホン酸）

水質・底質

（４）環境中の化学物質の実態把握
① 環境省化学物質環境実態調査【環境政策課】
　環境省では昭和49年度から環境リスクが懸念さ
れる化学物質の環境調査、化審法＊１の優先評価化
学物質のリスク評価、化審法の特定化学物質等およ
びPOPs条約＊２対象物質の残留状況の監視に取り組
んでおり、本県においても調査が行われています。
　令和４年度の県内の調査実施状況は、表4-2 -9の
とおりです。

② 県の環境調査・研究【環境政策課】
　県では、化学物質による環境汚染状況の情報提
供、事業者の発生源対策の支援および化学物質に係
る意識の啓発を目的として、化学物質の研究施設を
整備し、これまでにリン酸エステル系難燃剤等につ
いて調査研究を実施してきました。令和２年度から
はポリオキシエチレンアルキルエーテルを対象に調
査研究を行っています。

表4-2-9　県内の化学物質環境実態調査の実施状況（令和４年度）

＊１�化審法：正式には「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律」といい、新たな化学物質を製造・輸入する際に事業者に事前の届
出を義務付けて、市場に流通する前に国がその化学物質の環境残留性や安全性を審査する制度を定めています。この法律では、人また
は動植物に有害と判断されたものは特定化学物質に指定され、製造・輸入の許可申請・届出の義務、環境汚染防止のための措置、表示
義務などが課されています。

＊２�POPs条約：正式には「残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約」といい、残留性有機汚染物質（POPs）の製造・使用・輸
出入の禁止や廃棄などを定めています。POPsとは、Persistent�Organic�Pollutantsの略で、環境中で分解されにくく、生物に蓄積され
やすく、かつ毒性が強いといった性質を持った化学物質の総称のことです。
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③学校におけるシックハウス＊１対策
ア　学校における環境衛生の基準【保健体育課】
　「学校環境衛生基準＊２」により、シックハウス症
候群の原因となる化学物質のうち、ホルムアルデヒ
ド、トルエン、キシレン、パラジクロロベンゼン、
エチルベンゼン、スチレンの６物質について基準が
定められています。

イ　県立学校のシックハウスに対する対応
� 【教育政策課】
　新築および改修工事においては、化学物質の発生
が少ない建材や接着剤を選定するとともに、化学物
質測定の竣工検査を十分に行います。�

ウ　小中学校のシックハウスに対する対応
� 【保健体育課】
　小中学校の設置者である市町教育委員会が「学校
環境衛生基準」に基づき定期または必要と認める場
合に検査を実施しています。
　検査の結果、基準値を上回った場合には、換気設
備の設置等、改善のために必要な措置を実施してい
ます。
　教室等の換気を適切に行い、児童・生徒の健康状
態について常に留意するよう努めています。

　ポリ塩化ビフェニル（PCB）は、熱に強い、絶縁
性が良い等のすぐれた性質を持つため、工業的に合
成され、変圧器やコンデンサーの絶縁油等に利用さ
れていましたが、人への有害性等が問題となり、昭
和47年に製造や新たな使用が禁止されました。
　以降、既に製造されたPCBの処理に向けて民間
主導によるPCB廃棄物処理施設設置の動きが幾度
かあったものの、住民の理解が得られなかったこと
などから、ほとんど処理が行われず、PCB廃棄物
の保管が長期間続きました。
　このため、PCB廃棄物の確実かつ適正な処理を
推進するため、平成13年に国はPCB特別措置法＊３

を制定しました。同法の施行により、PCB廃棄物
を保管する事業者は、毎年保管や処分の状況を都道
府県知事に届け出るとともに、政令で定める期間内
に適正に処分することが義務付けられました。本県
における処分期間は、高濃度PCB廃棄物＊４のうち
変圧器・コンデンサー等については令和４年３月
31日まで、安定器及び汚染物等については令和５
年３月31日まで、低濃度PCB廃棄物については令
和９年３月31日までとなっています。
　PCB廃棄物は、大きく高濃度PCB廃棄物と低濃
度PCB廃棄物に分類されます。高濃度PCB廃棄物

２　PCBの適正保管・処理の推進【循環社会推進課】�　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
は、中間貯蔵・環境安全事業株式会社（JESCO）
にのみ処分を委託することができ、全国５か所にあ
る同社の拠点的処理施設で処理が進められています
（県内の高濃度PCB廃棄物は平成20年からJESCO
北海道事業所で処理が進められています。）。
　一方、低濃度PCB廃棄物は、環境大臣から無害
化処理認定を受けた事業者または都道府県知事・政
令市長から処分業の許可を受けた事業者に処分を委
託することができます。無害化処理認定事業者等の
低濃度PCB廃棄物を処分できる事業者は全国に31
事業者（令和５年11月29日現在）ありますが、そ
れぞれ処分できるものが異なります。このため、低
濃度PCB廃棄物の処分を委託する時は、処分を委
託しようとする低濃度PCB廃棄物を処分できる事
業者かどうかを確認し、委託先を選定する必要があ
ります。
　県では、平成18年５月にPCB廃棄物の処理指針
を策定し、県内PCB廃棄物の確実かつ適正な処分
期間内の処理を計画的に進めています。
　現在、県内（福井市を除く。）の142の事業所で
PCB廃棄物が保管（令和４年度末時点）されてお
り、県では、当該事業所に立入検査等を行い、PCB
廃棄物の適正な保管や早期処理を指導しています。�

＊１�シックハウス：住宅やビルの室内環境が原因で引き起こされる頭痛やせき、めまい、関節痛、目やのどの痛みなどの健康障害をシック
ハウス症候群といいます。建物の機密性の高まりや化学物質を含んだ建材、内装材などの使用が原因と指摘されています。

＊２�学校環境衛生基準：学校保健安全法に基づき、環境衛生検査、事後措置および日常における環境衛生管理等を適切に行い、学校環境衛
生の維持・改善を図るための基準で、照明、騒音、換気、温度、飲料水等について定められています。

＊３PCB特別措置法：正式には「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」といいます。
＊４�高濃度PCB廃棄物：①PCB原液が廃棄物となったもの②PCBを含む油が廃棄物となったもののうち、含まれるPCBの割合が0.5％を超
えるもの③PCBが塗布、封入等されたものが廃棄物となったもののうち、可燃物については含まれるPCBの割合が１kgにつき100,000
㎎を超えるもの、不燃物については同割合が１kgにつき5,000㎎を超えるもの
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（１）ゴルフ場
　県では、平成２年４月に「ゴルフ場における農薬
等の安全使用に関する指導要綱」を策定し、事業者
に対して農薬等使用計画の提出、環境監視および水
質測定を義務付けるとともに、魚毒性が強い農薬の
使用を禁止するなど、低毒性農薬を必要最小限で使
用するよう指導しています。

（２）農地
　平成22年度から、県産農林水産物の生産工程に
衛生的手法を取り入れた食品安全や、環境保全お
よび労働安全に関して改善を行うGAP＊１を推進す
るため、生産者への普及・啓発等に取り組むととも
に、魚毒性の低い除草剤および農薬の使用を推進し
ています。
　また、農薬取扱業者の資質向上を図るため、農薬
安全使用講習会を開催するとともに、農薬の取扱い
について指導的な役割にある者に対して、農薬管理
指導士として認定しています。

３　農薬の安全使用と低減化の推進【流通販売課】�　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＊１�GAP：農業生産工程管理（Good�Agricultural�practice）とは、各工程・各作業について、食品安全や環境保全、労働安全等の観点から、
危険性や問題点を考え、それぞれに対策を行い、継続して改善する取組です。
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（１）環境基本法に基づく放射性物質の常時監視
　水質汚濁防止法に基づき環境省が放射性物質によ
る公共用水域および地下水の水質の汚濁の状況を常
時監視しています。
　令和４年度、県内では２河川（九頭竜川、北川）
および２地下水（福井市大手、敦賀市三島）におい
て監視を行いました。その結果、自然・人工由来の
放射性核種が確認されましたが、全て過去の測定値
の傾向の範囲内でした。

（２）原子力発電所周辺の環境放射線監視
　現在、本県には、15基の原子力発電所が立地し
ており、県では、原子力発電所から放出される放射
性物質による周辺環境への影響を監視するため、発
電所の排気筒や放水口の放射能を確認するととも
に、発電所周辺や県内各市町の空間放射線量率など
を24時間連続監視しています。さらに発電所周辺
において、定期的に陸上の植物や土壌や海産生物お
よび海水などの環境試料を採取し、含まれている放
射性物質の測定を実施しています。

第３節　放射性物質の監視

１　福井県の環境放射線モニタリング【環境政策課、原子力安全対策課】�　　　　　　　　　　　　　　　　
　福島第一原子力発電所事故後には、県内に観測局
を36基増設し、117基(京都府内２基を含む)により
県内全域を監視する体制を構築しています。

［令和４年度の環境放射能調査結果］
・空間放射線量率測定
　0.02�～�0 .16μSv/h�　（1μSv＝約1μGy）
　〔令和元～３年度の実績0.01 ～ 0 .20μSv/h〕
　�県内原子力発電所からの放射性物質の放出に起因
する放射線量の上昇はありませんでした。

・放射能測定
　�大気中のちりや陸上の植物および陸土などの陸上
試料、海産食品や海水および海底土などの海洋試
料、計876試料を採取しています。含まれている
放射性物質の種類や量を調べた結果、県内発電所
に起因する人工放射性物質は検出されず、環境安
全上の問題はありませんでした。

図4-3-1　発電所周辺の環境放射線モニタリング

福井県原子力環境監視セン
ターのホームページにおい
て、県内の空間放射線量率
等をリアルタイムで公開し
ています。
http://www.houshasen.
tsuruga.fukui.jp/

また、県庁や市町役場に設
置してある表示装置でも公
開しています。
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第５章　各分野に共通する施策の推進

第1節　環境を支える人づくり・地域づくり

１　誰もが学べる環境教育の推進�　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）体験活動の提供
① 里山里海湖学校教育プログラム集【自然環境課】
　里山里海湖について、小中学校教員が児童・生徒
を指導するためのプログラムを、現場の先生方の意
見を踏まえながら作成しました。

表5-1-1　これまでに作成したプログラム
プログラム名

26年度 三方五湖周辺体験プログラム

27年度 北潟湖周辺体験プログラム
六呂師高原周辺体験プログラム

28年度 丹南地区周辺体験プログラム

30年度 三方五湖周辺体験プログラム改訂
（福井県年縞博物館を追加　他）

元年度 北潟湖周辺体験プログラム改訂
六呂師高原周辺体験プログラム改訂

２年度 丹南地区周辺体験プログラム改訂
３年度 三方五湖周辺体験プログラム改訂

４年度 北潟湖周辺体験プログラム改訂
六呂師高原周辺体験プログラム改訂

５年度 丹南地区周辺体験プログラム改訂

　平成26年度から作成している体験プログラムは、
身近な里山里海湖を実際に体験することにより保全
の意識を高め、自主的な活動を促すことを目的とし
ており、すべての小中学校へ配布しました。これに
より、小中学校の教員が、「里山里海湖とは何か」、
「里山里海湖でどんな活動ができるのか」を知るこ
とができる手引書としての活用と「里山里海湖の恵
み」を児童・生徒に実体験させることができるもの
と期待しています。
　さらに、それぞれの地域の特性を活かした体験活
動を実施することで、より福井の里山里海湖の魅力
を実感し、保全・再生の意識を向上させていけるも
のと考えています。
　今後とも、系統立てた環境教育を推進できるよ
う、学校の年間指導計画に位置付けていけるよう努
めていきます。

表5-1-2　令和４年度にプログラムを
　　　　　　　　　　　体験した学校数・人数

学校・団体数 児童・生徒数
三 方 五 湖 34校・団体 1,508名
六 呂 師 51校・団体 2,419名
丹 南 296校・団体 11 ,435名
合 　 計 381校・団体 15 ,362名

② 県有施設における環境教育
　県の自然保護センターや試験研究機関では、環境
に関する展示や情報の提供、自然観察会等の学習機
会の提供を行っています。

表5-1-3　県の主な環境教育･学習施設
施　設　名 概　　　要

自然保護センター
（大野市南六呂師）

・�県内の自然や環境の保全に
ついて紹介する展示
・�プラネタリウム、天体の観
察施設
・自然観察会等の実施

海浜自然センター
（若狭町世久見）

・�ふれあい水槽、若狭の海湖
（うみ）等を紹介する展示
・自然体験講座の開催

里山里海湖研究所
自然観察棟
（若狭町鳥浜）

・�野鳥やヒシ等の自然観察ガ
イド
・�簡単な工作体験や里山里海
湖に関する相談受付

年縞博物館
（若狭町鳥浜） ・水月湖年縞の展示

衛生環境
研究センター
（福井市原目町）

・�環境関連図書、ビデオ等の
資料の提供
・見学者の受入れ
・環境科学体験教室や夏休み
衛生環境教室の実施

総合グリーンセンター
（坂井市丸岡町楽間）

・緑化推進のための樹木や花
の見本園
・緑や木とふれあい、遊び学
べる施設
・緑と花に関する講座の開催
や相談受付

内水面総合センター
（福井市中ノ郷町）

・河川や淡水魚に関すること
などの展示

学校教育プログラム　中学生受入の様子
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（２）「ふくいの未来へつなぐ環境学習」事業
� 【環境政策課】
　県内の小学生を対象とした、脱炭素（カーボン
ニュートラル）の実現等を考える機会を提供する新
規事業です。特に、環境保全に寄与する技術を有す
る県内の企業・団体の協力を得て行う本事業は、環
境に配慮した先進的な取り組みを「見て、体験して、
学ぶ」ことをコンセプトとしており、体験活動と研
修が融合したアクティブな活動が特徴です。
　令和５年度は、８月に嶺南と嶺北で実施されまし
た。嶺南では「敦賀グリーンパワー発電所」の協力
のもと、バイオマス発電をテーマとして体験活動が
展開されました。嶺北では「ものづくり交流拠点ト
ンカンテラス」の協力のもと、海洋環境問題やプラ
スチックリサイクルに関する学びを深めました。ど
ちらにおいても、２０５０カーボンニュートラル実
現に向けた意識を高める機会となりました。

（３）環境・エネルギー教育支援事業
� 【義務教育課・高校教育課】
　県内の小・中・高等学校を対象に、地域の特色に
応じた実践を通して、児童・生徒の理解を深め、自
ら考え、判断し、よりよく環境・エネルギー問題を
解決する力を育成することをねらいとした「環境・
エネルギー教育支援事業」を推進しています。
　小学校では、風力発電帽や火力発電モデル実験器
等を購入し、発電について学習する教材の活用やエ
ネルギー教育関連施設の見学を通して、環境･エネ
ルギー教育を進めています。
　中学校では、エネルギー変換効率実験セットや力
学的エネルギー実験器等を購入し、実験や観察を通
してエネルギーの変換について正しい知識と科学的
な理解を深める授業を充実させています。
　高等学校では、ペルチェ素子霧箱を利用して放射
線の特性を学んだり、発電の原理やクリーンエネル
ギーについて探究的に学習したりするなど、発展的
な環境・エネルギー教育を進めています。さらに、
専門家による講演会や施設見学会等を通してエネル
ギー問題や放射線に対する理解を深める取組みを実
践しています。
　今後も、各校の取組みを県内全体に広め、環境・
エネルギー教育の一層の普及に努めていきます。

表5-1-4　環境・エネルギー教育支援事業取組状況
内　　　容 ３年度 ４年度 ５年度

環境・エネルギー教育に関
連する施設等の見学 12 校 16 校 15 校

講師による講演や意見交換
会での指導および助言 ３校 ２校 ２校

エネルギー教育に関する資
材・機材の活用方法の研究 64 校 98 校 47 校

バイオマス発電で使用する木質チップの集積所

プラスチックリサイクルに関する講義の様子
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( ４)「大学生のエコラーニング」事業
　県内の大学生を対象とした、将来の環境活動を担
う人材の育成を目的とした新規事業です。屋外での
体験活動を伴うワークショップを中心として、地球
温暖化対策や資源循環などの環境保全全般について
考えるラーニングイベントを年３回行います。
　令和５年度は、福井県まちづくりセンターのア
ウトドア事業部(福井県アウトドア協会)に委託し、
「大学生限定！アウトドア体験ツアー」として実施
しました。第１回では『海に学ぶ環境保全の重要性』
をテーマに、海洋ゴミの現状と課題に対する理解を
深めました。第２回では『里山の循環と再生可能エ

（５）こどもエコクラブ活動への支援
　こどもエコクラブとは、幼児（３歳）から高校生
までなら誰でも参加できる環境活動のクラブです。
子どもたちの主体的な環境学習や実践活動の支援を
目的としており、活動を支える１人以上の大人（サ
ポーター）が代表となってクラブを登録することが
できます。学校の生徒と先生、家族単位、町内の子
ども会など、気軽にクラブを作ることができます。
福井県内では、令和５年12月末現在で29クラブ
1,514人の子どもが登録しており、各クラブで様々
な活動を行っています。
　こどもエコクラブの本県事務局は環境ふくい推進
協議会＊1が担っており、各クラブの活動に対して
助成事業を行っています。令和５年度は、海辺の漂
着物調査と漂流物アートに取り組んだクラブに対
し、活動に必要な物品の調達について支援を行いま
した。

ネルギー』をテーマに、多様な環境保全活動の在り
方を学びました。第３回では『自然環境・生物多様
性を学ぶフィールドワーク』をテーマに、環境問題
に貢献できるような取り組みを行っていきたいとい
う学生の意欲が高まりました。
参加者からは「環境問題の関心を高めるために必要
なのは勉強などで得られる知識ではなく、実際に話
を聞いたり体験をしたりすることだと思いました。」
との感想がありました。どの回においても、若者の
環境に対する理解と関心を高める機会となりまし
た。

　また、こどもエコクラブの全国事務局では登録ク
ラブを対象とした「全国エコ活コンクール」を開催
しており、環境活動に関する壁新聞や絵日記、デジ
タル作品の募集を行っています。このコンクールで
県代表作品に選出されたクラブには「こどもエコク

カヤック体験(第１回)
(大学生のエコラーニング事業)

薪割り体験(第２回)
(大学生のエコラーニング事業)

鷹巣海岸で行った漂流物調査・マイクロプラスチック調査
(助成事業：福井市鷹巣小学校５・６年生の活動)�

＊１�環境ふくい推進協議会：環境保全にかかる県民、団体、企業のネットワークづくりおよび地域に根ざした活動の育成を図り、継続的か
つ着実な環境保全活動の推進を図ることを目的として、平成6年10月に設立された団体です。
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ラブ全国フェスティバル」への参加権が与えられ、
環境ふくい推進協議会ではこちらの参加に係る助成
も行っています。

（６）環境アドバイザー�
　県では、環境保全についての有識者や環境保全活
動の実践者を環境アドバイザーとして登録し、各種
団体や学校・公民館等が主催する環境問題に関する
学習会や講演会の講師として派遣しています。
　環境アドバイザー派遣事業では「美しい福井の環
境を県民の手で守り育てる」ことを目的に、環境保
全に関する講演会や現地指導を実施しています。現
在98名（令和５年10月末現在）の環境に関する専
門家が登録されています。
　学習会等の内容は、環境問題やリサイクル、省エ
ネ、自然保護などの講座や山や海での自然体験など
多岐に渡り、皆さんに楽しく環境について学んでい
ただいています。この制度により、県民の環境問題
への関心や環境保全に対する取組みの意識が高まっ
てきています。

三国サンセットビーチで回収した漂流物を用いたアート
(助成事業：坂井市立丸岡南中学校の活動)�

鷹巣小学校５・６年生が制作した壁新聞作品

環境アドバイザーによる学習会

表5-1-5　環境アドバイザー派遣実績
令和３年度 令和４年度 令和５年度

派遣人数 70人 109人 90人
受講者数 1 ,662人 2 ,258人 2 ,064人

� （注）令和５年度は令和５年10月末時点
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星空の下で行った「たき火交流会」の様子

環境教育『小学生の活動』(福井県HP)

環境教育『大学生の活動』(福井県HP)

（７）親子で環境活動推進事業＊2

　令和５年11月に、福井県奥越高原少年自然の家
および福井県自然保護センターを会場として、星空
観察会を開催しました。この観察会は「親子で環境
活動推進事業～星キャン！ in奥越～」として環境
ふくい推進協議会主催、福井県キャンプ協会主管の
もと実施しました。光害が及ぼす星空への影響を学
習・体感することで、日常生活における夜間の照明
の使い方を考える機会となりました。

�
（８）環境教育普及活動
　福井県のホームページでは、自然体験や環境学習
会などの情報を提供しています。特に、学生向け
の事業に関しては活動の様子を動画化したものを
YouTube配信しており、県民に幅広く活用しても
らえるような環境教育教材のデジタル化を進めてい
ます。

＊２�親子で環境活動推進事業：環境保全活動の促進を目的として、環境ふくい推進協議会が令和２年度より提供している親子で一緒に楽し
める環境教育・自然体験活動事業です。

・環境教育『小学生』の活動
https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/kankyou/
kankyokyouiku_shogakusei.html

・環境教育『大学生』の活動
https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/kankyou/
kankyoukyouiku_daigakusei.html
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（１）県民の環境美化活動
� （北陸新幹線開通に向けて）
① まちかど美化月間
　令和６年の北陸新幹線福井・敦賀開業に向けて、
３月をまちかど強化月間として設定し、県と各市町
が連携して駅周辺や観光地などで清掃活動を行い、
県外からの新幹線利用者を歓迎します。ＪＲ福井駅
では、県と福井市が共催で企業や団体の協力のも
と、『かがやけ！新幹線Welcome清掃』と題して朝
の清掃活動イベントを予定しています。

② クリーンアップふくい大作戦
　地域の環境保全に関する県民意識の啓発を図るこ
とを目的として、平成４年度から、県内一斉に住民
が主体となって美化活動を行う「クリーンアップふ
くい大作戦」を実施しており、平成17年度からは、
季節ごとに年４回の統一行動期間を設け、市町や自
治体などが一体となって地域ぐるみの美化活動を実
施しています。

③ 自然公園の美化【自然環境課】
　自然公園美化思想の一層の普及を図るため、環境
省では８月の第１日曜日を「自然公園クリーンデー」
として位置付け、全国の自然公園を対象とした大規
模な美化清掃活動を実施しています。
　実施にあたっては、関係市町その他の団体との連
携のもと、地域の一斉清掃などを行っています。

○河川環境美化月間・河川愛護月間【河川課】
　河川環境美化については、地域住民等による活動
の広報等を行う「川守」推進事業を展開するととも
に、地域住民団体等が行う草刈活動への補助を行う
「地域をつなぐ河川環境づくり推進事業」により良
好な河川環境の創出に努めています。
　また、毎年７月の河川愛護月間には、県庁ホール
にて河川愛護のパネル展を実施し、河川愛護に関す
る意識の啓発を行っています。

（２）県民の環境美化活動
� （海岸漂着物の発生抑制に向けて）
　海ごみの発生防止をテーマに、県内河川の上流域
から下流域ならびに海岸等において、住民・企業・
団体などが清掃を行う「ふくい海ごみゼロチャレン
ジ2023」を実施しました。令和５年度は県内全て
の自治体が連携し、12月時点で15 ,000人以上の県
民が清掃活動に参加しました。

２　活力と資源が最大限に活かされる地域づくりの促進【環境政策課】�　　　　　　　　　　　　　　　　　

３　環境に配慮した活動の促進� 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｒ５　ふくい海ごみゼロチャレンジ2023
（福井市東郷地区�天神橋周辺）
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＊１�公害防止協定：公害防止の一手法して地方公共団体または住民と企業との間で締結される協定をいいます。公害防止協定は、地域に応
じた公害防止の目標値の設定や具体的な公害対策の明示ができるなど、法令に基づく規制を補完する性格があります。

第２節　環境を意識した事業活動の推進

１　企業等における環境活動の促進【環境政策課】� 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）環境活動に関する最新関連情報の提供
　県では企業等などに対し、メールマガジンの配信
や情報誌等の発行、イベントの開催などにより環境
活動に関する最新関連情報を提供し、環境活動の資
質向上を支援しています。詳細は、本章第３節�環
境情報の収集・提供をご参照ください。

（２）公害防止協定＊1

　公害防止協定は、地域の状況や個別事業所の操業
内容に応じたきめ細かい環境保全対策を盛り込むこ
とができ、法律や条例による一律的な規制を補完す
るものとして有効な手段です。
　県では、県が造成し、維持管理する工業団地であ
るテクノポート福井に立地する事業所または広範囲
な地域に環境影響を及ぼすおそれのある事業所との
間で、公害防止協定の締結を進めています。
　協定では、事業所の操業形態等に応じた公害防止
対策を規定するとともに、立入検査や公開の原則、
住民に損害を与えた場合の無過失損害賠償責任につ
いても規定を設け、公害防止対策の実効性の担保な
どを図っています。
　公害防止協定を締結している事業所数は、令和５
年12月末現在で計72事業所となっています。
　また、多くの市町においても、公害防止協定や環
境保全協定を締結しており、その件数は、令和５年
３月末現在、13市町433件となっています。

（３）福井の環境を守るための資格取得支援事業
　令和５年度から新たに、環境ふくい推進協議会の
企業または団体会員を対象として、資格を取得する
際の必要経費を補助する事業を開始しました。対象
となる資格は、公害防止管理者等の環境法令の遵守
に役立つ資格や自然観察指導員等の自然体験教室の
内容充実に役立つ資格で、これらの有資格者を増や
すことで福井県の豊かな自然環境の保全を促進する
事が目的となっています。
　事業初年度は、企業会員から公害防止管理者資格
の取得について、団体会員からはプロジェクトワイ
ルドエデュケータ―研修について申請がありまし
た。
　補助対象となる資格の種類や申請書の様式など、
本事業の詳細については、協議会ホームページをご
確認ください。

図5-2-1　福井の環境を守るための資格取得支援事業の概要

申請書
提出

応募者⇒協議会

受験・受講
申し込み
応募者

助成決定の
通知

協議会⇒応募者

助成金
支給

協議会⇒応募者

審査
・

助成決定
協議会

資格取得
・

報告書提出
応募者⇒協議会

対象資格

助成内容

・自然体験教室や環境教室等の内容充実に役立つ資格
（森林インストラクター、 NEALリーダー　など）

・環境法令の遵守や省エネの実践等に役立つ資格
（公害防止管理者、うちエコ診断士　など）

①資格試験の受講料および登録料の3分の2（100円未満切り捨て）

②講習の受講料および登録料の3分の2（100円未満切り捨て）

※ひとつの団体または企業会員につき通算５万円が上限
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（４）環境マネジメントシステム
① 福井県庁環境マネジメントシステム
　県では、環境に配慮した社会経済システムの構築
を推進するため、平成12年４月に本庁舎等におい
て福井県庁環境マネジメントシステムの運用を開始
し、同年11月にISO14001の認証を取得しました。
さらに、平成15年11月には出先機関等に対象を拡
大して認証を更新し、県自らの活動および施策の策
定・実施に伴う環境負荷の低減に努めてきました。
　平成18年度からは、本システムの見直しを行い、
新たな認証登録を行わず、県の行政機構にふさわし
い効率的なシステムに移行しています。新しいシス
テムは、省エネを中心としたエコオフィス活動に重
点化し、部局ごとに電気・水等の削減の目標値を定
め、目標達成に向けた取組みを積極的に行っていま
す。

　平成27年４月には県立病院にも対象を拡大して
います。
　本システムにおいて集計したエネルギーの使用量
は、省エネ法定期報告書により、毎年度国へ報告し
ています。
　令和４年度の本システムにおける実績は、表のと
おりです。
　また、取組みの結果は、内部の環境管理委員会お
よび外部の専門家を交えた審査委員会で協議を経
て、そのプロセスを含め公表する等、システムの強
化を図っています。

表5-2-2　福井県庁環境マネジメントシステムにおける実績

項　　　　　　　目 令和3年度 令和4年度 前年度比
増減率

ガソリン［L］（オフィス業務+特殊業務+敷地外施設） 6 ,785 .0� 6 ,472 .5� △4 .6%

軽油［L］（船舶除く） 53 ,311 .0 57 ,707 .2 8 .2%

電気［kWh］ 11 ,238 ,183 .0 11 ,452 ,150 .0 1 .9%

空調等燃料［L］（灯油＋A重油） 721 ,081 .0 685 ,976 .0 △4 .9%

空調等燃料[m3]（LPG＋LNG＋都市ガス） 20 ,505 .5 18 ,532 .0 △9 .6%

上水道［ｍ3］ 181 ,463 .2 184 ,256 .9 1 .5%

地下水［ｍ3］ 10 ,756 .5 37 ,329 .1 247 .0%

可燃ごみ［kg］ 139 ,719 .2 132 ,008 .6 △5 .5%

不燃ごみ［kg］ 42 ,090 .9 35 ,728 .9 △15 .1%

コピー用紙［kg］ 82 ,793 .6� 83 ,400 .0� 3 .7%
　※　対象範囲は、本庁、出先機関および教育機関です（県立大学・県警本部は除く）。
　※　数値は、小数第 2位で四捨五入して表示しています。
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　県では、公共工事を行う場合、計画、施工の各段
階で、環境への配慮事項を検討し、実施しています。
特に、一定規模以上の事業の計画段階については、
庁内各課による環境配慮型公共工事検討委員会＊1�

を開催し、多方面の検討を行っています。
　令和４年度には、12事業について検討を行い、
環境にやさしい方法で今後の事業を実施することと
しています。
　事例として、令和４年度に当委員会に報告された
「広域河川改修工事　一級河川天王川」について環
境配慮の実施状況を以下に示します。

① 事業の概要
　当河川は、越前町南西部の山間部から中心市街地
を経て一級河川日野川に合流する一級河川です。当
事業の改修区間の流下能力は上流部で300m3/s(確
率規模�１/ ３程度)と極めて低く、平成10年９月の
台風７号においては越水による床上・床下の浸水被
害が生じているほか、近年では漏水被害も確認され
ています。このことから河川改修により流下能力を
300m3/sから550m3/s(治水安全度�１/ ３→１/20 )
に向上させることとしています。

② 野生生物への配慮
　設計段階において、良好な自然環境を保全・再生
するため、原則としてコンクリートが表面に出ない
ように配慮し、また、水生生物が育成・生息しやす
い河岸形状とするよう設計しました。
　具体的には、護岸工に覆土型連節ブロックを採用
し、ブロックを既存堤防の表土で覆土することで、
植物の繁茂を容易にし、従前の自然植生環境の回復
を図りました。
　また、護岸の際に寄石を施工することで水生生物
が育成・生息しやすい河岸形状としていきます。

③ 水環境等への配慮
　河川内の工事にあたっては、大型土のうや鋼矢板
等、濁水が発生しにくい構造物で仮締切を行うとと
もに、仮締切内部に湧水がある場合には、沈殿槽を
設け、汚濁水を直接河川へ排水しないようにするな
ど、河川の水質汚濁防止に努めています。

自然環境の回復状況

覆土型連接ブロック（高水護岸覆土前）

既存堤防の表土による覆土（高水護岸覆土後）

＊１�環境配慮型公共工事検討委員会：県が行う公共事業について、自主的な環境配慮を行うために、平成12年７月に庁内の公共事業関係課
および環境関係課等機関で組織されました。

（５）環境配慮した公共事業等の推進【土木管理課】



◆第２部　分野別施策の実施状況

142

分
野
別
施
策
の

実
施
状
況

各
分
野
に
共
通
す
る

施
策
の
推
進

④「河内川ダム建設事業」
ア 事業の概要
　河内川ダムは熊川宿のほど近くに位置し、若狭町
や小浜市などを流域とする北川水系において度々発
生してきた水害を契機として、洪水による被害を軽
減するために建設されました。
　当ダムは、洪水時の流量調節のほか、ダムに貯め
た水を農業用水として使っています。また、再生可
能エネルギーである、小水力発電設備を有してお
り、ダムからの放流水を利用して水力発電を行って
います。

イ 希少植物の移植
　ダムにより水没する区域内に自生する希少植物
（県域準絶滅危惧Ⅱ類）がダムの建設によって消失
しないよう、区域外への移植を行いました。
　移植先は、自生地と条件が近い場所を選定し、移
植後も定期的なモニタリングを実施して、植物の活
着状況を確認しました。

⑤ 光害の防止
　河内川ダムの工事では夜間も作業を行いますが、
工事中の夜間照明等による生態系への影響を極力防
止するために、フードルーバー付きの照明を採用し、
照射領域を低減しました。また、現場事務所の窓に
はカーテンを設置し、明かりが外に漏れないように
しました。

自生地の希少植物

移植後の希少植物

フードルーバーの効果イメージ

フードルーバーによる光害防止効果
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（１）環境影響評価
① 環境影響評価制度
　環境影響評価（環境アセスメント）は、事業者が、
土地の形状の変更や工作物の新設など環境に大きな
影響を及ぼすおそれのある事業等の計画や実施に当
たり、その事業が環境にどのような影響を及ぼすか
について、あらかじめ調査、予測および評価を行い、
その結果を公表して、自治体や県民等の意見を聴い
た上で、環境の保全について適正な配慮を講じよう
とするものであり、環境汚染の未然防止のための重
要かつ有効な手段です。
　十分な環境配慮が必要な大規模事業については、
国では環境影響評価法などに基づいて、本県では法
対象外事業や事後調査手続を追加した「福井県環境
影響評価条例」によって、環境面から事業者の適切
な対応を誘導することとしています。

② 環境影響評価の実施状況
　令和４年度は、環境影響評価法に基づく「風力発
電所の設置の事業」について、計画段階環境配慮書
１件が提出され、令和３年度に提出された環境影響
評価準備書２件と合わせて審査を行いました。

表5-2-3　環境影響評価等審査件数の推移
年　�　　度 H30 R1 R2 R3 R4

環境影響評価法
配慮書 2 5 4 1 1
方法書 2 2 5 0 0
準備書 0 0 0 2 0

環境影響評価条例
配慮書 1 1 0 0 0
方法書 1 1 0 0 0
準備書 0 0 2 0 0

合　　　　計 6 9 11 3 1
� （注）件数は図書送付日を基準に集計しています。

③ 環境影響評価に関する情報の提供
　環境影響評価に関する制度やこれまでに実施され
た環境影響評価事例に関する情報などを、県の環境
情報に関するホームページ「みどりネット」を通じ
て提供しています。

https://www.erc.pref.fukui.jp/info/assess

（２）環境保全の事前審査
　許認可等において、県が関与する様々な手続きに
際して、環境保全の観点から必要な調整を実施して
います。また、各種事業等の実施の基盤となる計画
策定などに際しても、環境の保全の観点から事前審
査を行っています。

① 許認可等に際しての環境配慮
　国土利用計画法に基づく土地売買等の届出や森林
法に基づく林地開発の許可など、県が関与する許認
可等の手続に際しては、環境に配慮した事業の実施
が行われるように行政指導を行うなど、必要な調整
を行っています。

② 計画策定等に係る環境配慮
　県環境基本条例第10条では、県が講ずる施策の
策定および実施に当たっては、環境の保全について
配慮するものと規定しています。
　このため、県では、土地利用基本計画や都市計画
等の策定・実施などに当たっては、環境の保全の見
地からの配慮が行われるよう必要な調整を行ってい
ます。

２　環境影響評価制度の推進【環境政策課】�　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

表5-2-4　許認可等および計画策定等に際しての環境配慮の調整件数（令和４年度）

許認可等に際しての
環境配慮

（75件）

・国土利用計画法に基づく土地売買等届出に係る事業者等への教示
・森林法に基づく林地開発許可申請・連絡調整に係る事業者等への教示
・廃棄物処理法に基づく廃棄物処理施設設置届出等に係る事業者等への教示
・採石法に基づく岩石採取計画認可申請に係る事業者等への教示
・砂利採取法に基づく砂利採取・洗浄計画等認可申請に係る事業者等への教示
・温泉法に基づく温泉掘さく・温泉動力装置許可申請に係る事業者等への教示
・鉱業法に基づく出願に係る事業者等への教示
・基地、埋葬時に関する法律に基づく基地等変更許可に係る事業者等への教示
・大規模小売店舗立地法に基づく届出に係る事業者等への教示

38
4
4
7
4
3
4
1
10

計画策定等に係る
環境配慮

（12件）

・公共工事環境配慮ガイドラインに基づく事業の計画段階に係る協議
・公共工事環境配慮ガイドラインに基づく事業の中間報告に係る協議
・公共工事環境配慮ガイドラインに基づく事業の完了報告に係る協議

3
8
1

合　　　　　　　　　　　　計 87
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（１）土地利用の適正化
① 土地利用の現況【土木管理課】
　令和４年度に実施した土地利用現況把握調査の
結果では、令和３年の県土の利用状況は、森林
74 .4 ％、農用地9.6 ％、宅地4.5 ％です。
　宅地、道路、その他を除いた自然的土地利用が県
土の約87 .4 ％を占めています。

（２）国土利用計画および土地利用基本計画等
� 【土木管理課、中山間農業・畜産課】
　本県では、県土の適正かつ合理的な土地利用を図
るため、国土利用計画法に基づき国土利用計画およ
び土地利用基本計画を定め、また土地取引の規制、
遊休土地の利用促進を行っています。
　さらに、都市計画法、農業振興地域の整備に関す
る法律、森林法、自然公園法、自然環境保全法等の
法律に基づき様々な土地利用計画が定められ、土地
利用規制が行われています。

① 国土利用計画
　国土利用計画は、国、県および市町が長期的な視
点に立って、健康で文化的な生活環境の確保と国土
の均衡ある発展を図ることを基本理念に策定してい
ます。

② 土地利用基本計画
　土地利用基本計画は、国土利用計画（都道府県計
画）を基本とし、５地域（都市地域、農業地域、森
林地域、自然公園地域および自然保全地域）につい
て、土地利用の原則、５地域が重複する場合の調整
指導方針など、土地利用の調整等に関する事項を定
めるものです。この計画では、都市地域や自然保全
地域の特別地区が重複する場合は自然環境としての
保全を優先するなど、自然環境の保全にも配慮して
います。本県では、昭和50年５月に福井県土地利
用基本計画を策定し、その後おおむね毎年変更して
います。

③ 土地取引の規制
　地価の急激な上昇等に対する適切な措置を講じる
ため、土地取引を規制する制度として注視区域制
度、監視区域制度および規制区域制度が設けられて
います。本県では、現在これらに該当する区域はあ
りません。
　また、一定規模（市街化区域2,000 ㎡、その他の
都市計画区域5,000 ㎡、都市計画区域外10 ,000 ㎡）
以上の土地取引について、土地の取得者は、契約締
結後２週間以内に利用目的等を知事に届け出なけれ
ばならないことになっています。これを事後届出制
度といいます。この制度では、知事は、届出のあっ
た土地の利用目的を審査し、公表されている土地利
用計画に適合しない場合や著しい支障があると認め
られる場合は、土地の利用目的について必要な変更
を行うことを勧告することができます。
　令和４年は40件の届出があり、市町別では福井
市が最も多く25件、次いで越前市、坂井市がそれ
ぞれ４件でした。利用目的別では、生産施設26件、
商業施設６件、その他（住宅など）８件となってい
ます。地目別では、林地25件、宅地13件などでし�
た。

３　適正な土地利用の推進� 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

図5-2-5　自然的土地利用面積の対県土面積割合推移

図5-2-6　県土の土地利用構成（令和３年）
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　令和５年上半期における届出の件数は46件で、
市町別では、越前市20件、福井市７件などとなっ
ています。利用目的別では、生産施設28件、商業
施設８件、その他（資産保有など）３件などとなっ
ています。地目別では、田畑28件、宅地11件など
となっています。

④ 遊休土地の利用促進
　事後届出をした土地の所有者などが、取得後２年
以上その土地を未利用のまま放置した場合に、有効
な土地利用が必要と認められたとき、知事は、その
土地を遊休土地である旨を通知します。これを遊休
土地制度といいます。この制度では、所有者に積極
的な活用を求めるため、所有者に土地の利用処分計
画の届出をさせるほか、土地の有効かつ適正な利用
に必要な場合は土地利用審査会の意見を聴いて必要
な措置の勧告を行い、勧告に従わないときはその土
地の買取りの協議を行います。なお、令和４年は、
遊休土地はありませんでした。

⑤ 規模土地取得等の事前協議
　事後届出が必要な土地取得のうち、大規模な土地
取得（2�ha以上の宅地開発または10ha以上のゴル
フ場、スキー場、遊園地等のレクリエーション施設
等の土地取得）を行う場合は、福井県土地利用指導
要綱に基づき、土地取得者に対し契約締結前に知事
との事前協議を求めています。なお、令和４年は、
大規模な土地取得の事前協議はありませんでした。

⑥ 農業振興地域の整備に関する法律および
� 農地法に基づく規制
　各市町の農業振興地域整備計画で農業生産基盤整
備事業が施行された土地等を農用地区域として位置
付け、優良農地の維持・保全を図っています。
　また、農地法では、農地を農地以外のものにする
場合、知事（知事の権限移譲を受けた市町を含む。）
または農林水産大臣が指定する市町の許可が必要で
すが、農用地区域や集団的に存在する農地その他良
好な営農条件を備えている農地については、原則と
して許可できないこととされており、これらにより
優良農地の確保を図っています。

⑦ 地価調査の実施
　一般の土地取引などの価格の指標とするため、昭
和50年から地価調査を実施しています。
　令和５年は、７月１日を基準日として、基準地
214地点を調査しました。その結果、平均変動率は
前年と比較して全用途で▲0.8 ％となり、住宅地は
▲0.9 ％、商業地は▲0.8 ％と、下落傾向で推移し
ました。

⑧ 土地月間における広報活動の実施
　土地関係施策等についての県民の関心を高め、そ
の理解を深めるため、土地月間（10月）にポスター、
パンフレットの配布などを行いました。

図5-2-7　土地利用計画の概要図
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（３）都市計画【都市計画課】
　都市計画は、都市内の限られた土地を建築敷地、
基盤施設用地、緑地等に適正に配置することによ
り、農林漁業との健全な調和を図りつつ、健康で文
化的な都市生活および機能的な都市活動を確保しよ
うとするものです。
　都市計画は、その目的の実現には時間を要するも
のであり、本来的に長期的な見通しをもって定めら
れる必要があることなどから、あらかじめ長期的な
視点に立った都市・地域の将来像やその実現に向け
た大きな道筋（土地利用、市街地整備、自然的環境
の保全等）を示す都市計画マスタープランが策定さ
れています。
　都市計画マスタープランには、都市計画区域＊1

を対象として広域的・根幹的な都市計画に関する事
項を県が定める「整備、開発及び保全の方針（以
下「都市計画区域マスタープラン＊2」という。）」と、
都市計画区域マスタープランに即して、市町域を対
象として地域に密着した都市計画に関する事項を市
町が定める「市町都市計画マスタープラン＊3」があ
り、これらの都市計画に関するマスタープランの適
切な役割分担・相互連携により一体的な都市づくり
のビジョンが形成されています。
　本県においては、人口の減少、少子高齢化、財政
の硬直化、環境問題の顕在化等社会経済情勢が大き
く転換し、これまでの急速に都市が拡大する都市化
の時代から安定・成熟した都市型社会に移行してい
く中、より質の高い生活環境を形成し、都市の賑わ
いや潤いを維持・創出していくために、自然環境・
歴史・文化等の地域の個性を守り活かした「魅力的
な都市」、環境・経済・社会的に持続可能な「コン
パクトな都市」を目指して都市づくりを進めていく
ことが、都市計画区域マスタープランの中で示され
ています。�

　これら都市計画に関するマスタープランに即して
各種都市計画制度が活用されています。
　例えば、「区域区分」という都市計画の制度があ
ります。これは都市計画区域を、無秩序な市街化を
抑制し、計画的な市街化を図るために、既成市街地
や計画的に市街地整備を促進する「市街化区域」と
農地や里山等からなり市街化を抑制する「市街化調
整区域」区分するものであり、県内では福井都市計
画区域に適用されています。
　また、「地域地区」という制度では、都市計画区
域内における土地の利用を計画的に行うため、建物
の用途・形態、土地の区画形質の変更などの適正な
制限のもとに、居住環境の保全、商業・工業などの
利便増進、災害・公害の予防など、良好な都市環境
の確保を図るために用途地域等を定めており、県内
都市計画区域を有する14市町すべてに適用されて
います。また、その他用途地域を補完する地区とし
て、特別用途地区＊4、防火地域＊5および風致地区等
を適用することができます。
　さらに、地区レベルでは、地区の特性を活かした
市街地環境の維持・形成を図るために、建築物の用
途や形態および区画道路や公園等の地区施設の配
置・規模等に関するルールを規定し、これに基づい
て開発行為や建築物の建築をコントロール（届出・
勧告）する地区計画を適用することができます。
　この地区計画は、６市２町の34地区で適用され
ています。また、都市計画区域が指定されていない
地域においても、都市計画区域に準じて必要な土地
利用の規制・誘導が行える準都市計画区域＊6制度
が平成12年の法改正により創設され、本県でも１
区域が指定されています（数字は、令和５年12月
末時点のもの）。

＊１�都市計画区域：人口や産業が集積している市街地を含み、一体の都市として土地利用コントロール、市街地の整備および自然的環境の
保全を図っていく区域であり、本県では11区域が指定されています。

＊２�都市計画区域マスタープラン：すべての都市計画区域で、平成16年5月に策定、平成26年2月に改定されています。
＊３�市町都市計画マスタープラン：9市4町で策定されています。�
＊４�特別用途地区：地域の実態に応じてきめ細やかに用途をコントロールするために、用途規制をさらに規制または緩和する制度です。本
県では8市で15地区定められています。

＊５�防火地域：市街地における火災の危険を防除するために、防火性能の高い建築物の建築を義務付ける制度です。本県では、防火地域が
4市、準防火地域が7市1町で定められています。

＊６�準都市計画区域：そのまま土地利用を整序し、または環境を保全するための措置を講ずることなく放置すれば、将来における一体の都
市としての整備、開発および保全に支障が生ずるおそれがあると認められる区域において指定します。
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第３節　環境情報の収集・提供

１　科学的調査研究と技術開発の推進� 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）環境分野の調査研究
　県では、衛生環境研究センターを中心として、大
気汚染や水質汚濁等について、監視・調査等を行う
ほか、他の公設試験研究機関と協力して環境分野の

調査研究を進めています。環境分野の調査研究は、
対象となる範囲が広く、また短期間では成果を出し
にくいことから長期的な視点で行う必要がありま
す。

表5-3-1　環境分野の調査研究

① 衛生環境研究センター【環境政策課】
大気や河川 ･湖沼 ･海域および地下水等の環境汚染の発生や拡大を防止するための測定や調査研究、環境�
関連技術の開発

○�微小粒子状物質（PM2.5）の発生源に関する調査
� 【令和元～５年度】

PM2.5の成分分析を実施し、PM2.5に対する越境大気汚染やバイ
オマス燃焼の影響について調査を行い、県内における発生源別の
PM2.5対策に役立てます。

〇�微生物を用いた試験による湖沼環境の影響評価に関す
る研究� 【令和３～６年度】

バイオアッセイ手法を用い、様々な流入負荷が湖沼のプランクトン
に与える影響を評価し把握することで、今後の水環境保全対策に役
立てます。

〇�福井県におけるポリオキシエチレンアルキルエーテル
の実態把握と環境負荷低減技術に関する研究
� 【令和２～５年度】

界面活性剤として使用され、環境への影響が懸念されるポリオキシ
エチレンアルキルエーテルの河川中の濃度を把握するとともに、分
解試験や処理技術の検討を行い、環境影響の低減に役立てます。

② 工業技術センター【産業技術課】
県内産業の活性化に向けた様々な分野の研究開発、環境関連技術の開発、環境負荷の少ない雪対策技術や自
然との共生に対応した建設技術の研究開発

〇�多糖類ナノファイバーと生分解性プラスチック複合材
料の開発� 【令和３～５年度】

マイクロプラスチック問題に対応した、多糖類ナノファイバーと生
分解性プラスチックとの複合材料を開発します。

〇�再生可能エネルギーを利用した複数ドローンの制御に
よるホース把持システムに関する研究
� 【令和４～５年度】

再生可能エネルギーを利用した複数ドローンによる省エネ散液シス
テムの開発に向け、ドローンがホースを把持するための部材を開発
します。

〇�道路融雪の省エネを実現する、技術支援機能を備えた
スマート積雪センサの開発� 【令和４～５年度】

積雪センサにAIを導入し、施工・維持管理を容易にしたスマート
積雪センサを開発します。

〇布帛に搭載可能な太陽電池に関する研究
� 【令和４～６年度】

布帛への実装に適した太陽電池の電極とテキスタイル製の電極を接
続する技術を開発します。

〇�田んぼの貯留機能強化による洪水への抑制効果に関す
る研究� 【令和５～７年度】

田んぼダムの河川への貯留効果を検討し、洪水に対する有効性を調
査します。

③ 農業試験場【園芸振興課】
農薬や化学肥料の使用量を抑え、再生可能エネルギーを活用した環境にやさしい農産物の生産・供給のため
の研究開発

○�ICT情報を活用した水稲自動可変施肥とスポット除草
技術の確立�� 【令和３～５年度】

収量向上や化学肥料・農薬使用量削減のため、ドローンの空撮画像
を用いて、生育に応じた肥料の適正量の自動決定や雑草のある個所
にだけ農薬を散布するスポット除草技術を開発します。

○�農地土壌の炭素貯留能力を向上させるバイオ炭資材等
の開発� 【令和２～６年度】

「脱炭素社会」の実現に向けて、農地、森林から発生する廃材など
を用いたバイオ炭を開発し、農地土壌での炭素貯留能力や作物に対
する効果、影響を調査します。

④ 若狭湾エネルギー研究センター【エネルギー課】
エネルギー構造の「多層化・多様化」を図るため、国の「水素基本戦略」に沿った水素社会の実現に必要不
可欠な水素の活用方法の拡大と消費量の増大に資する技術を開発

○�ローカル水素サプライチェーン構築に向けた技術研究
事業� 【平成28年度～令和７年度】

若狭湾エネルギー研究センターが培ってきた、材料改質や分析等に
関する知見・技術を用いて、環境に対する負荷が低い水素の「製
造」・「輸送」・「貯蔵」に関する先進技術の調査研究を行います。
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（２）産学官による研究開発支援
� 【エネルギー課、産業技術課】
　県では、嶺南企業等が、原子力・エネルギー分野
をはじめ、地域産業の活性化や環境、植物工場・大
規模園芸、防災分野に関連して新たに取り組む研究
開発を支援しています(公益財団法人若狭湾エネル
ギー研究センターの「嶺南地域新産業創出モデル事
業」による支援）。
○嶺南地域新産業創出モデル事業補助金
・紙製クリアファイルの研究開発
� 【令和３～５年度】
・�植物工場における排液交換頻度低減による、節
水・減肥栽培システムの開発� 【令和５年度】
・真空脱水技術を応用した新型浄油装置の開発
� 【令和５年度】

　また、県内外の企業、大学、県が参画する研究開
発および事業化を支援しています。
○�脱炭素社会実現に向けた省エネルギー技術の研究
開発・社会実装促進プログラム� 【ＮＥＤＯ】
・�熱可塑性薄層プリプレグシートを用いた革新的一
貫製造プロセスの開発
� 【令和３年度～６年度】
○�NEDO先導プログラム／新技術先導研究プログ
ラム� 【ＮＥＤＯ】

・�環境負荷の大幅低減を実現する水資源から脱却し
た省エネルギー製造プロセス技術の開発
� 【令和４年度～５年度】
○戦略的基盤技術高度化支援事業� 【経済産業省】
・�省エネ・快適性に貢献する自動車シート材に対す
る安定した超音波パンチング連続加工（量産）技
術の研究開発� 【令和３年度～５年度】
○成長型中小企業等研究開発支援事業【経済産業省】
・�モーター用軽量高強度リングを目的とした高精度
トウプリプレグと炭素繊維複合材リングの製造方
法の開発� 【令和４年度～６年度】
・�熱交換器の熱伝導効率向上と耐食性を実現する炭
素めっき装置の開発、及び連続生産技術の確立
� 【令和４年度～６年度】
・�パルス振動溶湯加工法による球状金属粉末の省エ
ネ製造技術開発� 【令和５年度～７年度】
〇共創の場形成支援プログラム� 【ＪＳＴ】
・�環境・デザインを突破口とする未来創造テキスタ
イル共創拠点� 【令和５年度～６年度】�

（３）環境関連産業に対する支援
� 【経営改革課、成長産業立地課、産業技術課】
　県では、融資および補助などにより、環境関連ビ
ジネス分野への新規参入や事業拡大に向けた取組み
に対して支援しています。
　また、産業支援機関等と連携し、技術開発や経営
支援施策等に関する情報提供、相談・助言などを
行っています。

表5-3-2　環境関連産業に対する主な支援制度
〇企業誘致補助金・企業立地促進資金融資
　投資額・雇用要件がない支援枠や、若者や女性が働き
たくなる環境整備を支援する加算枠のほか、一定の要件
を充足する誘致企業に対する融資制度を設けています。

【問い合わせ先】
県成長産業立地課�立地支援グループ� ℡�0776-20-0375

○総合相談窓口
　省エネルギー対策や脱炭素経営など中小企業の様々な
経営課題を解決するため、専門家による経営相談を実施
します（相談無料、事前予約制）。

【問い合わせ先】
公益財団法人 ふくい産業支援センター
　　　　　　　　　OnetoOne サービス推進部
� ℡�0776-67-7421

○成長産業チャレンジ支援事業補助金
　県内企業の高いものづくり技術を活かした、成長産業
( ※ ) への参入や市場拡大、早期事業化を目的に、大学、
研究機関・金融機関等と連携して行う取り組みに対し補
助を行い、県内のオープンイノベーションによる技術開
発から販売促進までを一貫支援します。
※宇宙、航空、ヘルスケア、持続可能な社会に向けた�
技術

【事業類型】
　・成長産業可能性調査試験
　　新技術・新製品の可能性試験調査
　・早期事業化技術開発
　　産学官金連携で行う新技術・新製品の研究開発
　・地域経済牽引型技術開発（大企業とも連携）
　　産学官金連携で行う新技術・新製品の研究開発
　・産総研拠点活用可能性調査
　　産総研と連携した新技術・新製品の可能性試験調査
　・産総研拠点活用技術開発
　　産総研と連携した新技術・新製品の研究開発

【問い合わせ先】
県産業技術課 新技術支援室� ℡ 0776-20-0374
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（４）県民・団体・企業等との連携の強化【環境政策課】
① 環境ふくい推進協議会
　環境保全活動を推進していくためには、県民、団
体、事業者、行政がお互いに協力し合い、取り組ん
でいくことが重要です。
　このため、県では、県民、団体、企業で構成する
環境保全ネットワーク「環境ふくい推進協議会」の
運営を支援し、情報紙の発行やシンポジウムの開催
などを通じ、環境保全に関する意識の啓発を図って
きました。
　環境ふくい推進協議会は、県民が一体となって進
める環境保全に関する県民運動を実践することを
目的として、平成６年10月に設立された団体です。
協議会では、環境保全活動の輪を広げるための様々
な事業を展開しています。

環境ふくい推進協議会会員数（令和５年12月末現在）

　　　　　　　　企業会員　　224社

　　　　　　　　団体会員　　125団体

　　　　　　　　個人会員　932人

　また、環境ふくい推進協議会では、県内における
企業、団体、行政等の環境に関する活動や情報の共
有を図るため、専用のホームページを開設していま
す。このページでは、各主体が環境に関するイベン
ト情報やお知らせを自由に掲載、閲覧することがで
き、情報共有の場として活用しています。

表5-3-3　環境ふくい推進協議会の主な取組み
主な取組み 令和５年度

環境保全活動
促進協働事業

 1　協議会会長表彰
 2　ふくいまるごと環境学び舎
 3　環境マネジメント推進事業
 4　市町環境連携事業
 5　こどもエコクラブ活動促進事業

 6　SATOYAMA国内ネットワーク推進
 7　専門家による団体サポート事業
 8　親子で環境活動推進事業
 9　プラスチックごみ削減推進事業
10　ふくいの環境を守るための資格取得支援事業

普及広報事業

 1　情報誌「みんなのかんきょう」発行事業
 2　ホームページによる普及広報
 3　メールマガジンの配信による普及広報
 4　「ふくいっ子に体験して欲しい５０の自然体験」普及広報
 5　各市町環境フェアにおける普及広報

県補助事業

 1　環境アドバイザー派遣事業
 2　リペア・リユース推進事業
 3　ふるさと環境フェア開催事業
 4　家庭の省エネ推進事業

団体助成事業 環境ふくい未来創造事業

図5-3-4　環境ふくい推進協議会ホームページ画面

ＵＲＬ　http://www.kankyou-fukui.jp/　　
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いても、対象者等に情報提供などを行っています。
　令和５年度において表彰を受けた個人や団体等
は、表5-3-5のとおりです。

（５）環境に関する表彰�
　県では、地域で様々な環境活動を行っている個人
や団体の努力に報いるため、また、今後の活動の励
みとしていただくため、積極的に各種表彰制度に推
薦しています。また、応募形式による表彰制度につ

　県民や事業者の環境への関心を高め、環境への負
荷の低減に向けた取組みを促進していくためには、
環境に関する幅広い情報をわかりやすく、迅速に提
供することが重要です。県では、インターネットや
情報紙など様々な媒体を通じて、環境情報を提供し
ています。

（１）「みどりネット」の整備、運用
　県では、各種の環境情報をデータベース化し、行
政内部での活用にとどまらず、広く県民に提供する
「環境情報総合処理システム」を平成12年３月に整
備しました。

　このシステムは、大気や水質等の環境状況等の情
報を集約化し、地図や表などにより表示するもの
で、インターネットのホームページ「みどりネッ
ト」から利用できます。令和５年３月に同ページの
リニューアルを行いました。
　みどりネットのアクセス件数（ページビュー）は、
次のとおりです。

表5-3-6　みどりネットのアクセス件数
令和２年度 ３年度 ４年度

アクセス件数 3,781,022 3,430,973 3,715,546

２　環境情報の収集と提供【環境政策課】� 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

表5-3-5　環境に関して表彰を受けた個人・団体・企業・学校（令和５年度）

表　�彰　�名 目　　　的　　　等 表　彰　者 被　　表　　彰　　者

環境ふくい
推進協議会会長表彰
（令和５年度に表彰）

環境保全活動に関し、地道にたゆまぬ努力を
続けている個人、団体、学校、企業で、その
活動が賞賛に値する者を表彰

環境ふくい推進
協議会会長

【個人の部】
　小山　弘三� （福井市）
　藤田　正久� （福井市）
　森岡　和夫� （大野市）
【団体の部】
　安居地区壮年会� （福井市）
　小浜海洋少年団� （小浜市）
　福井県生活学校連絡協議会� （福井市）
　土曜塾� （鯖江市）
　フラワーラブの会� （あわら市）
　NPO法人ふくい路面電車とまちづくりの会
� （福井市）
【学校の部】
　小浜市立今富小学校� （小浜市）
　勝山市立鹿谷小学校� （勝山市）
【企業の部】
　株式会社北陸環境科学研究所� （福井市）

愛鳥週間用ポスター
原画コンクール表彰

ポスターの制作過程を通じて野生鳥類につい
ての保護思想を高めるとともに、愛鳥週間の
普及啓発を図るため優秀作品を表彰

福井県知事
【知事賞】
　服部　和真� （福井市日之出小学校）
　柴田　実來� （坂井市立坂井中学校）

野生生物保護功労者
表彰

野生生物保護思想の普及啓発、保護のための
環境管理、生態調査、研究活動などに顕著な
功績のあった方々を表彰

（公財）日本鳥
類保護連盟、
環境省

【環境大臣賞】
　酒井　敬治

「星空の街・あおぞ
らの街」全国協議会
表彰

大気環境保全への啓発・普及に資する活動等
において、顕著な功績のあった団体及び指導
的役割を果たしてきた個人を表彰

「星空の街・
あおぞらの街」
全国協議会

【環境大臣賞　個人賞】
　竹原　秀夫
【協議会会長賞　団体賞】
　福井工業大学
　オヤット天文クラブ

自然公園関係功労者
環境大臣表彰

自然公園の保護とその適正な利用の推進に顕
著な功績があった者（又は団体）を表彰 環境大臣

　坂本　均
　屋敷　憲治
　荒島愛山会



第５章　各分野に共通する施策の推進

151

分
野
別
施
策
の

実
施
状
況

各
分
野
に
共
通
す
る

施
策
の
推
進

図5-3-7　環境情報総合処理システム（みどりネット）画面

図5-3-8　環境情報総合処理システムの概要

ＵＲＬ　https://www.erc.pref.fukui.jp/　　

１ 環境情報のデータベース化

環境情報
データベース

表形式情報
大気汚染常時監視調査
公共用水域常時監視調査
海水浴場の水質調査
自動車交通騒音実態調査 等

地図形式情報
・大気汚染測定局位置図
・公共用水域水質調査地点図
・騒音環境基準の地域の類型区分図
・悪臭規制地域区分図
・騒音規制地域区分図

文書形式情報
福井県環境白書
福井県環境基本計画
衛生環境研究センター年報 等

２ 環境情報のビジュアル化

データベース化された多様な情報を、地図や表等によりビジュアルに表示します。
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( ２)環境月間を中心としたイベント情報提供など
� 【環境政策課】
　環境基本法に定められた６月５日の「環境の日」
を中心とする６月の１か月間は、「環境月間」とさ
れています。県においても、県民の環境問題への関

表5-3-9　令和５年度「環境月間」の主な実施行事
【県民参加行事】

行　事　名 実施主体（所管） 内　　　　　　容 実　施　日 実�施�場�所

カー・セーブ
デーの実施 交通まちづくり課

公共交通機関や自転車の利用促進と
CO2（二酸化炭素）の排出量削減の
ため、過度な車の利用を控えるカー・
セーブデーを実施する。

毎週金曜日 県内全域

クールビズの
実施 環境政策課

冷房時の室温（目安として28 ℃）の
適正管理と軽装（ノー上着、ノーネ
クタイ）勤務を実施。

5月１日（月）～
� 10月31日（火）

県、市町、
賛同団体・事業所

クリーンアップふ
くい大作戦

県、市町、環境ふ
くい推進協議会

６月の統一行動期間に居住地、工場・
事業場周辺等において、清掃、草刈
等を行い、県民、各種団体、行政が
一体となって美化活動を実施。

6月1日（木）～
� 6月30日（金） 県内全域

週末天体観望会 自然保護センター
毎週テーマを決めて、季節に応じた
天体の観察と、星座や天体の学習を
行う。

6月毎週土曜日 自然保護センター

自然観察シリーズ 自然保護センター
毎回異なるテーマに沿ったガイドの
解説を聞きながら、自然観察の森を
散策する。

6月毎週日曜日 自然保護センター

第13回みどりと
花の県民運動大会

緑と花の県民運動推
進委員会

第60回全国植樹祭を契機に展開して
いる「緑と花の県民運動」を推進す
るため、「みどりと花の県民運動大会」
を実施。これに合わせ、緑と花に関
する功労者の表彰や、緑や花に親し
む様々な体験型イベントを実施。

6月3日（土）、
6月4日（日）

総合グリーンセン
ター、
竹田農山村交流セ
ンター、
ちくちくぼんぼん

はす川の魚を観察
しよう 海浜自然センター

方湖に流れる川「はす川」の魚など
を捕まえて観察することで、生きも
のや生態系について知る。

6月4日（日） はす川

九頭竜湖コクチバ
ス一斉駆除 水産課

漁協、漁連、ダム管理者、福井県内
水面総合センターと協力し、コクチ
バスの駆除を実施。

6月8日（木） 九頭竜湖

みんなで環境美
化！海域公園クリ
ーンアップ・海中
クリーンアップ

海浜自然センター
一般参加者を招き、センター周辺海
岸の陸上および海中のごみ拾いを実
施。

6月10日（土） 食見海岸

池ヶ原湿原　
外来植物駆除作業 自然保護センター

湿原に侵入した外来種を抜き取り、
ミズチドリなどの貴重な植物の保護
を行う。

6月18日（日） 勝山市平泉寺町
池ヶ原湿原

心と理解を深め、環境の保全に関する活動を行う機
会とするため、６月を中心に様々な行事を実施する
とともに、環境に関する行事を取りまとめ、ホーム
ページ等で紹介しています。



第５章　各分野に共通する施策の推進

153

分
野
別
施
策
の

実
施
状
況

各
分
野
に
共
通
す
る

施
策
の
推
進

【普及啓発事業】
行　事　名 実施主体（所管） 内　　　　　　容 実　施　日 実�施�場�所

広報活動 福井県
新聞、テレビ、ラジオ、広報誌等で
環境月間の趣旨や、環境美化・保全
に対するＰＲを実施。

環境月間中 県内全域

環境月間
パネル展 環境政策課

気候変動やZEH、省エネに関するパ
ネルを展示し、地球温暖化防止に向
けた意識啓発を実施。

6月6日（火）～
6月11日（日） 福井県立図書館

マイボトル
専用コーナー設置 循環社会推進課

県内のショッピングセンター等31店
舗でマイボトル専用コーナーを設置
し、啓発POPやチラシの掲示を実施。

6月1日（木）～
6月30日（金）

県ショッピングセ
ンター等
（33店舗）

マイボトル
運動街頭PR 循環社会推進課 マイボトル運動や海洋プラスチック

ごみ問題に関するパネル展示を実施。 6 月10日（土） 西武福井店前

ポイ捨て
ストップ
キャンペーン

循環社会推進課

鮎釣り解禁日に併せ、鮎釣り客に対
し、プラスチックごみポイ捨て防止
にかかる広報チラシと啓発品を配布。

6 月17日（土） 永平寺町内

産業廃棄物運搬車両路上検査に併せ、
運転者に対し、プラスチックごみポ
イ捨て防止にかかる広報チラシと啓
発品を配布。

6 月20日（火）
10月11日（水）

あわら市内
敦賀市内

【監視・指導強化】
行　事　名 実施主体（所管） 内　　　　　　容 実　施　日 実�施�場�所

環境
パトロール

循環社会推進課
各健康福祉センター

工場・事業場、廃棄物処理施設、道
路、河川、海岸等のパトロールを実
施する。

年間 県内全域

循環社会推進課
坂井・奥越健康福
祉センター

石川県と合同による福井・石川県境
付近の監視パトロールを実施する。

7 月20日（木）
10月17日（火） 福井・石川県境

自然環境課 自然公園内およびその周辺の違法行
為等の監視を行う。 環境月間中 国立公園・国定公

園・県立自然公園

スカイ
パトロール

循環社会推進課
県警本部航空隊

県警ヘリ「くずりゅう」による空か
ら廃棄物の不法投棄等発見のための
監視パトロールを実施する。

6 月27日（火） 県内全域

環境犯罪
取締り

県警本部生活環境課
県下各警察署

廃棄物の不法投棄、野外焼却事犯等
の環境事犯の取締りを実施する。 年間 県内全域

合同路上検査 循環社会推進課
各健康福祉センター

石川県と合同による産廃積載車両の
路上検査を実施する。 7 月26日（水） 福井県

滋賀県と合同による産廃積載車両の
路上検査を実施する。 10月24日（火） 滋賀県

福井県税事務所と合同による産廃積
載車両の路上検査を実施する。

6 月20日（火）
10月11日（火） 福井県

岐阜県と合同による産廃積載車両の
路上検査を実施する。 11月16日（木） 福井県
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（３）刊行物
� 【環境政策課、循環社会推進課、自然環境課】
　水、大気、自然、廃棄物等の様々な環境の課題や、
県の取組み等について、情報紙やパンフレット等の
刊行物の作成･配布を行い、環境に関する情報を提

供しています。また、これら刊行物の一部は、県や
環境ふくい推進協議会のホームページ、みどりネッ
トにも掲載しています。

表5-3-10　令和４年度�環境関連刊行物

刊 行 物 の 名 称 発行状況 頁�数 発行部数 備　　　　　考

みんなのかんきょう 年１回
75号 19 3 ,000 環境ふくい推進協議会情報誌

令和４年度版　環境白書 年1回 147 540

令和４年度版　環境白書（資料編） 年１回 114 160

令和３年度 公共用水域および地下水の水質の
測定結果報告書 年1回 102 130

令和５年度 公共用水域および地下水の水質の
測定に関する計画 年1回 51 130

福井県認定リサイクル製品パンフレット 年１回 14 1 ,200

令和３年度衛生環境研究センター年報 年１回 66 225

衛環研だより第31号、第32号 年２回 4 Web配信

令和４年度福井県鳥獣保護区等位置図 年刊 図1枚 2,200

ナチュラリスト　2023年度行事案内号 年１回 22 HP公開

福井県自然保護センター研究報告
� 「キコニア第26巻」 年１回 210 500

令和３年度年報（福井県自然保護センター） 年１回 37 610 福井県自然保護センター事業概要

海遊（活動の記録）第23号 年１回 62 HP公開 福井県海浜自然センター事業概要

自然保護センター行事案内 年１回 2 2 ,000

海浜自然センター行事案内 年１回 8 HP公開

海浜自然センター行事案内（カレンダー） 年１回 1枚 1,200

海浜自然センターリーフレット 随時 2 7 ,000

自然保護センターリーフレット 随時 2 1 ,000

自然保護センターニュース 年４回 4 HP公開

福井県里山里海湖研究所リーフレット 随時 4 500

福井県里山里海湖研究所年報2022 年１回 43 500 福井県里山里海湖研究所事業概要

里山里海湖ブックレット
「聞き書き　水辺のくらし　～里湖　三方五湖編～」 随時 111 500

年縞博物館　広報パンフレット 随時 4 10 ,000

年縞博物館　解説書 随時 86 1 ,100

福井県年縞博物館年報　第３号 年１回 48 230 福井県年縞博物館事業概要
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